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1

第 1章

序論

カメラ等のセンシングデバイスは，主に静的な環境で用いられてきており，動的な環境では

使用が敬遠されてきた．一方，動的な環境でのセンシングが可能となることにより，従来困難

であった高速移動しながら効率的に各種データを取得することが可能となると考えられる．そ

こで本論文では，高速移動環境下における二次元画像撮像技術の形成及び応用を主眼とし，自

己位置推定，三次元計測/光軸制御といった関連技術についても開拓していく．

1.1 はじめに

地球上では，日々人や物の移動が目まぐるしく繰り返されている．マクルーハン曰く足が延

長されていると表現されているように [1]，移動環境の整備により，生活空間は拡張され物流

の促進が進んできた．特に高速道路，線路等のインフラ上では，人や物のどちらも元来効率良

く運ぶことが可能であり，その速度が速ければ速いほど高い効率性を手に入れることができ

る．また，そのような移動環境下では，運搬や移動だけでなく，インフラもしくは周辺の環境

を対象とする何らかの情報のセンシングも，移動速度の向上に伴い高い効率で実施可能と考え

られる．一方で，高速な移動は一般的にセンシング精度の劣化を生じさせ，結果として不完全

データの取得を招く．これに対し本論文では，主に動的な対象を撮像可能とする「アクティブ

ビジョン技術」[2]を応用することで，二次元画像撮像を中心とした高速性と高精度性を両立

可能な手法について考えていく．

1.2 高速移動環境下の定義

本論文における「高速移動環境下」とは，図 1.1のように，センシング対象及びセンシング

システムのどちらか片方もしくは両者が高速に動く状況が想定されている．また，高速に動く

ことから，何らかの直線的な移動環境上での移動と考えられるため，移動の方向は一次元であ

る．このため，センシング対象とセンシングシステムの速度を統合して，速度は下記の式のよ

うに相対速度 vr として表す．
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図 1.1. 移動環境下におけるセンシングシステムとセンシング対象

図 1.2. 距離の異なる移動環境下におけるセンシング範囲角 αを有するセンシングシステムとセ

ンシング対象．(a)距離が l1 でセンシング幅が w1 の関係．(b)距離が l2 でセンシング

幅が w2 の関係．

vr = vs + vt (1.1)

一次元での移動であるため，センシング対象としてはインフラやベルトコンベア，もしくは

そのような移動環境上を移動する車両等が考えられる．

移動速度は vr によって表わされると説明したが，カメラ等の一定のセンシング幅（この場

合画角に該当する）を持ったセンシング機器を利用する場合，センシング対象とセンシングシ

ステムの距離も考慮してセンシングについて検討する必要がある．たとえば，図 1.2(a)(b)の

ように，移動速度 vr とセンシング機器の視野 αが同一であり，対象までの距離が l1 と l2 で

異なる状況では，一定時間にセンシングする範囲は図中 w1 と w2 となり異なる．距離が近い

方が対象をより細かくセンシングできる（高空間分解能）一方で，より細かい点におけるセン

シングとなるため，1点あたりのセンシング時間が短くなる．センシング時間の低下は S/N比

を低下させ，精度の低下を招くため，vr だけでなく距離 lについても今後のシステム要件とし

て考慮したシステム設計を行っていく．
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1.3 高速移動環境下におけるセンシングの意義

高速移動環境下を実現するインフラの例として，日本の高速道路について考える．車両の

移動速度は最速で時速 100km に達する．マクロな視点で見ると東京・名古屋間約 350km を

単純計算で 3時間半で結ぶのに対し，ミクロな視点で見ると 1msの間に 2.8cm進む速度であ

る．こうしたインフラを人や物の移動手段として考えたとき，移動する車両等が多ければ多い

ほど，インフラそのものが活発な経済を支える大動脈であるといえるが，一方で大動脈である

が故に，経済的損失や二次的な事故を避けるため，頻繁に規制をかけることが難しいといった

事情も同時に存在する．

ところで，高速移動環境下におけるセンシングは国家的な課題として検討されており [3]，結

果として様々な形で得られるデータの活用が期待されている．センシング対象として，インフ

ラ及びインフラ周囲の外界が考えられ，前者は主にインフラの安全確認のための点検，後者は

主に移動環境における視覚を通した移動の疑似体験を提供するサービスのデータベース構築を

それぞれ目的としている．

そうしたセンシング対象の情報としては，二次元画像，位置情報，距離情報，振動情報，温

度情報等が用途に応じて考えられる．図 1.3に，インフラにおけるセンシング機器を搭載した

車両によるセンシングのイメージ図を示す．この図に示すように，高速移動環境下でセンシン

グを行うことは，構造物のひび割れ検出及びネジ等の緩み検出によるインフラの安全性向上

や，効率的な外界情報の取得だけでなく，車両の位置情報と連動したセンシングデータの取得

に寄与し得るものと考えられる．しかしながら，一般的にセンシングは，移動によるセンシン

グ精度低下の影響を受けることが知られている．これは，ある一定時間において特定の対象の

状態を取得するためであり，移動中だと対象が変化してしまうためである．特に高速移動環境

下では，センシングを極めて短時間に終わらせるか，もしくは移動速度を下げてセンシングす

ることで，この影響を避けてきた．しかしながら，センシングを短時間で行うと，対象の情報

を十分に得られず，結果として S/N比の低下を招いてしまう．また，移動速度に関しては，先

述したように道路の規制をかけて静止状態を作り出すことは難しく，仮に規制をかけられた場

合でも，人力で歩行と静止を繰り返してインフラの二次元画像を撮像，もしくは目視による対

象の確認をし続けることを考えると，時速 100kmと比べ歩行速度の時速 4kmでは 25倍もの

時間的コスト増を招く．

こうしたことから，高速移動環境下でもロバストに対象をセンシング可能な手法を確立する

ことは，センシングの効率そのものを向上させるだけでなく，同時に経済的損失や二次的な事

故を避けることが期待され，大きな意義があると考えられる．

本論文では，センシングする情報として主に二次元画像を対象とした方法論の確立及びシス

テムの開発を実施していくと同時に，位置情報，距離情報についても方法論の確立を目指す．
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車両の位置情報

距離センシング

二次元画像取得

インフラ

インフラ付近の
外界

トンネル センシング機器を
搭載した車両

構造物のひび割れ検出

ネジ等の緩み検出

外界
情報

のデ
ータ

ベー
ス構

築

図 1.3. 高速移動環境下におけるセンシングの一例

1.4 高速移動環境下におけるセンシングの問題点

1.4.1 各問題点とその概要

モーションブラー

前述したように時速 100kmで移動すると，仮にセンシング時間が 1msだとしてもセンシン

グ中に 2.8cmも進んでしまう．そのため，2.8cmの移動を許容するシステム設計が欠けると，

センシング機器ではセンシング時の誤差が生じてしまうものと考えられる．具体的に，二次元

の画像撮影において，こうした移動によって取得画像に生じるぶれのことをモーションブラー

という．

サンプリングレート不足

また，対象に関するデータベースを構築するといった目的で，対象を隙間なく連続的にセン

シングする必要がある場合，時速 100kmで 1msの間のセンシングでは，2.8cmの移動が完了

する前に，次のセンシングプロセスを開始しなければならない．サンプリングレートは速けれ

ば早いほど連続的に対象をセンシングできることから，前記の目的のためには高いサンプリン

グレートが求められる．また，低いサンプリングレートでは隙間の空いたデータベースができ

あがってしまう．



1.4 高速移動環境下におけるセンシングの問題点 5

自己位置の変化

他に問題点として，センシングシステムが高速移動を行うことで，結果としてセンシングシ

ステム自身の自己位置が変化してしまうことが挙げられる．自己位置情報は，二次元画像と

いったその他のセンシングデータを取得した場所を特定するために用いられるため，センシン

グデータを空間的に再構成するシステム・サービスには欠かせない．しかしながら，例えば

GNSS による絶対位置情報を取得する場合を考えると，高速移動中であると自己位置情報取

得のサンプリング周期に対して位置情報の変化が相対的に大きくなってしまうため，センシン

グ誤差が大きくなると考えられる．また，撮像画像を利用したヴィジュアルオドメトリによる

相対位置情報取得を考えると，移動速度に応じたモーションブラーによって精度が低下してし

まう．

振動

最後に，センシング機器の移動に伴い生じる振動の影響についても問題点として挙げる．例

えば，高速道路はアスファルトで舗装されているため，一定の平坦性が担保されていると考え

られるが，一方で完全にフラットな道路は車両と地面との間に摩擦が生じにくくスリップの原

因となってしまうことから存在せず，ある程度の凹凸が存在している．それだけでなく，経年

劣化によるイレギュラーな穴やひび割れ，高速道路の区間毎のジョイント部分等の影響を受け

て，車両は走行中常に振動している．

以上の 4つの問題点のセンシングに与える影響について，以降でより詳しく考察していく．

1.4.2 モーションブラーによる空間分解能の低下

モーションブラーに限らずぶれは，芸術的な演出として写真や映像に手法として用いられる

ことがあるが [4]，ビジョンシステムにおいては検出・認識率を著しく低下させる大きな要因

となっている．画像におけるモーションブラーは式 1.2で表される．ここで，K はブラーカー

ネル，N はノイズ，I は元の輝度情報，B は最終的に取得される画像である．

B = I ⊗K +N (1.2)

ある程度 S/N比が高く保たれる撮影環境においてN は 0に近似され，I はピクセル毎にK

に応じて周辺画素の輝度の畳み込みが行われ，最終的に B が画像として出力される．ここで，

K のサイズはモーションブラー量に比例しているため，移動速度 v と定数 cによって表記が

可能である (式 1.3)．

|K| = cv (1.3)

特に，v の値が大きくモーションブラーが著しく生じる環境では，情報が全体的に均一化さ

れ，空間分解能の低下を招く．仮にカメラを搭載した車両が時速 100kmで走行する際，車両



6 第 1章 序論

図 1.4. モーションブラーの分類．(a) 対象が動くケース．(b) カメラ系が動くケース．(c) 両者

が動くケース．

は 1ms の間に 2.8cm 進むので，カメラ 1 画素当たりの空間分解能を 0.1mm/pixel としたと

き，撮像画像内では周囲 280 ピクセル分の影響を受けたモーションブラーが生じることとな

る．1.2節の l の変化に関連して，ここで空間分解能を下げる場合を考えてみると，モーショ

ンブラーの影響は低下する傾向となるが，空間分解能を犠牲とするため，対象の詳細情報の取

得が困難となる．特に，点検等の高い空間分解能が要求されるシステムでは，モーションブ

ラーの影響をいかに防ぎ点検効率の向上を実現できるかがシステムの性能評価の指標となると

考えられ，モーションブラーを補償するシステムのニーズが存在していた．

ところで，このモーションブラーは，カメラ系と対象との位置変化の関係性によって，図

1.4 に示すように，(a) 対象が動くケース，(b) カメラ系が動くケース，並びに (c) 両者が動

くケースの 3種類に分類される．本論文では，幅広い応用を可能とするため，(c) 両者が動く

ケースに対応したシステム開発を目指すことをここで断っておく．それに伴い，カメラと対象

の位置変化を同時に扱うため両者を統合し，処理上相対的な位置変化として演算を行うものと

する．2章及び 3章では対象が動く状況でシステムを検証し，4章ではカメラ系が動く状況で

システムを検証していくことから，各章の実験を通して補完的に，相対的な位置変化に対する

モーションブラー補償手法及びシステムを確立していく．

1.4.3 サンプリングレート不足によるセンシング漏れ

高速移動環境下において巨大な対象を連続的にセンシングしていく場合（例えばインフラ等

の構造物そのものやインフラの周囲の風景等），隙間なく対象をセンシングすることで，デー

タベースとしての利用価値が向上すると考えられる．しかしながら，センシングを行うために

はセンシング機器自身のサンプリングレート f が存在するため，この f が移動速度帯域をカ

バーしていない限り，データ間に隙間が生じてしまう．ここで，隙間とサンプリングレート f

の関係を下記の式 1.4と図 1.5で表す．

w ≥ v

f
(1.4)

カメラをセンシング機器として想定し，カメラの移動方向と同一方向にセンシング幅 w を

持つと仮定すると，この w が式 1.4 を満たす限り，隙間なくセンシングを行うことが可能だ
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1 回あたりのセンシング幅 w
2

センシング対象領域

1回あたりのセンシング幅 w
1

センシングの隙間

(a)

(c)

サンプリング毎の移動距離

1回あたりのセンシング幅 w
1

(b)

図 1.5. カメラが水平方向に移動しているとき，サンプリングレート f と幅 w によって変化す

るセンシングの隙間の様子．(a) センシング幅を w1, サンプリングレートを f1 とした

とき．(b)センシング幅を w1, サンプリングレートを f2 としたとき．(c)センシング幅

を w2, サンプリングレートを f1 としたとき．

といえる．仮に v が時速 100kmで f が 1000fpsのカメラで対象を撮像した場合，wとして最

低でも画角 2.8cmのセンシング幅のカメラ及びレンズ構成とする必要がある．逆に考えると，

対象面でセンシング幅 2.8cmとなるレンズを搭載したカメラを進行方向と垂直に向けている

場合，隙間のない撮影を行うためには最低でも 1000fps必要ということになる．ここで，f に

反比例して必要な w の値が大きくなることから，二次元画像撮影では図 1.5(c)のように単純

に広角レンズを使用すれば隙間のないセンシングが可能となるが，一方で代償として空間分解

能の低下が起きてしまう．前節で説明したモーションブラーと同様，空間分解能の低下は対象

の詳細情報取得を困難としてしまうため，本質的な解決手法といえない．そのため，高速移動

環境下におけるセンシングにおいて，図 1.5(b)のようにサンプリングレート f を向上させる

手法について検討していく必要がある．

1.4.4 自己位置情報の変化

位置情報は主に絶対座標と相対座標に大別されるが，このうち絶対座標は地理情報のこと

を表している．図 1.6(a)のように絶対座標は地球上の緯度と経度及び高さによって表される．

これに対し，図 1.6(b)のように，相対座標はある基準点からどの程度離れているかを表す量

といえる．基準点さえあれば相対座標も絶対座標に変換可能であり，限定された空間もしくは

室内においてこうした相対的な座標を利用するシステムは有効であると考えられるが，測位済

みの基準点の数は限られていることから，移動しながらセンシングするシステムにおいては絶

対座標の取得を行うことが原則的に必要だと考えられる．また，本研究の応用対象として検討

しているトンネル内でのセンシングでは，電波が入らないため相対座標の取得も同時に必要と

なる．

ここで，高速移動環境下において，特にセンシング機器自身が移動している状況では，セン
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経度

経
度

(a) (b)

基準座標

相対座標

図 1.6. 2 つの自己位置推定方式の比較．(a) 緯度経度による絶対座標の表現方式．(b) 基準座

標点を利用して相対座標を絶対座標に変換する方式．

シング機器の自己位置が刻々と変化する．そのため，例えば移動しながら二次元画像をセンシ

ングし，位置情報と結びつけたデータ活用を考えたとき，高精度の自己位置情報の取得が必要

となる．自己位置情報には相対座標と絶対座標があるが，このうち本研究では相対座標では

ヴィジュアルオドメトリ手法，絶対座標では GNSSを利用したセンシングを対象として考察

していく．特に高速移動環境下では，画像撮像時にモーションブラーも生じてしまうためヴィ

ジュアルオドメトリ手法による相対座標の位置精度が低下すると考えられ，また，移動速度の

高速化に伴い単位距離あたりのサンプリング回数が減ってしまうことから，GNSSによるセン

シングデータの誤差の影響により絶対座標の位置精度も低下すると考えられる．

そこで，本論文では高速移動環境下でいかにして精度の良い自己位置情報を得られるかにつ

いて検討を行っていく．

1.4.5 振動によるセンシング機器の測定誤差

図 1.7のように，モーションブラーは高速移動環境下における進行方向への移動で連続的に

生じるセンシング精度劣化要因であるが，これに対し振動は進行方向に対して垂直方向にラン

ダムに生じるセンシング精度劣化要因であるといえる．車両の移動に利用されるインフラは，

走行に適した状態であるため表面は平らに設計されているが，厳密に平らとはいえない．電車

は高速道路と比べ，レール形状になっているために平面度が高いと考えられるが，それでも

レール間の連結部は，温度変化によるレールの破損を防ぐため余裕を持って設計されており，

走行時には振動が必ず生じる設計となっている．さらに，高速道路ではアスファルトの舗装さ

れていることによる表面の平坦度の限界や経年劣化等により，表面の凹凸はレール以上に存在

している．このため，インフラにおいて振動の影響について何かしら考慮する必要があると考

えられる．モーションブラーと異なり，振動はインフラの表面状態に依存するため，定量的な

考察には限界があるが，少なくとも高速移動環境下におけるセンシング機器は，常に何らかの
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インフラ表面の凹凸

進行方向
（主たるモーションブラーの生じる向き）

振動の生じる向き

車　　両

図 1.7. 進行によって生じるモーションブラの向きと振動の生じる向きについて

形で振動の影響を受けると考えられる．

ある路面を走行した際にセンシング機器に生じる振動の帯域を fv とする．一般的に，この

振動の帯域がセンシング機器のセンシング帯域 fs よりも低速帯域であれば，振動中の振幅 Av

の影響を受けにくいと考えられる．例えば，二次元画像センシングにおける 1ピクセルあたり

のサイズを hとしたとき，下記の式を満たすことで，振動によって進行方向とは垂直方向に生

じる画像中のモーションブラーを防ぐことができると考えられる．

h ≥ Av

4fvfs
(1.5)

このため，センシングシステムにおいて振動によるモーションブラーの影響を避けるために

は，Av を低い値とすること，及び fv もしくは fs を大きな値とすることが求められる．ただ

し，インフラの点検で使用される車両は通常の市販されている車両と異なり，振動及び路面状

態そのものを計測することを目的としてサスペンションがきつく設計されており，路面状態を

計測するために通常よりも車両は振動の影響を受けやすくなっている．さらに，振動情報は前

節の自己位置推定の情報と整合性が取れることで，どこで振動が生じたかを瞬時に把握するこ

とができ，これによりインフラの修繕を効率良く行うことが可能になると考えられる．

また，近年本論文でテーマとしているような動的な環境下での撮像に対応するため，適応的

な光学系が利用される機会が増えてきているが，一部の光学系では駆動方式として液体を採用

している．液体による光学系の部品設計は，固体と比べ形状変化しやすい特性があるため，高

速帯域で大きなストロークが必要な用途との相性が良いと考えられるが，一方で移動によって

生じる振動の影響を受けやすいという特徴がある．特に光学系は小さな設計値とのズレがシス

テム全体のスペックダウンにつながるだけでなく，再現性が保証されなくなる可能性があるた

め，高速移動環境下では液体材料を用いず，固体材料での光学系を用いることが必須と考えら

れる．
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1.5 高速移動環境下におけるセンシングシステムの例

これまで述べてきたように，高速移動環境下におけるセンシングでは様々な問題が考えられ

るが，一方で，こうした諸問題に対応する仕組みはこれまでにも検討されてきた．センシング

機器として，主に二次元画像のセンサ=カメラが用いられていることから，ここでもカメラを

利用した各センシングシステムを紹介していく．

1.5.1 センサをインフラに取り付ける方式

インフラ自身にセンサを取り付ける例として，身近に見られるのは Orbis等の固定式カメラ

の存在が挙げられる．定点で観測して特定の対象の特定の時間の様子をセンシングする場合に

は適しているといえるが，設置箇所毎に初期費用がかかってしまうことが問題として挙げられ

る．特に，本論文で検討している点検や外界のデータベース構築といった目的に対して，セン

シング対象の領域全てに対してセンサを設置しなければならないことから，初期費用が莫大に

なってしまうと予想される．また，一度設置した後はインフラを規制することが難しいため，

メンテナンスや仕様の変更が困難であると考えられる．こうしたことから，全域を対象とした

二次元画像のセンシングに固定式のカメラを用いることは適切な手法ではないと考えられる．

1.5.2 移動式の車両方式

移動式の点検車両

固定式の二次元画像センシング手法に対し，移動式の点検車両を用いた二次元画像センシン

グシステムは既にいくつか報告されており [7, 8, 9]，点検にかかる時間や人的コストの削減に

成功している．これらのシステムでは非常に強力な照明を照射し，非常に限られた時間で露光

することで，モーションブラーを生じさせない手法を撮ってきた．しかしながら，1.2節で触

れたように，強力な照明は大量の電力が必要なだけでなく，強力な照明は他のドライバーに対

してよそ見を誘発する等の何らかの事故を誘発する可能性がある．それだけでなく，点検が目

的のシステムであるにも関わらず，比較的広角のレンズを仕様することで空間分解能が犠牲と

なっている．例えば，イーグルは 1.0mmのひび割れを検出する仕様となっており [9]，ひび割

れの点検仕様である 0.2mm[12]を大幅に上回る分解能となっているため，空間分解能を上げ

る必要があると考えられる．こうしたシステムにおいて低い空間分解能を採用している理由と

して，モーションブラーの軽減と対象のセンシング領域に対し漏れ無くセンシングを行うこと

が挙げられる．

移動式の外界センシング車両

地理情報と二次元画像情報を合わせたデータ活用例として，近年情報システムの進化によ

り，「いつ」・「どこで」といったようなメディア情報の付加価値を体験可能なサービスが登場し

てきた．例として Google Street View[5]が挙げられるが，このサービスでは地理情報と同期
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図 1.8. MIMM([8]より引用) 図 1.9. イーグル ([9]より引用)

(a) (b)

図 1.10. Google Street View([5]より引用)．(a) 画像撮影システム．(b) Google Street View

におけるモーションブラー例．

した光景を，画面を通して体験することが可能となっている．点検車両システムとは異なり，

Google Street View[5]及び使用されている車両 (図 1.10(a)に示す)も高速移動環境下におい

て対象の二次元画像センシングを行っているシステムの一例といえる．

しかしながら，本サービスはあくまで利用者がその場を人間の視点で体験するためのツール

であり，実際に利用してみると図 1.10(b)のように一部の画像はモーションブラーや画像の幾

何変換による歪みを大きく伴っている．これは，利用する人にとって，ある場所がどのような

光景になっているかを視覚的に楽しむためのツールであるため，空間分解能や空間の整合性に

ついての厳密な設計仕様が必要ないためと考えられる．今後人間の目で鑑賞するだけでなく，

データベースとして画像検索等に用いる際には，十分な特徴量が得られないとマッチング精度

が低くなってしまうため，利用用途によって空間分解能の向上が必須となると考えられる．そ

のため，本論文で取り扱っているように，高速移動環境下において高い空間分解能の二次元画

像センシングを可能とするシステムの導入が将来的に必要であると考えられる．
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1.6 高速移動環境下における日常的点検システムの要求仕様例

4章で改めて詳述するが，本論文は株式会社中日本高速道路株式会社（以降「Nexco中日本」

と呼称）と東京大学の共同研究「高速道路における点検技術の高度化に関する研究」[6]の内容

を基に論文が構成されている．多くの高速道路は開通されて以降長い月日が経過しているが，

特にトンネルは構造的に劣化が起きやすく，また事故が起こった際の被害も大きいと予想され

ることから，日常的な点検は重要である．一方で，従来の総点検は 5 年に 1 回の頻度で行わ

れており，そのため先ほど紹介したMIMM[8]やイーグル [9]はそうした機会や緊急点検の際

等に活用されているが，本共同研究では日常的に走行する車両に搭載可能なシステムの開発を

行ってきた．

点検装置開発にあたり，下記の要求仕様が課されていた．

表 1.1. 高速移動環境下における日常的点検システムの要求仕様一覧

項目 要求仕様

対応速度 ～時速 100km

最小抽出クラック幅 0.2mm

画像分解能 0.2mm/pixel以下

対応車両 普通車両

全周囲撮像に必要な往復回数 複数回

MIMMやイーグルは点検のために開発された特殊な車両を使用しているのに対し，本研究

では高速道路の維持作業に用いられる通常車両へ取り付け取り外し可能な装置の開発を目指

す．これにより，全周囲撮像に複数回往復が必要であっても，日常業務に使用される車両に装

置を搭載することで点検が日常的に行われることとなり，搭載センシング機材も往復回数に準

拠して縮減させることが可能なことから，装置全体のコストダウンにも寄与可能である．コス

トダウンは装置の複数台開発・運用することを促進するため，さらなる点検頻度の向上が期待

される．

また，二次元画像の撮像に関連して，下記の三点も機能要件として挙げられた．

• 路面から受ける振動の影響を回避すること．
• 自己位置推定機能を有すること．
• 対象の形状 (奥行き距離)の計測を可能とすること．

振動の影響回避は画像の空間分解能の向上に寄与し，自己位置推定は車両によって取得され

たデータに位置情報を付加することが可能と考えられる．また，対象形状の計測は，対象が何

らかの異常を受けてネジの緩みや構造の変化を検出するために有効である．
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図 1.11. カメラが三次元の対象に対し，二次元画像として情報を取り込む様子（[10]より引用）

1.7 動的なセンシング技術：アクティブビジョン技術

1.6節の高速移動環境下における点検の要求仕様を受けて，本論文ではまずセンシング情報

として対象の二次元情報を主眼に置く．そして，従来の点検システムが採用していた強力な照

明と短い露光時間の組み合わせが抱えていた問題点を解決するため，アクティブビジョン技術

を用いることを検討していく．アクティブビジョン技術は，動的な対象を二次元画像としてセ

ンシングする手法の代表例であり，本章では開発されるまでの変遷と技術そのものについて考

察していく．

1.7.1 撮像による視覚的情報の獲得

アクティブビジョン技術について説明する前に，二次元の画像センシング技術の変遷につい

てここでは紹介していく．

撮像の定式化

我々は目によって外界の情報を連続的に脳に取り込み，あらゆる価値判断を行っているが，

取り込んだ情報は記憶と共に薄れゆく宿命にある．これに対し，映像情報取得デバイスとして

のカメラは，ある時点での外界の三次元情報を二次元情報として撮像するデバイスであり，移

りゆく視覚的情報であっても，撮像を経ることで「画像」として永続的に記録することが可能

となっている．

ここで，映像情報取得デバイスとしてのカメラは，一般的にある時点での外界の三次元情報

を二次元情報として撮像し，図 1.11のようにデータとして取り込まれる．

撮像の際には元々三次元の情報が二次元の情報へと射影されるが，この撮像期間中に対象と

カメラ系との位置関係に変化が生じた場合，モーションブラーとして画像の劣化が生じてしま

う．一般的に撮像期間は「露光時間」として知られており，露光時間の強弱により画像の明る
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さが変化する．両者の位置関係に変化が見られない状況で十分な露光時間と照明環境が用意さ

れたとき，モーションブラー及びノイズのない一般的に画質が良いとされる画像が取得され

る．露光時間が短いと十分な光の情報が得られないため，画像にはノイズが目立ってしまい，

S/N比の低い画像が生成されてしまう．また，露光時間に関連して，動画像の撮影における 1

秒間あたりの撮像可能枚数はフレームレートと呼ばれ，カメラのスペックアップの際の指標の

一つとなっており，次節でカメラのスペックの変化について検討を実施する．

撮像素子の時間・空間における高分解能化

一般的に時間と空間は同列で紹介されることが多いが [13]，情報処理の観点から見ても相関

性のある主題として取り扱われている．カメラスペックの指標として先ほどフレームレートを

紹介したが，こちらは時間分解能と呼ばれるものであり，それに対して画像中のピクセル数の

多さの指標として空間分解能が知られており，情報量の観点からどちらかを増やせばどちらか

が減るトレードオフの傾向にある．

しかしながら，産業分野では，既に高速カメラという名称で高い時間分解能と空間分解能を

実現するカメラが流通しており，高解像度で動的な撮像を行う用途で用いられている．図 1.12

の Mikrotron社 EoSens MC4083[14]や，Photron社 FASTCAM SA-X2[15]はその一例で

あり，前者は 25万画素で 500fpsの周期で撮像可能であり，後者は 10万画素で 13500fpsでの

撮像が可能となっている．そのため，高速カメラを利用することで対象やカメラ系に瞬間的な

変化が生じるダイナミックシーンであっても，瞬間的な露光時間で十分な S/N比を得られる

照明と併用することで，鮮明な画像として記録することが可能となった．

ここで，撮像しながら画像を PCに転送し，リアルタイムに画像処理が可能な前者に対し，

後者では特定のハード内に画像を一旦保存し，画像処理はオフラインのみで可能という点が異

なる．そのため，リアルタイムに対象を認識し，処理するといったようなダイナミックなシス

テムには前者のタイプの高速カメラが使用される．

図 1.12. Mikrotron EoSens MC4083([14]

より引用)

パン

チルト

図 1.13. アクティブビジョン技術に用いら

れるパン・チルトカメラ

こうしたことから，リアルタイムアプリケーションには高速カメラが活用されつつあるが，
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一方で撮像対象とカメラ系との動的関係によっては，通常の高速カメラ単体だけでは対象を十

分な画質で撮影できないケースも存在する．具体的に，対象が初期の画角から外れてしまう

ケースや，カメラ系と対象間に速度が生じる等の動的な状況が該当する．こうしたケースにお

いて，単純にカメラやレンズのスペックが上がれば解決できるものだけではないため，これま

でにも研究の観点から新しい技術が生み出されてきた．

1.7.2 アクティブビジョン技術

撮像対象が動的な状況において，静的な状況と変わらず撮影を実現することを目指す手法と

して，アクティブビジョン技術が挙げられる．

撮像対象が移動し続けるため，カメラの画角を外れてしまうことを防ぎ，対象を継続的に撮

影するためには，カメラの視線を被写体（対象物）に向け続ける必要がある．多くの場合この

作業は撮影者が手動で行うが，ボールの跳躍のような高速かつ不規則な運動に対して完璧に追

従することは難しい．そのため，図 1.13に見られるようなパン・チルトカメラ等を利用した

視線方向を機械で自動制御するシステム（いわゆるアクティブビジョン技術 [2]）が開発され

てきた．

それまでのカメラ単体での対象の撮像に対し，カメラの視線を機械制御するという発想自体

が新しく，画角の拡張や対象の動きをトラッキングすることに伴うモーションブラーの改善な

ど，多岐に渡る応用が期待されている．ここで，アクティブビジョン技術は対象の動きを補償

する技術ということができるが，一方で本論文では対象の動きのみならずセンシング機器自体

の動きも補償することを要件とするため，アクティブビジョン技術をそのまま利用することは

困難であると考えられる．

そこで，本論文では表 1.2のように，アクティブビジョン技術を拡張・応用し，センサー系

自身も動く状況に対応した光学系を開発することで，いかにして高速移動環境下で高分解能二

次元画像をセンシング可能とするかについて研究をしていく．また，関連してセンサー系自身

も動くことを考慮し，従来のアクティブビジョン技術に加えて自己位置推定技術及び奥行きセ

ンシングにおける問題点についても議論していく．

表 1.2. 従来のアクティブビジョン技術技術と本論文の対象範囲の比較

従来のアクティブビジョン技術 本論文の対象範囲

対象 特定の画角内に収まるもの 画角を超えた巨大な対象の表面

（例:人，車，ボール） 　（例：壁，床，天井，景色）

動的状況への対応 　

　- 対象が移動 ◯ ◯

　- カメラが移動 ― ◯

　- 両者が移動 ― ◯



16 第 1 章 序論

図 1.14. 本論文の目標

1.8 本論文の目的と構成

1.8.1 本章のまとめと本論文の目標・目的

本章では高速移動環境下におけるセンシングの意義，問題点，センシングシステムの例など

について述べた．また，動的なセンシング技術としてアクティブビジョン技術を応用すること

が，従来の高速移動環境下におけるセンシング性能を凌駕する新たなビジョンシステムの実現

に繋がると期待されることを確認した．

筆者は，このような背景の下，以前より特に二次元画像センシングにおける高速ビジョンの

光軸動的制御の高速化に着目し，高速移動環境下におけるセンシングシステムの考案 [16]及び

開発 [17]を進めてきた．

本システムは，光学的に視線方向を制御するという性質上，高速移動環境下におけるモー

ションブラーの補償を実現するだけではなく，自己位置制御技術，三次元センシングに向けた

光軸制御技術と合わせた総合的なセンシングシステムとしても期待される．従来高速移動環境

下ではモーションブラー，サンプリングレートの不足，自己位置の変化，振動といった要因に

より，センシング精度を犠牲にして高速移動環境を実現していたのに対し，本システムは図

1.14のように高い移動効率とセンシング精度を両立する枠組みを提案する．

高速移動環境下におけるセンシングシステムとしての先行研究は，いずれの問題点に対して

も，空間解像度を下げることでセンシング精度低下や照明光量を強くすることでの二次的なリ

スクを招いていたのに対し，本研究では表 1.3のように各章でそれぞれの問題について解決手

法を提案していく．各章の提案手法を総合して，1.6節の高速移動環境下におけるアクティブ

ビジョン技術の点検における実用化での要求仕様を達成することを目指す．なお，先行研究・

既存技術の詳細については各論にて述べるものとする．
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表 1.3. 高速移動環境下におけるセンシングの問題点と関連する章

高速移動環境下におけるセンシングの問題点 関連する章

モーションブラー 2,3

サンプリングレート 2,3

位置情報変化 2,5

振動　 4,6

1.8.2 本論文の構成

本論文の構成を図 1.15に示す．まず本章では本研究に至る背景を述べ，目的を明確化した．

第 2 章では，モーションブラー補償装置の原理について述べる．また実際にシステムを開発

し，原理の有効性を確認する．第 3 章では，モーションブラー補償装置を利用したセンシン

グのサンプリングレートを向上させるためガルバノミラーの制御アルゴリズムを開発し，モー

ションブラー補償装置の性能向上を図る．第 4 章では，第 2,3 章にて構築したモーションブ

ラー補償装置を用いてトンネルの点検アプリケーションを提案する．第 5章では，線形運動モ

デルに基づく GNSS誤差範囲減少手法を提案し，第 6章では，誘電エラストマーを用いた光

線位置制御に基づく三次元計測手法を提案する．最後に第 7章にて，本論文の結論を述べる．

図 1.15. 本論文の構成
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第 2章

モーションブラー補償装置

筆者はこれまで，アクティブビジョン技術を発展させ適用範囲を拡げることに関心があり，

高速移動環境下における撮像システムの開発に取り組んできた．その中で，主にモーションブ

ラー補償装置を考案 [16]，開発 [17] してきた．モーションブラー補償装置のコンセプトは図

2.1に示されるものであり，高速カメラとガルバノミラーから成る光学系において，ガルバノ

ミラーの回転動作によって高速移動を補償し，鮮明な画像を撮像することを目指す．

図 2.1. モーションブラー補償動作のコンセプト図

2.1 モーションブラーを補償することの重要性

移動や何らかの運搬作業において，インフラや運搬ルートの安定性や安全性を確保すること

は非常に重要であり，そのため高頻度で正確な点検の実施要求される．具体的に点検の対象と
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して，インフラや運搬ルートの壁面や構造物の表面や道路，さらに工場の生産ラインが考えら

れるが，点検を効率的に行うためには通常の移動速度で移動することが重要である．しかしな

がら，そのような移動は，画像にモーションブラーを生じさせ画質を劣化させる要因として知

られている．特に高速道路におけるトンネルは，構造上劣化のリスクを元来含んでいる一方，

点検のために頻繁に交通規制を行うことは困難である．そのため，動く車両からトンネルの表

面をモニタリングするシステムに対する需要が高まっている．特に，人間の目による目視点検

の代替として，構造物におけるさびやひび割れ等の異常を正確に検知するためにはトンネル表

面の高画質画像が必要である．しかしながら，速度（効率）と精度の間にはトレードオフの関

係があり，高解像度の画像は特にモーションブラーの影響を受けやすく，また高速な動きは低

速な動きと比べ，よりモーションブラーによる画像の画質劣化を招く．インフラにおける車両

点検システムでは，モーションブラーの影響を避けて高画質画像を得るために強力な照明が用

いられてきたが，そのような強力な照明は他のドライバーに対し不用意な事故を誘発する可能

性がある．それだけでなく，一般的に強力な照明は対象の表面に対し何らかのダメージを起こ

す可能性があり，それゆえ低出力の照明が本質的に望まれる．たとえば，製造業におけるベル

トコンベア上での点検では効率が重要視されるが，製品によっては強力な照明によりダメージ

を受けてしまう可能性がある．点検以外の目的でも，航空機による地上の詳細な画像撮影を行

う際に移動速度によって生じるモーションブラーが問題となるが，航空機から地上を照明で照

らすことは，距離が離れすぎているため現実的ではないため，同様にモーションブラーに対す

る改善手法が望まれてきた．このように，用途によって強力な照明を用いることが難しい状況

では，何らかの手法でモーションブラーを補償する必要があった．

2.2 モーションブラー補償手法の比較

2.2.1 モーションブラー補償手法の分類

これまでモーションブラーを補償する手法は多数提案されてきたが，それらは主に 2つのカ

テゴリーに分類される．1つ目のカテゴリーはモーションブラーが発生する前にモーションブ

ラーを補償する手法である [2, 19, 20, 21, 22, 23]．それらのセンサーやシステムは，対象と

の相対的な動きに合わせ対象に対し何らかの追従動作を実施することでモーションブラーの発

生を回避する．2つ目のカテゴリーは撮像後の画像に対して後処理を施すことでモーションブ

ラーを除去する手法に分類される [24, 25, 26, 27, 28]．こちらのカテゴリーでは計算科学の分

野を中心としてあらゆる研究がこれまでなされてきた．本論文の手法は前者の手法に属してい

る．これら 2 つのカテゴリーを比較する指標は様々にあるが，しかしながら一般的に前者の

手法の方がよりモーションブラーの補償に対し効果があるとされている．なぜなら，後処理に

よってモーションブラーを除去するより，初めからモーションブラーを含まない画像を撮像し

た方が，結果的に高い画質の画像を得られるためである．
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図 2.2. TDIセンサーの動作原理概要（[19]より引用）

2.2.2 事前動作によるモーションブラー補償手法

1つ目のカテゴリの中で，Time Delayed Integration(TDI)手法は露光時間を仮想的に延長

する手法として挙げられる [19]．しかしながら，延長できる露光時間はラインセンサのステー

ジ数（配列数）に制約されており，カメラと対象との相対的な速度が高速になった際には速度

に応じて各ステージにおける露光時間が低下する．そのため，速度が高速になる前と比較して

同等の画質の画像を得るためには，より多くのステージが必要となる．さらに，通常 TDIの

センサーコストはステージ数が増えるに応じて非常に高くなってしまい，TDI 方式を利用し

たシステムは実用面での費用対効果の面で問題を抱えている．上記に加え，TDI 方式は高精

度のエンコーダー情報を必要とするため，システムの簡易性の面でも課題を有する．

TDI以外には 1つ目のカテゴリ内の手法として光学的手ぶれ補正が挙げられる．光学的手

ぶれ補正は通常カメラ把持者の手ぶれによるモーションブラーを補償するのに活用されており

[20, 21]，実際に民生機のカメラ等も含め流通している技術であるが，内部に組み込まれたジャ

イロセンサや加速度センサによって補償用のアクチュエータを駆動させるため，精度に限界が

あるという問題点があった．また，カメラが一定の範囲内で振動する状況のみ想定された技術

であるため，対象が動く状況，もしくはカメラと対象に一定の速度が生じ続けるような状況で

は加速度が全く発生しないため，モーションブラーが補償されない問題点があった．追加のセ

ンサーを加えることで精度が改善されると想定されるが，結果としてコストの増加だけでなく

システムの簡易性が低下し，実用化の際に障害となってしまうと考えられる．

2.2.3 後処理によるモーションブラー補償手法

1 つ目のカテゴリーに対し，後処理による手法ではカメラ以外にセンサーを必要としな

い手法も見られる．具体的に Blind Deconvolution が知られており [24, 25]，通常の Blind

Deconvolution ではオフラインで画像における点拡がり関数を推定し，点拡がり関数を元に

Deconvolutionを行ってモーションブラーを後から除去する手法を取っている．実際に図 2.4

のように，ブラーの影響を受けた (b)の画像が Blind Deconvolutionによって (c)の画像に復

元されていることがわかる．ただ，本手法は点拡がり関数の推定に一定の計算時間を必要とす

るため，オフラインで実施することが前提となっており，リアルタイムアプリケーション向
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図 2.3. 光学的手ぶれ補正概要（[21]より引用）

図 2.4. Blind Deconvolution の適用例（[25] より引用）．(a) 原画像． (b) ぶれとノイズ追加

後の画像． (c) Blind Deconvolutionの適用結果．

けではない手法といえる．さらに，Blind Deconvolutionは NP困難な問題として知られてお

り，点拡がり関数に関する予備情報無しにはモーションブラー除去に関する精度と速度に限界

がある．

それに対し，事前に推定もしくは簡略化された点拡がり関数に関する情報を用いた Decon-

volution手法も存在する [26, 27, 28]．点拡がり関数を容易に求めることが可能なため，モー

ションブラー除去における速度や精度の改善が報告されている．具体的に，Levin らの手法

[26] では図 2.5(a) のように，回転盤の上にカメラを設置し，露光中に撮像を行う．撮影画角

中に一次元を任意速度で動く 5 つの対象が含まれるとき，通常のカメラで撮影した場合は図

2.5(b)のように異なる点拡がり関数で対象の動きが記録されると考えられるが，しかしながら
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図 2.5. Levin らの手法の装置及び適用例．(a) プロトタイプ装置．(b) 通常のカメラで異なる

5つの速度で動く光源を撮像したときの様子．(c) (a)のカメラで異なる 5つの速度で動

く光源を撮像したときの様子（[26]より引用）．

Levin らの手法では図 2.5(c) のように 1 回の露光中に異なる速度で動く複数の対象が同一の

点拡がり関数を有するものとして撮像できることを特徴とする．Levinらの手法は任意の一次

元の動きに対してモーションブラーを除去できることからロバストな手法であると考えられる

が，しかしながらカメラ自体を回転させるため，対象とカメラとの高速な相対速度には向いて

おらず，また Deconvolution自体はオフラインで行われるため，リアルタイムアプリケーショ

ンには不向きである．

また，Raskar らは 1 回のカメラセンサーの露光中に任意のオン・オフパターンで照明を

点灯させることで，点拡がり関数を容易に求める手法を提案している [27]．この手法では照

明系の点灯パターンを制御するハードウェアの追加のみ必要で可搬部を持たないことが特

徴であるが，しかしながら露光時間はパターン化された照明がオンの時間のみに制約されて

しまうため，得られる光量も制限される．さらに，Levin らの手法と同様，オフラインでの

Deconvolutionを前提としているため，こちらの手法もリアルタイム向けとはいえない．これ

に対し，Qian らはリアルタイムの Deconvolution 手法を提案している [28]．しかしながら，

周期は 1Hzとなっており，本研究が目指す高速な移動環境下において連続して撮像するシー

ンではリアルタイム性が不足してしまうことが懸念される．いずれの Deconvolution 手法で

も Blind Deconvolution に比べ，シンプルなソフトウェア処理で Blind Deconvolution 手法

と比べ精度や速度の向上が可能と考えられるが，一方で追加のハードウェアや露光時間の制約

を負ってしまう．そのため，よりシンプルな機構でリアルタイムアプリケーションを実現する

ためには，異なる手法を用いることが必要と考えられる．最後に，Blind Deconvolution手法

及び Deconvolution手法を含む 2つ目のカテゴリー全般に共通していることであるが，これ

らは後処理によるモーションブラー補償手法であるため，一旦画像から消えてしまった一定以

上の高周波情報を復元することができず，高画質な画像を出力として要求されるアプリケー

ションには不向きと考えられる．しかしながら，今回は比較のためブラーカーネルを事前に本

研究の提案手法によって把握している状態で Deconvolution を行い，実際に前記のように高

周波情報の復元が困難かについて 2.6節において検証を実施する．
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2.2.4 ガルバノミラーを利用したモーションブラー補償手法

アクティブビジョン技術のモーションブラー補償手法への応用の検討

高速性とシンプルな構成という 2つのシステム要求を満たすモーションブラー補償手法を検

討するに当たり，本章では 1章で紹介したアクティブビジョン技術 [2]のコンセプトを参考に

している．アクティブビジョン技術はここまで紹介してきた 1つ目のカテゴリに関連している

が，しかしながら従来のアクティブビジョンシステムではあくまで対象のトラッキングが目的

であり，モーションブラーを補償することを目的としてこなかった．

ガルバノミラーを利用したアクティブビジョン技術

アクティブビジョン技術は 1 章で紹介したように，撮影対象が撮像画像の中心に常に位置

するようカメラ系の視線を動的に制御することで，従来よりダイナミックな撮像環境を対象と

したカメラシステムの実現を可能としている．大池らはパン・チルトカメラを撮像対象の位置

に応じて制御することにより，鮮明な画像を撮像できることを示しているが [22]，Levinらの

手法と同様，カメラ自身を回転させるため対象の高速な動作に対応することが難しい．これに

対し，奥村らはガルバノミラーを利用してアクティブビジョンシステムを構築することで，従

来よりも高速に対象を追従するサッカードミラーシステムを確立している [23]．この手法で

は，図 2.6のようにカメラ前方に配置した小型駆動鏡面によって高速にカメラの視線変更を行

うサッカードミラー (Saccade Mirror)と呼ばれる光学系が提案されている．この技術では，2

軸のガルバノミラーを用いることによって，高速な視線変更ができるようになっている．も

し，制御系において，常に画面中心で対象物をとらえるように視線の制御ができれば，他に類

を見ないダイナミックな撮像が可能になると考えられる．しかしながら，従来のサッカードミ

ラーは，カメラ自体が被写体に対して高速移動する場合に対応するシステムとはなっていな

かった．また，対象物が画面中心から外れた際に，対象物が画面中心に再び位置するようにミ

ラー角度を補正する制御を行っている．すると，撮像画像中に，ミラー角度の調整に伴うモー

ションブラーが生じてしまう．これでは，常に高い分解能が求められる点検等の用途に対応す

ることは難しいと考えられる．また，例えば一次元の動き（道路上の車両，線路上の車両，ベ

ルトコンベヤ等）で対象が連続的に更新されるような状況には対応しておらず，カメラが高速

（例えば時速 100km）で移動しながら，固定された対象物を撮影する状況では，取得した画像

にモーションブラーが含まれることになる．画像により対象物の損傷状態を正確に点検するた

めには，車両の移動速度（つまりカメラの移動速度）を下げるか，露光時間を短くする必要が

あった．車両の移動速度を下げると，検査効率の悪化を招く．また，露光時間を短縮すると，

画質の劣化を招く．しかしながら，高速で移動するカメラで得られる画像のモーションブラー

を効果的に軽減する技術は提案されていない．そのため，新たなモーションブラー補償手法を

考案する必要があった．
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図 2.6. サッカードミラー ([23]より引用)

生物学的なモーションブラー補償機構のモーションブラー補償手法への応用

ところで，アクティブビジョンシステムは人間の眼球が対象をトラッキングする様子に例え

られることがある．それに対し，本論文で提案するモーションブラー補償機構は人間の眼球に

おける前庭眼反射やハトにおける歩行時に前後に首を動かす動きを参考にしている．生物は固

有の運動器官により，運動しつつ各々のタスクをこなす存在であるため，運動の度にモーショ

ンブラーが生じてしまうと，視覚情報の空間分解能が下がることでタスクパフォーマンスが下

がり，生物活動に影響を及ぼすものと考えられる．そのため，鳥類ハトは図 2.7のように移動

時には首の前後運動を連続的に行い，自分の動くスピード分のモーションブラーを首の動きに

よって補償していることが知られている [29]．また，我々人間も，図 2.8のように首の旋回時

に眼球が反対方向に動き，固定対象への視線制御が不随意に行われ，一時的にモーションブ

ラーが補償された鮮明な視覚情報の取得が可能となる機能を有している [30]．これらの生物学

的機構は効果的にモーションブラーを補償する仕組みであるため，本論文におけるモーション

ブラー補償機構の基礎コンセプトとして，カメラシステムの露光時間を延ばすことに対し寄与

し得ると考えられる．

ここで両者の動作を考察すると，ハトの動作は直線運動であるため，移動量と一対一に応じ

たストローク量の首の前後運動が必要となり，高速動作の速度には限界があると考えられる．

しかしながら，ハトの場合は歩行速度が低速であり，連続的に動作を繰り返すことが容易と

なっているため，移動中にモーションブラーが繰り返し補償され続けていると考えられる．こ

れに対し，人間の眼球運動による対象追従では，動作が回転運動であるため少ない制御量でも
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図 2.7. ハトの首の前後運動によるモーショ

ンブラー補償
図 2.8. 人間の首の動きに対する眼球運動に

よる対象注視の補償機構

高速な動きに対応することが可能であるが，眼球の構造的に筋疲労が生じてしまうため，長時

間の連続動作には向いていない．また，カメラと対象との間に生じる相対速度を完全に補償す

るためにはハトのような前後運動による動作が最適だと考えられるが，ハトのように移動量に

応じたストロークが必要となるため，前後動作を利用したシステムでは速度の面で制約を抱え

てしまう．これに対し，人間の眼球のように回転運動であれば速度が出やすいことから，ハト

の首の動作と人間の前庭眼反射を組み合わせ，本研究では連続した回転往復運動を利用した

モーションブラー補償装置の開発を行い，従来のアクティブビジョン技術の拡張を目指す．

なお，類似のモーションブラー補償手法に，ガルバノミラーの回転を利用した航空画像の鮮

鋭化を実現するモーガンらの特許文献 [18]が挙げられるが，本論文のように生物学的な考察は

なされておらず，航空機の移動速度と地上までの距離を利用してガルバノミラーの制御量を決

定する方式であるため，航空機の移動の補償にしか対応していない．また計器の精度に依存し

た精度であったため限定的な応用しか考えられなかった．これに対し，本論文の手法では取得

画像の像面情報に基づき回転制御量を取得する設計とすることで，相対的な移動に対応するだ

けでなく，移動速度と距離を取得する必要がない．こうした手法の差異により，筆者の手法は

基本特許として認められた [16]．この筆者のモーションブラーの補償手法について，以降で考

察を行っていく．

本論文におけるモーションブラー補償手法の一連の流れ

この論文ではガルバノミラーを利用した，光学的な視線制御に基づくリアルタイムモーショ

ンブラー補償手法及びシステムの提案を行う．本システムは必要とされる制御量に対し比較的

軽量なガルバノミラーを用いることで，次から次へと更新される対象を順次トラッキングしな

がら露光していくことを可能とする．さらに取得した画像の像面情報を利用した低コストの計

算アルゴリズムにより，ガルバノミラーの制御量を決定することで，対象との相対速度が変化

する状況でも動的に対応してモーションブラーを補償し続けるものとする．ガルバノミラーの

回転は連続した回転往復運動を採用し，回転往復運動はガルバノミラーに対し正弦波を入力波
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形として利用することで実現するものとする．また，露光するタイミングはガルバノミラーの

一定の角度と同期するものとし，入力波形が正弦波であっても波形中の直線的な動作をしてい

るときに露光することで，モーションブラーの補償量を最大化する．

2.3 モーションブラー補償装置の動作原理

2.3.1 ガルバノミラーの回転往復運動制御による連続的なモーションブラー

補償

v
r

ガルバノミラー
高速カメラ

t
2

t
3

t
4

t
1

-ω
r

ω
r ω

r

注：
図の単純化のため，レンズの
画角ではなく光軸中心のみ
図中に表現している．

l

ω
r

x
d

s
w

α

次の撮像まで
未露光 露光

拡大した様子

対象

図 2.9. ガルバノミラーの回転往復運動制御の概要

図 2.9はガルバノミラーの回転往復運動制御の概要を表している．モーションブラーを補償

するため，本論文ではカメラの前に取り付けたガルバノミラーの角速度 ωm に対し，カメラと

撮影対象との相対速度 vr の近似式によって求められた相対角速度 ωr を代入することで制御

を行う．カメラからの視点だと，短時間の間にカメラと対象との間に生じる vr は ωr によっ

て近似可能なため，以降は速度 vr ではなく角速度 ωr について議論をしていく．このときカ

メラと対象との距離 lが，カメラの視野 αによって決まる撮像画像の最大幅 sw に対し長けれ

ば長いほど近似しやすくなる．図 2.9 において，l は紙面節約のため短く表現されているが，

しかしながら，実際に本手法が活用される場面では lが十分に長い状況が想定される．そのた

め，撮像画像中の中心部と外周部ではレンズの収差等の影響で分解能が異なるが，こうした l

が長い条件では分解能が画像内で全体的に近い値となるため，本提案手法が有効である．特に

カメラを搭載した車両システムによる構造物の遠隔点検の際には，交通の安全の観点からも車

両と構造物の距離は十分確保されている状況が想定されるため，本手法が有効であると考えら
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れる．また，ガルバノミラーが対象をトラッキングし，カメラが露光している t1 から t3 まで

の間は一定の角速度 ωm でガルバノミラーが回転動作を行う．このとき，ωr と ωm が露光時

間 tex の間で等しければ，カメラから見た視線は常に同一位置に留まることとなり，それゆえ

撮像される画像にはモーションブラーが含まれない．仮に，ガルバノミラーがシステム要求に

対して十分な応答性を実現するほど軽量であれば，システムの視線方向の制御に関する自由度

が非常に高くなり，カメラと対象との間で生じる相対速度 vr が高速であったとしても，モー

ションブラーを補償し続けることが可能となる．すなわち，本手法を用いることでモーション

ブラーを含めずに露光時間を延ばすことが可能となる．

カメラが露光を終えたあとは，ガルバノミラーによる追従動作を継続する必要がなく，次の

対象へと視線を更新するため，これまでと反対方向へとガルバノミラーの回転方向を切り替え

る．具体的に，図 2.9における t4 の状況では露光をしておらず，相対速度に対し反対方向に

回転している状態に該当する．この回転往復運動のプロセスは，繰り返し ωm を更新するこ

とにより実現される．そのため，最新の ωr と ωm が一致するように制御することが必要とな

る．本章においては 2.4節で紹介するように，連続した画像間でブロックマッチングを行うこ

とにより，一定期間内の画像における移動量を取得し，最終的に ωm の計算を行う手法を紹介

する．

2.3.2 モーションブラー補償装置のシステム構成

モーションブラーの補償は基本的にガルバノミラーと高速カメラの協調制御によって実施さ

れるが，制御は他にも複数の機器によって実施するものとする．図 2.10のようにガルバノミ

ラーと高速カメラは PCとそれぞれ AD/DAボードとキャプチャボードを介して接続される．

PC から AD/DA ボードに対して回転動作制御信号が送られると同時に，キャプチャボード

に対し露光制御信号が送られる．キャプチャボードは高速カメラから撮像画像の取得も行い，

PCに画像が取り込まれた後に画像はメモリへと DMA転送が行われ，メモリを介して回転速

度の計算や画像の保存が行われる．各処理はリアルタイム性を維持するためマルチスレッド処

理によって実行されるものとする．詳しい動作については以降で説明していく．

2.4 相対角速度算出の高速・高精度化

2.4.1 本節における問題設定の整理

追加のセンサーを用いることなくリアルタイム高速モーションブラー補償装置を実現するた

め，本節ではまず問題設定の整理を行う．今回の手法では撮像デバイスとして高速カメラを用

いるため，1回あたりの露光時間は短く設定可能である．そのため，短い露光時間ではカメラ

系と対象との相対変化が変化することは起きにくいと考えられるため，本研究において露光時

間中の移動速度は不変であると仮定することができる．特に，高速な相対速度 vr が発生して

いる状況では，カメラ系もしくは対象に強い慣性力が働くため，短い露光時間のうちに vr が

変化することは考えられにくい．その他にも高速カメラを用いることには利点があり，フレー



28 第 2 章 モーションブラー補償装置

図 2.10. モーションブラー補償装置のシステム構成

ムレートが高いためガルバノミラーに設定する角速度の更新周期が素早く，そのため異なるフ

レーム間でカメラと対象との相対速度に変化があった場合にも，動的に素早く最新の制御パラ

メーターを素早く反映可能といった点が挙げられる．今回のシステムでは一次元上のモーショ

ンベクターが生じる高速移動環境下を想定しており（たとえば，道路上，レール上，ベルトコ

ンベヤ上等），特にそうした環境では対象の表面が平面と考えられるため，ターゲットとカメ

ラとの距離 lも不変であると想定できる．対象によっては表面に三次元のテクスチャを有する

場合もあると考えられるが，特に lが表面上の深度差と比較して十分に長い場合，表面は平面

とみなされるためモーションブラーの補償が単一のガルバノミラーの制御量によって実現可能

となる．

また，通常のアクティブビジョンシステムでは対象の動く方向が任意となっているため，ト

ラッキングにかかる計算コストが高くなっていたが，これに対し本論文で想定する環境におけ

る相対速度は一次元に生じるため，計算コストは著しく低下し，システムのリアルタイム性が

向上する一因となると考えられる．対象が特定の特徴量を持たない状況では，背景面の任意特

徴量を用いたトラッキングを実施する必要があることから，このようなトラッキングを背景ト

ラッキングと以降で呼ぶ．

2.4.2 ガルバノミラーの回転往復運動の制御手法

角速度 ωr の計算手法

ガルバノミラーの制御のため，ωr を xd から求める. 図 2.9の関係を式で表すと下記のよう

になる．
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sw
2l

= tan
α

2
, (2.1)

xd

2l
= tan

ωr

2
. (2.2)

追加のセンサー無しで，lが未知であっても本手法では問題ない．式 2.1 と式 2.2を ωr のた

めに解くと ωr が得られる．

ωr = 2 tan−1(
xd

sw
tan

α

2
). (2.3)

このように，対象が平面であれば ωr は連続した画像から l を求めることなく取得可能であ

る．この手法はシステムのシンプルさに対し寄与する．

最後に ωr は ωm へと代入される．

ωm =

{
ωr (t1 ≤ t ≤ t3)
−ωr (e.g. t = t4)

(2.4)

2.4.3 ベイヤー画像空間における高速ブロックマッチングを利用した背景ト

ラッキング

ここでは連続して撮影された 2枚の画像のうち，重なっている部分の位置の差を比較するこ

とで，xd を計算し，ωr の推定を行っていく．

高速ブロックマッチングのための背景トラッキング

xd を計算するために，背景トラッキングの概念を採用する．従来のアクティブビジョンシ

ステムにおいては，ターゲットの特定の特徴情報（例えば色や形）を用いてターゲットの位

置が計算されてきた [22, 23]．しかしながら通常のアクティブビジョンシステムと異なり，本

システムでは特定の対象を持たず，連続して取得される各画像の情報を利用する．具体的に，

ターゲットの任意部分を検索窓として，各画像間のずれを算出するブロックマッチング法を使

用する．ブロックマッチング法を利用することで対象の移動前後の位置と移動量がわかるが，

対象の現在位置は本システムにとって不要であり，必要なのは移動量及び移動量から計算され

る速度情報のみである．よって，特定の位置にかかわらず画像中の任意の位置でブロックマッ

チング法を実装可能となる．また，vr は一次元と想定しているので，ターゲットの任意の部

分に（運動方向に応じて）少なくとも一行または一列を検索窓として割り当てるだけでよい．

Heoらは，検索範囲のモデリングが計算コストの低減に有効であることを実証した [31]．元の

高さが 100画素で，運動方向が水平であれば，計算コストは理論上は百分の一になる．この概

念を図 2.11(a)に図示する．
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ベイヤー画像における高速ブロックマッチング

ここで，カラーカメラ用の xd を取得するために適応可能な高速ブロックマッチング法を紹

介する．カラーセンサーを採用している検査システムは多くないが，カラーセンサーはモノク

ロセンサーと比較してより多くの情報を取得できる．検査でより多くの情報を取得すれば，異

常箇所を検出できる可能性が高まる．そのため，従来と比べてより包括的なシステムを実現す

るためにはカラーセンサーが必要であると考えられる．しかしながら，一般的に情報量と計算

速度はトレードオフの関係にあり，対象をモノクロ情報に基づき形状を判別するだけで済むよ

うな用途に対して主にモノクロセンサーが使用されている．そこで，本論文では高速画像処理

法及びカラーセンサーに対応できる手法を提案する．

通常，ベイヤー画像はデモザイキング処理（図 2.12に図示）によって RGB画像に変換さ

れた後に画像処理が行われるが，デモザイキング処理は画像中の全画素に対して空間フィルタ

をかけなければならないため計算時間がかかってしまい，リアルタイムシステムを実装する上

でのボトルネックになる．したがって，リアルタイムシステムを実現するために，ここではベ

イヤー変換を必要としないブロックマッチング法の使用を提案する．未加工のベイヤー画像

の処理についてはいくつかの研究がおこなわれてきた [32, 33]．Romanenkoらは，ノイズ除

去のための，未加工のベイヤー画像とノイズモデルとの間のブロックマッチング法を実装し

た [32]．Yangらは，未加工のベイヤー画像から赤の画素のみを用いてフィルタリングを行っ

た [33]．一方，筆者は 2つの未加工ベイヤー画像間でのブロックマッチング法を実装した．具

体的に，計算速度をより上げるために，2画素ごとのブロックマッチング法を実装した．これ

は，ベイヤー変換の前でも，画素列は水平方向に RGrRGrRGr...または GbBGbBGbB...の

パターンを繰り返すことに基づいている（図 2.11(b)）．
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図 2.11. ベイヤー画像における高速ブロックマッチング手法． (a) 高速ブロックマッチングの

ための背景トラッキング．(b) 2枚のベイヤー画像におけるブロックマッチング手法．
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図 2.12. ベイヤー画像のデモザイキング処理（[11]より引用）

式 2.5に，この計算を示す．ここで，Ww はブロックマッチング用の窓の幅を表す．この計

算は，一方の端から他方の端へと水平方向に繰り返される．前画像 Imgp と現画像 Imgc との

RSSD が最小の場合に，窓の位置 xを xd に設定する（図 2.11(a)も参照すること）．

RSSD =
1∑

j=0

Ww−1∑
i=0

(Imgp(i, j)− Imgc(i+ 2, j))2 (2.5)

2.4.4 モーションブラー補償装置の時間軸上の制御

モーションブラー補償装置の制御フロー

図 2.13に，制御フローを示す．初期状態 P1では，ωm の初期値を設定することができる．

その後の処理においては，ωm の値は自動的に設定される．ωm に任意の値を設定した後，P2

において，システム自身が，ガルバノミラーの現在の角度が露光に適しているか否かを確認す

る．その後，P3において，所定の露光時間が経過するまで，カメラが画像を露光する．露光

後，ミラーは反対方向に回転し始め，元の角度まで回転する．同時に取得した画像を P4及び

P5において使用し，最新の ωm を計算して，再び P1において値を設定する．P1から P5ま

での一連の処理が繰り返されることによって制御が行われる．本フローの周波数 f は，P1以

前に設定され，ガルバノミラーの加速度及び計算速度により決定される．f の設定値について

は，2.5.2節で詳細に検討を行う．
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図 2.13. モーションブラー補償装置の制御フロー

カメラの露光時間とガルバノミラーの角度の同期手法

回転往復運動するガルバノミラーの周波数 f 及び振幅 Aは，そのガルバノミラーの重量に

よって制限される．よって，ミラーの大きさと加速度とは，トレードオフの関係にある．実

際，ωr と ωm とを一致させる，すなわちモーションブラー補償のために最適の条件は，一定

の角速度であり，正及び負の一定の角速度から成る三角波（式 5.1）やノコギリ波を連続的に

生成できることである．

θ = ωmt {(t1 ≤ t ≤ t3)} (2.6)

しかしながら，三角波は角速度の正負を切り替える際に瞬時に鋭い方向転換が求められるの

で，ガルバノミラーには非常に大きな加速度が必要となり，足りない加速度を補うために生じ

る制御遅延により振幅が小さくなってしまう．この問題を避けるため，本論文では正弦波を制

御に使用し，三角波と共通の Aを有する正弦波で三角波の近似を行う（式 3.9）．

θ = A sin(2πft) (2.7)

ここで，振幅 Aは次式により与えられる．

A =
ωm

4f
(2.8)

式 3.8において，1/f は正弦波の周期に対応し，ミラーの角度は，0◦からスタートした場合
は周期の四分の一で Aに達することを表している．

正弦波はすべての点において滑らかであるため，三角波の場合と比較して必要な加速度は小

さい [40]．これは，ガルバノミラーの制御の飽和及び性能の劣化を防止することに対し非常に

有効である．同時に，正弦波は転換点から離れた位置ではほぼ直線の部分を含む．そのため，
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本論文では正弦波を使用し，ガルバノミラーの高速回転動作を制御していく．図 2.14に，三

角波と正弦波の違いを示す．t1 及び t3 は，回転方向の転換点を表す（図 2.9も参照）．0◦ 周辺

におけるこの正弦波の傾きは，式 2.4により与えられる ωm の傾きの直線に一致し，この正弦

波によりモーションブラーを補償できる．

time t
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図 2.14. 露光とガルバノミラーの角度の関係

カメラはミラーの回転動作に同期し，−tex/2 から +tex/2 の間に画像を露光する．これら

の処理を，1/f ごとに繰り返していく．

2.5 高速性の評価：応答時間測定

2.5.1 実験装置

提案手法を実証するために，高速で移動するベルトコンベアの動きを補償する実験を行っ

た．図 2.15に，実験システムの概念図を示す．本システムの性能を評価するために，解像度

チャート及び細かいテクスチャを含む画像を用意し，ベルトコンベアの表面に貼り付けた．解

像度チャートの静止画像は，ベルトコンベアの回転方向である水平方向に対し，白と黒の明瞭

なコントラストを示していた．本実験では，ベルトコンベアの回転速度である各 vr において

この白と黒のペアのピーク間の値の確認や，細かいテクスチャを含む画像の鮮鋭度の確認に

よってモーションブラーの補償が行われているか検証を行った．また，白と黒の線のペアの画

像について，オフラインでウィーナーフィルタを用いた Deconvolution によるモーションブ

ラーの除去 [34]を行い，本提案手法との結果の比較を行った．

本実験では高速カメラとして CMOS高速カラーカメラ（Mikrotron Eosens MC4083[14]）

を使用した．このカメラは，900Hz に近い周波数でフル HD 画像を取得できる．ガルバノ

ミラーは，ケンブリッジ・テクノロジー製の M3 シリーズ [56] で，数百ヘルツの周波数で往

復運動可能で実効径 3cm のカメラセンシングに適したものである．また，解像度 16 ビット
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図 2.15. 実験システムの概念図

の AD/DAインターフェースボード（インタフェース社 LPC-361216）を用意した．PCは，

CPUとして Intel Xeon E5-1620プロセッサ，OSとしてWindows 7 Professionalを使用し

た．ソフトウェアは，OpenCV 2.4.6 を使用して C/C++ で記述した．また，システムには

他に照明（Mintage M Power Light PMX-120）とレンズ（Nikon AF-S NIKKOR 200mm

f/2G ED VR II）を使用した．図 2.16に，モーションブラー補償システムのプロトタイプの

写真を示す．

ガルバノミラー 

照明装置 高速カメラ-  望遠レンズ 

図 2.16. モーションブラー補償装置のプロトタイプ

実験を始めるにあたり，最初にパラメーターを表 2.1のように設定した．

また，ウィーナーフィルタによるモーションブラーの除去には，同一の PC を利用し，ブ

ロックマッチングによって得られた移動ピクセル数をモーションブラーのブラーカーネルとし

て設定し，Deconvolution処理を行った．その差異，ノイズの分散を 0.00001として設定した．
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表 2.1. モーションブラー補償装置の検証実験におけるパラメーター

項目 パラメーター

露光時間 tex 2.5ms

相対速度 vr 0～30km/h

画角 α 4.5°

画像幅 Sw 2336画素

距離 l 3.0m

2.5.2 予備実験

ガルバノミラーの応答特性

第 1の予備実験として，周波数 f についてのガルバノミラーの応答特性を確認するため，入

出力間の振幅値の関係を分析した．Dumaらの研究によれば，光学デバイスの応答特性を把握

して使用することは，適切な光学システムやソフトウェアの設計を助けることとなる [40]．

まずファンクションジェネレータを使用し，100Hzから 500Hzの周波数の正弦波を発生さ

せた．M3は数百 Hzのオーダーで入力信号を出力可能であるが，今回は応答特性の限界を知

るため 500Hzまでを対象とした実験を行った．さらに，振幅を 0mVから 500mVの範囲に設

定した．入力振幅 ±3Vは，回転角 ±30◦ に対応させた．vr が 30km/hの場合，ターゲットは

5msの間（100Hzの周波数に対応する周期の半分）に前方に 4.2cm動く．したがって，理論

上の最大入力振幅は，arctan(0.042/3)/30 ∗ 3000から ±1.40mVであると導出できる．しか

しながら，入力振幅の低い値にはノイズ成分が含まれるため，500mVまで応答を調べて応答

特性の傾向を判断した．

結果として，図 3.6(a)及び (b)に示す応答特性を得た．図において，入力振幅は Aに対応

し，入力周波数は f に対応する．図 3.6(a)においては，入力 500mVまでは，f が 100Hzか

ら 200Hzの間でプロットされた点が直線的であり，100Hzでプロットされた点が y = xに対

応することがわかった．さらに，図 3.6(b)は，100Hzでのゲインが 0dBであり，その他はゼ

ロ未満であったことを示している．したがって，本実験においては減衰が見られなかった周波

数である 100Hzを f として設定することとした．

高速ブロックマッチングの評価

第 2の予備実験として，高速ブロックマッチング法の性能を評価した．2.5.2節の結果より，

f を 100Hzに設定することとしたため，ブロックマッチングと角速度の計算にかかる全時間

が 10ms未満であれば，最新の ωr を ωm に設定することが可能となる．式 2.3及び式 2.4は，

比較的計算量の少ない処理であるが，式 2.5 は特に計算量が多い処理であると考えられるた

め，ブロックマッチング法が 10ms未満で実行できるかどうかについて検証を行った．

この予備実験のため，水平方向に移動した位置関係にあるベイヤー配列の静止画像 2枚（図
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図 2.17. ガルバノミラーの応答特性．(a) 入力信号 [mV]及び出力信号 [mV]（グラフの直線性

を確認するため，ノイズが現れた位置において平滑化を行った）．(b) 入力信号 [mV]

及びゲイン [dB]．

2.18(a)(b) 参照）を用意した．これらはベルトコンベアの画像の一部であり，特徴的な赤い

シールをその上に貼り付け，結果を簡単に確認できるようにした．画像の幅は 1500画素，画

像の高さは 848 画素として設定した．ブロックマッチング法を通常の手法と本論文における

手法でそれぞれ試したところ，どちらも図 2.18(a)及び (b)における画像間の距離は，346画

素となった．

(a) (b)

通常のブロックマッチング
手法の探索ウィンドウ

高速ブロックマッチング
手法の探索ウィンドウ

高速ブロックマッチング
手法の探索範囲

探索方向

通常のブロックマッチング
手法の探索範囲

図 2.18. 2つのブロックマッチング法（従来手法及び提案手法）により処理される水平方向に移

動されたベイヤー配列静止画像．(a) 前画像．(b) 現画像．

実験の結果，従来手法ではベイヤー変換に 8.9ms，検索範囲全体に対する単純ブロックマッ

チング法に 4351msかかったのに対し，本手法ではベイヤー変換が不要であったにも関わらず

領域を削減したブロックマッチング法であったために 4.3msの時間しかかからなかった．346

画素の画像間の距離が示す通り，これら 2つのブロックマッチング法の精度は同じだった．図

2.13では，他にもいくつか処理が示されているが，P4のみが 2次元画像処理であり，要求さ

れる計算コストが高いのに対し，他の処理は非常に簡単で計算量が少ないため，これらの処理
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については計算時間として無視できる．よって，筆者の手法が 100Hzリアルタイムシステム

の実装に適していることが実証され，ブロックマッチング法のアルゴリズムは単純な全域的な

処理と比べてほぼ 1000倍速くなることがわかった．

本実験で使用した赤のパターンは本実験でも引き続き使用していく．

2.6 本システムによる高速移動体に対する画像撮影

2.6.1 実験結果

図 2.19(a)–(d) に，本システムの基本的な結果を示す．図 2.19(c) 及び (d) の画像は図

2.19(a)の画像と比較して鮮明度が劣化していたが，図 2.19(c)及び (d)の画像は図 2.19(b)の

画像と比較して格段に鮮明度が向上していた．また，図 2.19(d)は図 2.19(c)と比べてノイズ

が少なく，より細かい白黒の線を読み取ることができた．

次に，図 2.19 の青い線は画像中の特定列における画像のプロファイルを表している．図

2.19 の各 (a)–(d) をプロファイルで見てみると，図 2.19(b) に示す特性は完全に平坦である

が，図 2.19(c) 及び (d) に示される特性は，白と黒の縞模様のコントラストが改善した結果，

一定の凹凸が認められる．これは画像の鮮鋭さが失われていないことを表している．しかしな

がら，プロファイルにおいても図 2.19(d)は図 2.19(c)と比べて周期的に白黒のパターンが現

れたのに対し，図 2.19(c)ではプロファイルの直線の滑らかさが失われておりランダム性が増

していることから，ノイズの影響を受けていると考えられる．今回の結果により，ブロック

マッチングによって正しいブラーカーネルの設定さえできていれば，モーションブラーの除去

がなされることを確認できたが，一方で式 1.2 で示したようにカメラにおける画像撮像では

撮像と共にノイズ成分が含まれてしまうため，Deconvolution処理によってノイズが増幅して

しまう傾向にある．そのため，本提案手法を用いた結果のように，より細かい空間分解能を

Deconvolutionで実現するためには，ノイズを含まない理想的な環境での撮像が必要と考えら

れるが，実際には撮像時の一定量のノイズは避けることができない．よって，本研究手法はノ

イズを含む撮像系であってもモーションブラーの影響を避けることが可能な手法と言い換える

こともでき，高速移動環境下においてモーションブラーの影響を避けるには，Deconvolution

よりも本提案手法の方が向いていると考えられる．また，ノイズ量は今回手動で結果が最良

となるよう調整したこともあり，動的な撮像環境では本結果より劣化した Deconvolution の

結果が得られるものと予想される．最後に，Deconvolution処理にかかる時間を計測したとこ

ろ，1枚の画像あたり画像の読み込みから Deconvolution処理終了まで 597msを要したため，

撮像周期の 10msを考慮するとリアルタイム処理するためには GPUの使用等今回とは異なる

手法が必要と考えられる．点検等の応用では画像撮像後速やかに異常があったかどうかの判別

を行う必要があることから，計算コストを極力減らすことが重要であり，その点からも本論文

における提案手法の方が望ましいと考えられる．

結果をより定量的に議論するために，図 2.20に，各 vr における当初の白と黒のペアのピー

クピーク値を示す．モーションブラー補償機能をオフにした場合は，白と黒を区別することは
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(a) (b)

(c) (d)

図 2.19. 時速 30km で装置が動いた際の基礎的な実験結果．隣の曲線は青い線の位置における

プロファイルを表す．(a) 静止画像．(b) Deconvolution及びモーションブラー補償無

し．(c) Deconvolution有り．(d) モーションブラー補償有り．

困難であったが，モーションブラー補償機能をオンにした場合は，ピーク間の値は vr=30km/h

でも維持された．また，すべての試行において，モーションブラー補償機能を用いることで，

ガルバノミラーと同期をしながら画像を取得することができた．
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図 2.20. それぞれのベルトコンベア速度 vr におけるピークピーク値の様子

最後に，筆者らのシステムの用途例を図 2.21に示す．図 2.21(a)–(c)は，ひび割れた道路の
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画像を示す．(b)の画像と比較して (c)の画像は改善されており，これは，特に高速運動中に

照明が限られる場合において，本システムが道路状態の検査に有効であることを示している．

このことから，本リアルタイムモーションブラー補償システムは，緊急に補修が必要な危険

な道路損傷について警告を発する助けとなる可能性が考えられる．図 2.21(d)–(f)は，コンベ

ヤーライン上の物体を検査する際に欠陥部が存在するか否かを確認することに対しても本シス

テムが有効であることを示している．図 2.21(g)–(i)は，ヘリコプターから撮影された画像に

対しても本システムが有効であることを示している．画像取得時に，モーションブラーが補償

され，空間解像度が向上するため，画像検索の精度を向上させることができると考えられる．

画像検索の精度向上は画像の空間上における位置情報に結びつけることも可能とすることで，

相対的な自己位置推定にも活かすことができる．これらのことから，筆者の手法を利用するこ

とで，モーションブラーがパフォーマンスを低下させると考えられる応用用途において，本手

法が有効であることを示す結果を得ることができた．

(a) (b) (c)

(d) (e) (f)

(g) (h) (i)

図 2.21. 筆者らのシステムの実用的応用用途例（表示位置を揃えるために画像をトリミングして

いる）．1行目（(a),(b),(c)）にはひび割れた道路，2行目（(d),(e),(f)）にはプリント

基板，3行目には（(g),(h),(i)）ヘリコプターからの写真を示す．1列目（(a),(d),(g)）

には静止画像，2列目（(b),(e),(h)）には vr=30km/hの間の画像（モーションブラー

補償無し），3列目（(c),(f),(i)）には vr=30km/hの間の画像（モーションブラー補償

有り）を示す．
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2.7 モーションブラー補償装置の応用用途拡張に向けた課題

2.7.1 モーションブラー補償手法の改善

図 2.19(c)に示す画像の鮮明度は，図 2.19(a)に示す画像の鮮明度と比較して劣化していた．

図 2.20ではまた，モーションブラー補償機能がオンの場合に，時速 30kmの速度でのピーク

ピーク値は，静止状態と比較して約半分であることを示している．考えられる理由として，ま

ず，カメラ露光タイミングとガルバノミラーの θ との同期が不完全であることが挙げられる．

本手法ではガルバノミラーを開ループ制御により制御したため，制御遅延により同期が不完全

になった可能性がある．図 2.14において，位相が遅延している場合，モーションブラー補償

の効果は減少する．これを避けるためには，閉ループ制御またはリアルタイム OSを使用する

必要がある．また，今回の手法では正弦波のみを使用したが，別の波形（例えば三角波，鋸波

等）の使用についても考えることができる．しかしながら，2.4.4節で説明した通り，波形に

鋭いエッジがあると，ガルバノミラーに非常に大きい加速度が必要とされる．そのため，まず

は加速度を上げる手法について考える必要が生じる．この点については，次節 2.7.2節でも議

論する．最後に，ωr と ωm との不整合を考えることができる．これもまた，閉ループを用い

てパラメータをチェックし，理論モデルを実用に適したモデルに修正することにより回避する

ことができると考えられる．

2.7.2 リアルタイム性を向上させるためのゲイン補償機能の追加

2.5.2節で述べた通り，筆者のシステムは，ガルバノミラーの応答性の不足により，100Hz

を超える f を必要とするリアルタイム用途には対応できなかった．f が上昇すると，ガルバノ

ミラーの出力ゲインは低下する．これは，ガルバノミラーM3のモータードライバの仕様であ

る PID制御の性能が，入力周波数により制限されるからだと考えられる．入力周波数が高け

れば，特に比例係数を変更しない限り PID制御は機能しない．一般的に，ゲイン低下の問題

は，PID制御用のパラメーターをチューニングすることで解決できる．しかしながら，f をあ

る一定の値としてパラメーターをチューニングした場合，他の値が使われる際に再チューニン

グをしないと，システム使用時のパフォーマンスが低下することが予想される．こうした事態

を避けるために，ミラーを小さく・軽くできれば，応答性が向上し，f を高く設定できるよう

になる．しかしながら，一方でミラーの受光面積が減少してしまうため，カメラが受光する照

明の量は減少する．照明の光量及び取得画像の明るさが同じで，且つ高速にシステムを運用で

きる用途では，そのようなミラーのサイズを変えることは難しく，ガルバノミラーの駆動方式

や制御方法を改善する必要がある．これは，より大きい電流量を用いて加速度を上げるか，他

の制御方法を採用するか，別種のガルバノミラーを使用することで実現できると考える．本課

題に対し，3章で新たにプリエンファシス技術を利用したリアルタイム制御手法について議論

していく．
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2.7.3 絶対位置座標の獲得

2.6.1節で述べた通り，モーションブラー補償手法により高速移動環境下における撮像画像

の空間分解能が向上することで，画像検索精度が向上し，ヴィジュアルオドメトリにより撮像

画像の空間上における位置との対応付け精度も向上するものと考えられる．この位置情報は一

定の空間内において相対座標として利用されることが見込まれるが，一方であくまで相対的な

座標であるため，地理上の位置と関連付けられていない．そのため，絶対座標空間で見たとき

の画像の位置が特定されることはなく，広域的な視点で取得した情報に対して管理・記録する

ことが難しくなるものと考えられる．そこで，相対座標だけでなく，5章において絶対座標の

取得位置精度改善手法について議論していく．

2.8 本章のまとめ

本章ではセンサーを追加せずにリアルタイムモーションブラー補償手法を用いて，高速カメ

ラで連続画像を撮影するシステムを開発した．具体的に，モーションブラー補償装置はガルバ

ノミラーの回転往復運動により実装されており，リアルタイム動作を実現するために，背景ト

ラッキングの概念を提案した．本章の手法により，筆者の高速ブロックマッチングにかかる時

間は 4.3msであることが実証された．また，100Hzがガルバノミラーの制御に適した周波数

であり，従来のアプローチと比較して，筆者のシステムではこの周波数においてモーションブ

ラーが改善されることを実証した．筆者のシステムは，様々な分野（例えば，ベルトコンベア

のラインでの欠陥部品の検索，道路状態の検査，高精度画像検索等）に応用できると考えら

れる．

本章の結果は，本論文において高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術の基礎とな

る内容を示した．また，本章の手法は高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術の問題

点として挙げた 4 点のうち，モーションブラーとサンプリングレート，及び位置情報変化に

対して有効であると考えられる．位置情報変化については本論では詳しく言及をしてこなかっ

たが，本手法は従来より高分解能の画像を移動しながら撮像することが可能であるため，画像

と画像間のマッチング精度を向上させられることができる．そのため，位置情報を画像情報に

よって照合する状況では，位置の特定がしやすいといった利点が挙げられ，相対座標を取得可

能と考えられるが，絶対座標については前記手法以外のアプローチが必要となる．
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時間分解能モーションブラー補償
装置

2章においてモーションブラー補償装置の基本機能は実現できたものの，ガルバノミラーの

応答性が不足していたために撮像周期が 100Hzに留まった結果となった．そのため，筆者は

これまでモーションブラー補償技術を発展させ適用範囲を拡げることに関心があり，プリエン

ファシス技術を利用した高時間分解能モーションブラー補償装置を開発 [36] してきた．本装

置で用いているガルバノミラーには PID制御が用いられており，PID制御は生成軌道が急峻

になると追従精度が低下することが知られており，動作特性限界による装置の駆動周期限界が

存在した．そこで，通信工学で知られるプリエンファシス技術を用い，正弦波の軌道をゲイン

0dBで追従できるプリエンファシス係数を予め求め，入力信号を補正することで，高精度の軌

道追従精度を広範囲の周波数帯域で実現する手法を本章で提案する．

3.1 従来のガルバノミラーの追従精度向上手法

近年，様々な光学用途のアクチュエータが開発されており，同時に様々な光学アプリケー

ション向けに制御手法についての研究も進んでいる [37, 38]．図 3.1で示すように，そのよう

なアクチュエータの中でも特にガルバノミラーは精度，応答性，携帯性，コスト，信頼性の面

から見てバランスが取れたデバイスである [39, 40, 41]．それゆえ，ターゲットトラッキングや

描画，スキャニング制御といった光学的なアプリケーションでは，応答性や精度に優れている

ことから図ようにガルバノミラーを用いてシステム化が実現されている [17, 46, 47, 48, 49]．

こうした背景の中，筆者もモーションブラー補償装置においてガルバノミラーを使用してお

り [17]，他のアプリケーション同様にガルバノミラーの優れた応答性や精度を活かしたシステ

ム設計を行った．しかしながら，先にも触れたように，ガルバノミラーの応答性が向上すれば

さらにシステムの実用範囲が広がると考えられることから，応答性の向上は本システムにおけ

る課題となっている．筆者のシステムにおけるガルバノミラーのサーボドライバは PID制御
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図 3.1. 光軸制御デバイスの特徴比較（[40]より引用）

図 3.2. ガルバノミラーを使用したアプリケーション例．(a) [47]より引用．(b) [46]より引用．

によって駆動するコントローラーとなっており，位置制御による正弦波でのスキャンによって

制御されている．

筆者はカメラと対象との間に生じる高速な相対速度によって生じるモーションブラーを連

続的に補償し，100Hzでリアルタイムにモーションブラーを補償することを 2章で達成した．

しかしながら，この周期は対象を連続して撮像する際の各画像間のオーバーラップ領域もし

くは隙間に関連しており，撮像の周波数が高ければ高いほどより高速性が要求されるアプリ

ケーションに向くと考えられる．最近では HD画質を超える画像を 500Hzといった高フレー

ムレートで撮像可能で，且つ撮像後にそのまま画像処理を実施可能な高速カメラ [14] は流通

しており，本論文でも使用しているのに対し，2章で見られたように，ガルバノミラーの応答

性がシステムのさらなる高速化をする際のボトルネックとなってしまっていた．仮に 2 章の

モーションブラー補償装置でガルバノミラーを 500Hzといった高周波帯域で駆動させる場合，

モーションブラーが未補償の劣化した画質の画像が得られると考えられる．これは PIDコン
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トローラに対し制御信号が入力されてから制御するまでの時間が短すぎるためと考えられ，そ

の結果として時間内に軌道を追従を実施することが困難となっていた．

一般的に PID制御は，これらのアプリケーションにおいて外部コントローラーの制御法と

して使われており，ある程度の追従精度を実現する手法として広く使われている [50]．しか

しながら P ,I,D の 3つのパラメーターを状況に合わせて正しく設定する必要があり，筆者の

システムに生じるゲイン低下を解消する典型的な解決手法は PID制御の制御パラメーターを

チューニングする手法が考えられる．しかしながら制御コントローラは，コントローラによっ

て生成される波形を確認しながら手動で設定するタイプが従来より用いられてきたため，筆者

の想定するリアルタイムシステムには不向きな解決手法といえる．これに対し，近年パラメー

タを自動決定するオートチューニング機能を有するサーボドライバも普及しつつあり，PID制

御における制御パラメータを使用前に自動的に求め，設定することが可能となっている [51]．

筆者のシステムでは高周波もしくは高速な駆動でガルバノミラーのゲインが低下が見られてい

たので，単純に比例係数 P の値を増加させることで高速動作に対する追従精度が向上し，さ

らに応答性が改善するが，単純に P の値を変えただけではその分，チューニング前に良好で

あった低速度帯域において収束時間やノイズが増すことが考えられ，必ずしも追従精度の向上

とはならない．これに対し，セルフチューニングコントローラーは適切なパラメータを最新の

システム特性に合わせチューニングする機能として知られているが [52]，パラメータを求める

計算時間によるシステム反映の遅延が生じることから，こちらもリアルタイムシステムに適切

な手法ではないと考えられる．

一般的な PIDコントローラから派生した PIDコントローラの外部にさらにコントローラー

を追加する手法 [43, 44] や予測制御方式のコントローラーを追加する手法 [42] が提案されて

おり，実際に三角波，正弦波，のこぎり波を対象としてガルバノミラーの追従性能が向上する

ことが確認されている．しかしながら，筆者のケースでは，正弦波の高周波帯域での駆動時に

ゲインが著しく低下しており，意図したガルバノミラーの角速度より大幅に低下した角速度で

回転制御が行われると考えられる．実際Mnerieらは図 3.3(a)のように出力波形の各周期毎の

エッジや位相部分に着目し，手法の効果を検証しているが，波形全体の減衰についての検証は

なされていない．また，筆者は正弦波についてのみ軌道追従精度を改善する手法を必要として

いるので，それゆえ図 3.3(b)に挙げられるようなMnerieらの手法のようにコントローラ等の

ハードウェアに手を加えることなく，ソフトウェアに限定した手法で精度改善を図ることで，

手法としての応用範囲を広げることも目的として挙げる．

そこで，本章において筆者は，通信の速度や質向上のために通信工学の分野で用いられるプ

リエンファシス技術 [53, 54, 55]を用いて上記の問題解決を図っていく．プリエンファシス技

術は，必要とする出力信号を出力する入力信号をあらかじめ求めていくことを動作の基礎とし

ており，通信工学において利用された結果，図 3.4の破線で示されるように増幅された信号が

理想の波形に近づいた形状で出力されていることが分かる．筆者はこの技術を PID制御が理

想の入力信号通りに機能しない領域に対して適用することで，入力信号と出力信号の信号比を

減衰なく 0dBとし，軌道追従精度向上へと活用することを目指す．これにより，PIDコント

ローラーのパラメータのチューニング無しで高速・高周波帯域でも減衰のない信号入出力を実
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図 3.3. 予測制御方式による軌道追従精度向上手法（[42] より引用）．(a) 500Hz の正弦波に対

し適用した例．(b) 予測制御を加えて出力値を最適化する制御構成．

現できることとなる．筆者のケースでは制御信号は正弦波に限定しており，正弦波は単一の周

波数のみの信号で駆動される波形であるため，あらかじめ入力信号と出力信号の関係性を求め

ておくと，プリエンファシス技術を適用可能であると考えられる．これにより，アクティブな

コントローラーやハードウェアを追加する必要がなくなる．すなわち，筆者の手法では，ガル

バノミラーの特性を明示的に求める必要がないだけでなく，Mnerieらの手法と異なりコント

ローラ自身もブラックボックスとして伝達関数設計等のモデリングをする必要がない．この手

法のシンプルさはガルバノミラーを利用した様々なアプリケーションの適用範囲を拡張するも

のと考えられる．

図 3.4. プリエンファシス技術を通信における減衰改善のために利用した結果（[53]より引用）
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3.2 プリエンファシス技術によるガルバノミラーの正弦波追従

精度向上手法

3.2.1 本章におけるガルバノミラー及びガルバノミラーの応答特性

これまでに述べてきたように，ガルバノミラーの制御波形には正弦波を用いる．正弦波は位

相 0◦ 付近ではほぼ直線とみなせる区間を持っているため，ガルバノミラーを一定区間等角速

度で駆動させることが可能である．なお，本検討には前章までと同様に，図 3.5に示されるケ

ンブリッジテクノロジー社のガルバノスキャナM3Sシステムを用いる．本製品ではサーボド

ライバ内部で，手動制御パラメーターに応じた PID制御を行っている．サーボドライバに対

し，ユーザーは任意のアナログ電圧を入力することで，電圧値に対応した角度位置にミラー

が駆動する仕組みとなっており，同時にガルバノミラーの現在の角度情報がサーボドライバ

から電圧値として出力される．また，入力電圧値 ±3Vがミラー角度 ±30◦ に対応するよう設

定を行った．図 3.6は前章に続き再記載となるが，本ガルバノミラーに対し，100 - 500Hzの

周波数及び 10 - 500mV 振幅の正弦波を入力し，出力電圧の振幅平均値で割ったところ，図

3.6(a)(b) の入出力特性並びにゲイン特性が得られた．本図で見られるように，200 - 400Hz

では周波数と電圧の増加と共にゲインの低下が認められ，入力信号に対して制御が追い付いて

いないことが考えられる．一方，100Hzではほぼゲインが 0dBで維持されていることがわか

り，100Hz付近まではサーボドライバの PID制御によって十分な軌道追従精度が確保されて

いると考えられる．

図 3.5. ケンブリッジテクノロジー社のガルバノスキャナM3S システム（[56] より引用，紙面

の節約のため横に倒して表示）

3.2.2 ガルバノミラーM3Sにおける減衰特性の数式による表現

図 3.6(a)で見られるように，伝送路特性として，どの周波数でも入力値の増加に伴い出力値

が連続的に上昇している．そのため，周波数毎に入力する信号の振幅 (Ain)と出力される信号

の振幅 (Aout)は全単射の関係にあり，各要素は下記の式で表される．

Ain1 > Ain2 ⇔ Aout1 > Aout2 (3.1)
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図 3.6. ガルバノミラーM3Sの応答特性．(a) 入出力特性．(b) ゲイン特性（2章の図 2.17 を

本章用に結果を比較しやすいよう再記載，応答特性を数式化しやすいようノイズは平滑

化されている）．

図 3.6(a)より，出力信号値は特に 200mV程度までは全体的に線形変化をしているように見

られ，そのため下記の単純な数式にて表現可能だと考えられる．

Aout = gf (Ain), (3.2)

ここで，g は関数を表しており，また f は周波数を表している．

3.2.3 制御におけるプリエンファシス技術の利用

先ほど紹介したように，通信工学では，伝送路における周波数特性の改善のためプリエン

ファシス技術が用いられ，伝送路通過時の高周波数におけるゲイン特性を予め求め，その特性

に応じて本来の入力値を増幅することで，出力を一定に保つことが可能となる [53, 54, 55]．

本研究の制御対象であるガルバノミラー及びサーボドライバは，入力電圧に対して出力電圧が

得られる一種の伝送路とみなすことができる．そこで，通信工学同様，制御において PID制

御で減衰してしまう周波数帯域に対し，予めプリエンファシス係数を求め，入力電圧値に係数

をかけることでゲインを一定とし，軌道追従精度が高い速度帯域を拡張することを目指す．

制御におけるプリエンファシス技術利用の流れ

図 3.7に制御におけるプリエンファシス技術利用の流れを示す．処理はオフライン処理とオ

ンライン処理にわかれ，オフライン処理はガルバノミラーの初回利用時にのみ必要となる．ま

ずオフライン処理によって各入力振幅及び周波数の際の出力振幅の特性をデータセットとして

入力し，データを線形補間処理することにより各周波数毎の線形補間係数を取得する．次に線

形補間係数を四次重回帰分析することにより，任意周波数の入力によって信号の増幅処理を可

能とするプリエンファシス係数を得る．オンライン処理では，ガルバノミラーを正弦波で動作
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させる際に周波数 f をプリエンファシス係数を利用した信号増幅処理にかけ，周波数 f に関

する線形補間係数を得る．その補間係数を増幅係数として利用し，入力信号 Ain に適用するこ

とで，最終的に増幅された入力信号 Aout が得られる．詳しくは以降の節で説明していく．

図 3.7. プリエンファシス技術利用の流れ

離散的な位置におけるプリエンファシス技術の活用

まず，図 3.6(a)の座標軸を入れ替えて図 3.8及び式 3.3のように逆関数とすると，理想的な

出力値を入力信号としたときの実際の出力値が得られる．数式的表現を用いることをしなくて

も，この段階で更新された Ain (A′
in と表記)を図 3.8に従って求めることが可能である．例

えば，300Hzの周期で 100mVの出力振幅を得たいときは，165mV程度を入力振幅値とすれ

ばよいことが図 3.8内の破線部より読み取れる．

A′
in = g−1

f (Aout) (3.3)

任意振幅・周波数におけるプリエンファシス係数

しかしながら，図 3.8では，離散的な Aや f における A′
in に対してのみプリエンファシス

技術を活用可能となっている．そこで，本手法では入出力関係に線形関係が認められることを

利用し，まず振幅の変化に対し各周波数毎に g−1 を求めて線形補間を行う．図 3.6(a)で見ら

れるように，入出力関係は少なくとも一定の振幅値までは線形変化しているので，下記の式に

よって 1次式で表される．
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図 3.8. 逆関数適用結果

A′
in = k(0,f)Ain + k(1,f). (3.4)

表 3.1は実際に線形補間によって求められた式 3.4における各係数を表している．ただし，

図 3.8において非線形として見られた 500Hzの 200mV以上等については，PID制御が飽和

してしまっていると考えられるため，今回の線形補間の対象から除外し，計算処理を行った．

表 3.1. 周波数毎の線形補間係数一覧

線形補間係数

f [Hz] k(0,f) k(1,f)

100 1.0271 -3.7321

200 1.2053 -3.7107

300 1.7570 -4.2157

400 2.7891 -9.1564

500 4.3559 -14.931

なお，今回は線形に減衰する動特性のガルバノミラーに対し，線形補間によってプリエン

ファシス係数を求める手法を提案したが，式 3.1が満たされる限りにおいて，二次曲線といっ

た単調増加する曲線も同様に式 3.5 といった異なる補間式によって数式化することも可能で

ある．

A′
in = k(0,f)A

2
in + k(1,f)Ain + k(2,f) (3.5)

表 3.1より，各周波数毎に任意の入力電圧におけるプリエンファシス係数及び，理想的な出
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力値を得るための入力電圧値を予測することが可能となった．

次に，任意の周波数においてもプリエンファシス技術を適用可能とするため，式 3.6の周波

数毎の補間係数変化を 4次式で近似した．これにより，任意の周波数においてもプリエンファ

シス技術を適用可能となる．このとき，表 3.2は 4次式に対するプリエンファシス係数を表し

ている．

k(i,f) = aif
4 + bif

3 + cif
2 + dif

1 + ei (i = 0, 1) (3.6)

表 3.2. 4次の多項式係数一覧

4次の多項式係数

i a b c d e

0 -2.158E-11 3.927E-08 5.508E-07 -8.162E-04 1.067E+00

1 6.296E-10 -7.812E-07 2.350E-04 -2.504E-02 -2.859E+00

3.3 プリエンファシス技術による高速性向上の評価：周波数応

答測定

3.3.1 プリエンファシス技術によるゲイン向上

100Hzから 500Hzまで 10Hz間隔の周波数，また 10mVから 400mVまで 10mV間隔の振

幅を式 3.4に代入していった．この際，図 3.6(a)に基づき，グラフ化できた範囲で線形変化を

している値を振幅増幅の限界とし，200Hzまでは 400mV，300Hzまでは 200mV，400Hzま

では 100mV,500Hzまでは 50mVをそれぞれ入力電圧の上限とした．また，500Hzを入力信

号の最大周波数とした．結果，図 3.9(a)に見られるように，ほぼ全てのサンプリング点におい

て y = xに従う分布が得られ，図 3.9(b)でも同様にほぼ全てのサンプリングにおいて入出力

信号における減衰は 0dBであると確認することができた．しかしながら，いくらかのサンプ

リング点において予想された位置から外れる結果となってしまった．これは，得られた振幅の

値が AD/DAボードにおけるノイズの影響を受けてしまったものと考えられる．しかしなが

ら，いずれのサンプリング点においても 0dB以下にはならなかったため，プリエンファシス

技術によって入力信号が増幅され，減衰がなくなったことが確認できた．

さらに，結果を定量的に評価するため，プリエンファシス技術が有りのときと無しのときの

ゲインの値を図 3.10に示す．結果として，入出力信号が 100Hzのときを除き，ゲインの絶対

値は大幅に減少することが確認できた．特に周波数が 400Hzと 500Hzのときには，ゲインが

3dB程度も向上することがわかった．ここで，図 3.10に見られるプリエンファシス技術無し

のときの結果は，ゲイン計測前にノイズを平滑化により取り除いたあとで振幅値を計算したこ

とから，100Hzにおいて前処理の平滑化によってデータが理想化されすぎてしまったため，プ

リエンファシス無しの方が結果が良くなったものと考えられる．実際にはノイズの影響がデー
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タに含まれるので，100Hzにおいてもプリエンファシス技術利用時と同等もしくは劣るゲイン

値になると考えられる．

0.514
0.650

2.68

3.95

3.61

0.811

0.0651

0.364
0.725 0.642

0

0.5

1

1.5

2

2.5

3

3.5

4

4.5

(100, 400) (200, 400) (300, 200) (400, 100) (500, 50)

ゲ
イ
ン
の
絶
対
値

 [
d
B
]

周波数 f [Hz]と最大振幅 A [mV]の組み合わせ

プリエンファシス有り
プリエンファシス無し

図 3.10. プリエンファシス技術有り・無しそれぞれの際のゲイン値（絶対値）の比較グラフ

ここまで得られた結果から，筆者の手法を用いることで本章におけるセットアップ環境で

は，正弦波を減衰なく追従可能な周波数を 100Hzから 500Hzまで拡張することができた．ま

た，ガルバノミラーのサイズを小さくすることなく，応答性を改善することが可能だと証明で

きた．
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3.4 プリエンファシス技術を利用したモーションブラー補償シ

ステムの性能評価

本提案技術は，周波数の高低に関わらず，正弦波での走査を PID制御で行う制御系に対し，

PID制御の制御パラメーターのチューニングをせず，高周波帯域に対応範囲を拡張することに

対し有効である．そこで，筆者が開発中のモーションブラー補償装置 [17]に対しプリエンファ

シス技術を適用し，本技術適用前後の性能評価を行う．

3.4.1 モーションブラーキャンセルシステムの要件定義

高周波でガルバノミラーを駆動させる際のモーションブラー量を検証するため，本章

ではモーションブラー補償装置の使用手順の簡略化を行った．実験に使用するベルトコ

ンベアの速度 vt は変化させず固定とし，予めモーションブラーを補償するために必要と

される角速度 ωr を計算しておき，ガルバノミラーの制御量として一定の値とした．図

3.11 において l=3100mm，vt=30km/h とした. これらのパラメータを式 3.7 に代入し，

ωr = 0.0014[rad/ms]が結果として得られた．

ωr = 2arctan(
vt
l
) (3.7)

ガルバノミラー

l

±ω
r

高速カメラ

v
t

撮
像
対
象

図 3.11. モーションブラー補償装置の模式図

さらに，露光時間 tex を 1 ms,周波数 f を 333 Hzとした．これは，正弦波における各周期

の 33% が有効な線形区間とする Montagu らの研究結果による [57]．最後に，これらのパラ

メータを式 3.4，式 3.8及び式 3.9へと代入した結果，ガルバノミラーのサーボドライバの制

御信号値となる θを得ることができた．

Ain =
ωm

4f
(3.8)

θ = A′
in sin(2πft) (3.9)
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3.4.2 実験のセットアップ

ガルバノミラーと AD/DAボード以外の使用機材は，3章と同様とした．高速カメラのキャ

プチャー画像サイズは 848 * 960 px (幅 * 高さ)とし，センサー内の各ピクセルサイズは 7 *

7 µmである．

3.4.3 プリエンファシス技術を利用したモーションブラー補償実験の結果

図 3.12(a)–(d) はそれぞれ移動するベルトコンベア上の縞模様を撮像した結果を表してい

る．図 3.12(d) では図 3.12(a) と比べると鮮鋭度が低下しているものの，図 3.12(b) 及び (c)

と比べ，著しく鮮鋭度が向上している．図 3.12(a)–(d)において，結果の定量的な評価を可能

とするため，右側に画像の中心部 1列（青い線で図示）のプロファイルを記載した．図 3.12(b)

及び (c)は全体的にほぼフラットなプロファイルとなっているのに対し，図 3.12(d)ではプロ

ファイルの上から下まで凹凸が続いて見られる．これはモーションブラーの補償及びプリエン

ファシス技術により白黒の色のコントラストが改善したためと考えられる．また，図 3.12(c)

は図 3.12(b)と比べ若干凹凸を含んでいるが，本来ならばモーションブラー補償装置によって

補償されるはずのモーションブラーが，高周波で駆動させたガルバノミラーの出力信号減衰に

よってモーションブラーの補償が機能しなかったことが原因と考えられる．この結果により，

2 章までの装置の駆動周期である 100Hz と比べ，今回の結果は周波数ベースでリアルタイム

性向上を達成することができたといえる．また，本章で筆者はプリエンファシス技術がリアル

タイムのモーションブラー補償装置に対し有効であると示すことができた．

(a) (b) (c) (d)

図 3.12. 垂直方向に vt=30km/h で対象が動いている際のモーションブラーの様子及び青い線

の場所におけるプロファイル (それぞれの画像は 240 * 225ピクセルにトリミングされ

ている)． (a) 静止状態の画像．(b) vt=30km/h の際の画像 (モーションブラーの補

償機能無し)．(c) vt=30km/hの際の画像 (モーションブラーの補償機能有り，プリエ

ンファシス機能無し)．(d) vt=30km/h の際の画像 (モーションブラーの補償機能有

り，プリエンファシス機能有り)．
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3.5 考察と今後の展望

ここまで，PID 制御が高い軌道追従精度を実現する正弦波の周波数範囲を拡張できること

を示してきた. 本技術はアクチュエータ及び PID 制御制御の制御パラメータを変えることな

く, 簡易的に性能向上を得られるため, あらゆる正弦波を利用した制御システム更新時のコス

ト削減に寄与し得る．今回の実験ではガルバノミラーはケンブリッジテクノロジー社の M3S

のみ用いたが，本手法はガルバノミラーやコントローラーをブラックボックスとみなしている

ため，初期化時かハードウェアの減衰特性に変化が生じた際にプリエンファシス係数を求めさ

えすれば，他のアクチュエータやコントローラーを用いたシステムに対しても有効な手法とし

て考えられる．

また，図 3.10においてゲインの値が 0dBより大きくなるサンプリング点がいくつか見られ

たが，3.3.1節で述べたように AD/DAボードにノイズが乗っていた可能性だけでなく，取得

信号値全体からピークピーク値を求め，単純に 2で割ったことにより振幅を求めたことに起因

する可能性もあるため，振幅の計測手法をより慎重に行った際には結果が改善される可能性が

あると考えられる．さらに，3.2.3節で述べたように，もし入出力信号の関係が式 3.1の単調

増加を続ける条件が満たされれば，プリエンファシス技術は線形の応答特性を持たない他のデ

バイスに対しても応用可能である．

3.6 本章のまとめ

一般的にガルバノミラーを利用した光学システムの高速な視線制御はガルバノミラーの応答

性の不足により，システム全体の速度に限界があった．同様に，筆者がこれまで提案してきた

モーションブラー補償装置においても 100Hz周期でのシステム実行が限界であり，さらにリ

アルタイム性が要求されるアプリケーションに対して応答性を改善する必要があった．そのた

め，本章ではプリエンファシス技術を利用して PID制御における軌道追従精度が高精度であ

る周波数領域を拡張し，高精度な正弦波の追従を提案及び実現した．具体的に，まず入出力信

号比が 0dBとなるようにプリエンファシス係数をあらかじめ求め，システム利用時の入力信

号にそれらのプリエンファシス係数を乗算する手法とした．実験により，周波数は 100Hzか

ら 500Hzまで範囲を拡張してガルバノミラーを使用可能となり，特に 400Hzと 500Hzにお

いては約 3dBほど減衰が改善した．また，プリエンファシス技術をモーションブラー補償装

置に適用した結果，高周波でのガルバノミラー駆動でモーションブラーが著しく改善されるこ

とが分かった．2章までの 100Hzに対し，333Hzで実現できたため，少なくとも 3.3倍の応答

性改善が果たされたといえる．

本章の結果は，本論文において高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術の問題点と

して挙げた４点のうち，モーションブラーとサンプリングレートに対して有効であると考えら

れる．特に 2 章に比べ高いサンプリングレートでシステムを駆動させることが可能となった

ため，対象全域を連続的に撮像する状況等で漏れのないセンシングが可能となったと考えられ
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る．また，加えて位置情報の変化に対しても画像のもれがない分，画像のマッチング精度の向

上に対し寄与する結果が得られたといえる．これまでの 2章と 3章の結果を受けて，4章では

実用化の検討及び実証実験を行っていく．
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第 4章

インフラ維持・管理におけるモー
ションブラー補償装置の応用

本章では，これまで研究開発を進めてきたモーションブラー補償装置の応用例として，イ

ンフラ維持・管理における目視点検の代替手法の提案を行う．提案手法に関連して，筆者は

これまでインフラ維持・管理におけるモーションブラー補償装置の応用技術を開発してきた

[58, 59, 60]．トンネル等の構造物を走行しながら目視点検する技術は，構造物の異常を早期に

発見できる可能性だけでなく，インフラ機能自体を停止する必要がないため，近年非常に注目

が集まっている．しかしながら，高速で車両走行しながら画像取得を実施することは，従来の

静的な画像撮影と比較しモーションブラーによる画質の劣化が避けられない．特に，点検目的

では高い精度の画像判定が要求されるため，高分解能の画像をモーションブラー無しで撮影す

ることは極めて困難な課題であった．そこで，本章ではモーションブラー補償装置をインフラ

維持・管理に応用するにあたり必要な仕様を検討した上で，複数回の現地実験を経てモーショ

ンブラー補償技術の実用化に向けた検証について紹介していく．

4.1 インフラ維持・管理におけるモーションブラー補償装置の

導入

高速道路の管理延長は約 8,998kmで，平成 23年度末ではその管理延長の約 40％が，トン

ネル数では約 21％が供用後 30年以上経過している [61]．それゆえ，不測の事態を防ぐために

それらトンネル等の劣化に対する何らかの対応策が求められている．既存の老朽化が進んだ構

造物等を再建造することと比べ，メンテナンスの方がコストの観点から現実的な手法として考

えられている [62]．2030年にはインフラ向けのモニタリングシステムの世界市場規模は 20兆

円と予測されており [3]，持続的な社会形成に向けて効率的で高精度なモニタリング手法は非

常に強く期待されている．特に，高速道路上のトンネルは構造的に比較的高い劣化のリスクを

含んでいる一方で，点検のために頻繁に道路を規制することが難しいため，移動する車両から

トンネルをモニタリングするシステムの需要が高まっている．また，人間の目による目視点検

の代替として，そうしたモニタリングを実施する場合，構造物の中にひび割れやサビといった
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何らかの異常を高精度で見つけるためには，高画質の画像を得られることがシステム要件とな

る．これまで，既にそのような目的の移動式提案車両は提案されてきており [8, 7]，点検にか

かる時間や人的コストの削減に成功している．しかしながら，点検における速度（効率）と精

度はトレードオフの関係にあり，高速な動きはモーションブラーを生じさせるために画質の劣

化を起こす．この問題を解決するため，従来のシステムでは非常に強力な照明を照射し，非常

に限られた時間で露光することで，モーションブラーを生じさせない手法が用いられてきた．

しかしながら，大量の電力が必要なだけでなく，強力な照明は他のドライバーに対してよそ見

を誘発する等の何らかの事故を誘発する可能性がある．さらに，モーションブラーの量は車両

の速度と撮像する画像の空間分解能が上がるほど増すため，細かいテクスチャを含んだ画像を

鮮鋭に撮影することは困難な課題であった．

そこで，本章ではこれまで述べてきたモーションブラー補償装置を用いることで，移動式車

両によるモニタリング点検を高速で且つ高精度に実現していくことを目指す．

4.2 モーションブラー補償装置導入に向けた課題

モーションブラー補償装置を用いたモニタリング点検では，高速画像処理技術を用いて，高

速で走行しながら画像処理により自動的に異常を検出する技術の開発を目指す．本研究の目標

は，1. 規制をしない点検手法を確立すること，2. 変異・変状を早期発見することである．こ

れに対して，本論文のモーションブラー補償装置を用いることで，高速で移動しながら高精細

な画像を取得できるため，それぞれの目標を実現できると考えられる．また，本システムを用

いることで，日常点検を詳細に行うことが可能となる．さらに，得られた画像データを用いて

変異・変状の進捗状況を日々確認することができ，時系列でデータを蓄積することが可能とな

る．また，規制を行わず，通常の走行で高速道路の構造物などの画像を正確かつ鮮明に撮影す

るため，コスト削減と時間の短縮を可能とする．このようなシステムを確立するため，筆者は

下記の課題の順序に従い，開発及び現地実験を実施してきた．

表 4.1. 各課題と検証を実施した場所及び時期

課題 実施場所 実施時期

通常車両を利用したモニタリングシステムの開発 猿投山トンネル 2013年 2月

高速道路における法定速度への対応（最低速度） カルバートボックス 2014年 4月

高速道路における法定速度への対応（最高速度） 舟原トンネル 2014年 6月

公道でのシステムの利用 坂下トンネル 2015年 3月

また，公道でのモーションブラー補償が確認できれば，実際の道路上におけるデータを今後

頻繁に取得可能となり，時系列で前後のデータを確認可能となるが，その際に位置情報が把握

できていることで前後画像の比較が容易になる．ただ，1章でも述べたようにこうしたカメラ

系が移動するシステムでは自己位置が常に変化するため，どの位置の画像を取得しているの

か把握するのが困難である．そのため，2章で述べたように高空間分解能画像を利用したヴィ
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ジュアルオドメトリによる相対的な空間座標の獲得や，5章でこれから説明する絶対座標取得

精度向上手法の検討を行っていく．

さて，本章では目視検査の代替並びに高性能化を目指し，モーションブラー補償装置を搭載

した移動式モニタリング車両（下記図右，以降 HSVシステムと呼称，High Speed Visionの

略称）について説明していく．HSVシステムは下記図左の維持作業車両に将来的に着脱可能

であるものとする．ここで維持作業車両を例に上げたのは，交通道路において定期的に往復す

るだけでなく，通常車両として車検に登録されているために簡易に点検に活用することが可能

なためである．

図 4.1. 維持作業車両 図 4.2. HSVシステム完成イメージ図

以降の節では，各トンネルでの現地実験毎に実験に向けた開発，現地実験の様子，及び結果

について上記課題を解決していく過程を紹介していく．

4.3 通常車両を利用したモニタリングシステムの開発（猿投山

トンネル）

移動式モニタリングシステムを開発していくにあたり，まず通常車両で移動式モニタリング

が可能かどうかについて，基礎的な検証を行った．筆者は本検証に至るまで，車両のシステム

の開発はしておらず，トンネルの点検に携わったことも一切なかったために，開発を開始する

にあたり，基本的な注意事項を初めに抑えておく狙いもあった．

4.3.1 実験に向けたセットアップ

実験場所：猿投山トンネル

本現地実験は 2013年 2月，愛知県豊田市猿投山町にある東海環状自動車道上の猿投山トン

ネルで実施された．実験期間中はトンネルの前後に車線規制が実施されていたため，道路上に

降りて車両のセットアップ等を行うことができた．図 4.3に車線規制中の猿投山トンネルの内

部の様子を示す．猿投山トンネルは高さが地上から平均で 7m程度あり，その他の高速道路の

平均的な高さや形状を満たしていた．そのため，今後のシステム開発計画に対し，基礎データ
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を得るための基本的なトンネルとして位置付けられた．猿投山トンネルの全長は 4310mあり，

開通から一定年数が経過していたため，トンネル内には図 4.4(a)(b)のようなひび割れやエフ

ロレッセンス等のトンネル特有の劣化現象が見られた．また，全長が 1kmを超えているため，

トンネル内の換気目的で天井部にはジェットファン及びジェットファンを天井から吊るすため

のターンバックルが設置されていた（図 4.3を参照のこと）．

図 4.3. 猿投山トンネル内部の様子

図 4.4. 猿投山トンネル内部の劣化の様子をデジタルカメラで撮影．(a) ひび割れ箇所．(b) エ

フロレッセンス (ひび割れから炭酸カルシウムが染み出して固化する現象)．
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通常車両による点検に向けた車両のセットアップ

車両はトヨタ社のヴェルファイアを使用した．試行錯誤を繰り返すという実験の性質上，頻

繁に機材のセットアップを行う必要があり，車両内部から直接車両の上部にアクセスできる機

構であるサンルーフを有した車種であったため，ヴェルファイアが選定された．ヴェルファイ

アに対し，市販のルーフキャリアバーを接続し，ルーフキャリアバーを介してアルミバーを

さらに接続した（図 4.5(a)(b)）．さらに，アルミバーに対し，照明やカメラといった点検に必

要な機材を搭載していった（図 4.5(c)）．使用したカメラはMikrotron社の Eosens MC1363

で，1280*1024 ピクセルにおいて 500fps の撮像が可能となっており，この条件で設定した．

レンズは実験により単焦点レンズとズームレンズを使い分けた．また，照明は 3 章までと同

様に Mintage社の M Power Light PMX-120を使用した．他に，車内に CPUとして Xeon

E3-1225V2@3.20Ghzを採用したWindows 7 OSの PC及びディスプレイを設置し，走行し

ながら車両の座席で PC操作が可能な環境を構築した．

図 4.5. ヴェルファイアの天井部に機材を搭載する様子．(a) ルーフキャリアバーに対しクラン

プでアルミバーを接続する様子．(b) (a)のアップ．(c) アルミバーに接続されて搭載さ

れた実験機材の様子．

図 4.5(c)で説明した構成ではカメラは直接天井部を見ることを想定して設定しており，実験

としてはトンネル内で走行中のモーションブラー量を把握するための構成であった．今回行っ

た実験は，それ以外にモーションブラーの補償が車両から可能か検討する目的であったので，

2つ目の構成として図 4.6(a)及び (b)のようにガルバノミラーを通じてトンネルの天井に光軸

中心が向かうレイアウトの準備も行った．以降それぞれの実験について詳しく述べていく．

ところで，3章までに述べてきたモーションブラー補償装置は，プロトタイプ版も含めて完

成していなかったため，今回の実験では特定の完成されたシステムを搭載したわけではなく，

あくまで手持ちの機材を手探りで搭載し，どのような機材が車両での実験に適しているかを選

定することも目的であった．実際に機材を搭載し，トンネルの中を走行している様子を図 4.7

に示す．



4.3 通常車両を利用したモニタリングシステムの開発（猿投山トンネル） 61

図 4.6. 車両に対し，高速カメラとガルバノミラーによるモーションブラー補償機構を導入した

様子．(a) 車両側面から見た様子．(b) 車両前方から見た様子．

図 4.7. 猿投山トンネルでの現地実験の様子

4.3.2 高速道路走行時におけるモーションブラーの影響

本現地試験では，まず車両走行時におけるカメラの撮像でのモーションブラーの影響を検証

した．図 4.8(a)–(c)に示すのは，露光時間を固定している状況で速度を変化させた際のどれだ

けモーションブラー量を検証した結果である．画像中の下半分に斜めに入っているのはひび割

れで，右上の直線的な模様は構造物の接合部と考えられるが，図 4.8(a)の時速 10kmの際に

はひび割れや模様がはっきりと見えるのに対し，時速が上がるに連れて詳細な情報が欠落して

いく様子がこの結果から読み取れた．この結果により，目視点検と異なり車両が移動しながら
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点検する方式を採る場合，移動速度に応じて対象の異常判定が困難になることを実験的に確認

することができた．

図 4.8. 速度変化による撮像画像のモーションブラー量の変化 (露光時間は 2msに固定)．(a) 時

速 10km．(b) 時速 30km．(c) 時速 50km．

次に速度を固定し，高速移動環境下での撮像時の露光時間の長さが画像に与える影響を検証

した．図 4.9(a)及び (b)は時速 100kmで走行時のターンバックルの様子であるが，図 4.9(a)

は図 4.9(b) と比べ露光時間が長いため S/N 比が高いと考えられるが，一方でモーションブ

ラーを多く含んでいるため，ネジやプレートの特に境界面がぼやけて映ってしまっている．露

光時間を短くするとモーションブラーの影響が減ることはこの結果から確認することができた

が，一方で S/N比が下がってしまうため，画像から対象の状態を判定する際には適切な結果

が得られにくくなる．

図 4.9. 時速 100kmで走行中にターンバックルを撮像した画像．(a) 露光時間 1000µs． (b) 露

光時間 200µs．

4.3.3 フィードフォワード版モーションブラー補償テスト

前記の高速移動環境下におけるモーションブラーの影響を踏まえ，本節では車両にモーショ

ンブラーの補償機構を搭載し，補償が可能かどうかについて検証を行う．装置は図 4.6のよう

に，これまで使ってきた高速カメラに加え，ガルバノミラーを利用し，光軸を進行方向におけ
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る進行量を補償する方向に回転動作によって補償を行う．ただし，繰り返しとなるが本実験は

3章までのモーションブラー補償装置の開発前に行ったため，ユニット化されたシステムを用

いていない．ガルバノミラーはマイクロコントローラー Arduino Dueの DAコンバーターを

入力信号として，正弦波で回転運動を行うものとした．このとき，一定の回転角に達するとカ

メラに対し同期信号が送信される仕組みとした．また，カメラから見た対象の進行速度を取得

する機構は備えておらず，筆者が可変抵抗を用いて手動でガルバノミラーの角速度を設定する

フィードフォワード制御によるモーションブラー補償機構とした．そのため，システムとして

の再現性は保証されていなかったが，今回は筆者の考えるモーションブラー補償の手法が有効

かどうかを検証するため，繰り返し車をトンネルで走行させることで，チャンピョンデータと

してモーションブラーを補償できる事例が現れるまで実験を繰り返した．

結果として図 4.10(a)(b)の画像が得られた．両者を比べて図 4.10の (b)モーションブラー

補償機能を有りにした際には，モーションブラーが軽減された結果，特にターンバックルの

エッジ部等の高周波情報がぼけずに残っていることが分かった．今回はあくまで定性的な結果

であるが，結果として車両走行により発生するモーションブラーをガルバノミラーの回転動作

によって補償可能なことを確認することができた．

図 4.10. 時速 70km で走行中にガルバノミラーを介して撮像したターンバックルの様子．(a)

モーションブラー補償無し．(b) モーションブラー補償有り．

4.3.4 本現地実験のまとめと次の現地実験に向けた課題

今回の猿投山トンネルでの現地実験により，今後の開発に向けて実際のトンネル内の様子を

直接記録することができた．筆者は元々土木関係のノウハウを有していなかったため，一連の

実験により知見を高めることができ，今後の開発での開発効率を向上させる要因を得ることが

できたと考えられる．また，一般的に考えられている車両の走行がもたらすモーションブラー

の影響をトンネル内で確認することができた．

以上の実験結果により，モーショーンブラー補償機構を搭載した車両の開発が可能であると

判断し，次節以降で通常車両を用いたプロトタイプ機の開発を行っていく．今回の現地実験で
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は手元にある機材を組み合わせて実験を行ったが，プロトタイプ機としての開発に向けて具体

的に車両による現地実験に適した機材の選定を進めていく必要がある．

4.4 高速道路における法定速度 (最低速度)への対応（カルバー

トボックス）

4.4.1 プロトタイプ機の開発

インフラ維持・管理における画像点検場面を考えてみると，高速移動環境下では慣性力によ

り急激な速度変化は考えられず，また，対象が道路・線路・コンベアライン等における側壁面

や路面等の平面が続く状況が想定されるため，撮影対象はカメラから見て平行とみなすことが

できる．そのため，ガルバノミラーを利用した角速度制御における角速度情報はこれまで説明

してきたモーションブラー補償装置によって取得可能である．これにより，追加のエンコー

ダー機器が必要なく，像面内の情報のみを用いて計算可能であるため，精度とコストの面で寄

与しうる機構となっている．

このモーションブラー補償装置を通常車両に搭載することで，車両走行時のモーションブ

ラー補償の性能検証を行うため，まず車両に対しどのようにモーションブラー補償装置を搭載

するのか検討する必要がある．実験条件が一定であるとみなせる実験室等での実験と異なり，

実用化の際には車両は道路上を走行するため，多少路面が荒れた状況も想定して設計する必要

が生じる．たいていの光学システムは安定性を向上させるために金属製の剛体フレームに対し

厳重に固定設計がなされているが，本システムも安定性向上のためモーションブラー補償装置

を 6cm角のアルミフレームに対して固定するよう設計した．さらに，筆者は除振マウントを

車両とアルミフレームの間に接続することで，荒れた路面で生じる振動に対しても装置が許容

するシステムとした（図 4.11(a)を参照のこと）．また，実用化を考えたときシステムの柔軟

性も重要な要素である．対象を撮像する際にシステムが光軸を変更することが可能であれば，

カメラを複数台用意する必要がなくなる．このことはシステムのコスト削減ことにつながる．

図 4.11(b)のように光軸を変化させるためにアクチュエータを 2種類用意している．さらに，

モーションブラー補償装置を通常車両に対し適用可能とすることで，特殊車両をその都度調達

する必要なくシステムを製造可能とし，複数台のシステムで点検を実施する際のコスト削減を

実現するためにも，筆者は猿投山トンネルでの実験時と同様に市販のルーフキャリアバーを車

両の取り付け，そのバーに対してシステムを取り付けた（図 4.11(a)を参照のこと）．今回の実

験以降車両はトヨタ車のランドクルーザープラドを使用しているが，これは図 4.1の維持作業

車両において同車両が使用されていることから，装置の開発後にスムーズに車両による実用化

に移行することを念頭においた結果である．

図 4.12はモーションブラー補償装置を車両に搭載した様子を示している．これにより，筆

者は室内実験用途のみであったモーションブラー補償装置を，実際の点検装置として屋外で車

両に対して使用可能なプロトタイプ装置を製作することができたと考えられる．あくまで装置

を現地で使うのは初の試みであったため，今後のシステムの更新の計画上，ここではプロトタ
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イプ装置と呼称している．車両はトヨタ社のランドクルーザープラドを使用し，ルーフキャリ

アバーは TERZO社の製品を 2セット計 4本使用した．光軸はアクチュエーターにより水平

方向に 600mm可変であり，また 90度回転させることが可能であるため，道路上を走行する

際にトンネルを対象に点検を行うとすれば，片道でトンネル全周の半分側を撮像することが可

能である（往復で合計 180度となる）．

図 4.11. プロトタイプ機の各部のズーム．（a）HSVシステム上部を側面から撮影した様子．(b)

光軸制御のための 2つのアクチュエータ．

図 4.12. 車両にモーションブラー補償装置を搭載した様子．

4.4.2 性能検証に向けたセットアップ

現地実験環境

システムの性能を検証するため，筆者は道路上での実験を 2014年 4月に，愛知県豊田市豊

田保全・サービスセンターにて実施した．実験場所は中日本高速道路株式会社が管理する私有

地であり，一般車が走行することなく，自由度の高い現地実験を行えることから本実験場所を

選定をした．実験自体は図 4.13のカルバートボックス内で実施した．カルバートボックスは

トンネルの 1種であり，山等を掘削して作られた円周上のトンネルと異なり，四角形状である

ことが特徴である．実験場所の選定理由として，今回の現地実験ではモーションブラーがどの
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程度補償できているか検証することが本実験の目的であり，円周上のトンネルである必要はな

く，むしろ表面が平面のために実験結果から問題点を考察しやすい点が重視され，カルバート

ボックスが実験場所として選定された．

図 4.13. 実験を行ったカルバートボックス

カルバートボックスの幅は 11.5m であり，地面からの高さは平均約 5.0m で，全長 71.2m

であった．地面から車両のカメラまでの高さは 2.0mであるため，カメラから天井面までの距

離は 3.0mであった．そのため，撮像された画像の空間分解能は水平垂直方向共に 1ピクセル

あたり 0.13mmとなった．

実験場所のセットアップと実験手順

車両走行中のモーションブラーをどの程度補償できるのかを検証するため，筆者は検証用に

0.2mm から 1.0mm の垂直・水平方向共の細かい縞模様の入った評価シートを用意し，マー

カーと共にカルバートボックスの天井部に貼り付けた（図 4.14）．本実験はモーションブラー

補償装置によってモーションブラー量が軽減されることを確認することが目的であったため，

マーカーを複数枚貼り付け，ガルバノミラーに対して入力する角速度 ωm の計算を容易にした

ことで，実験の手順の単純化を図った．これは，ガルバノミラーに設定する角速度の計算アル

ゴリズムが対象表面の特徴量に依存しているためである．

実験を開始するにあたり，露光時間は 1msとし，駆動周波数は 333Hzとして設定した．こ

のとき，システムは 2 章の開発まで終えた段階であり，333Hz ではゲインが低下してしまう

現象を防ぐため，入力信号に手動で係数をかけることでゲイン低下を防いで実験に臨んだ．こ

の際の係数 k は式 4.1において 1.05とした．車両の走行速度は，敷地内の制約から最高時速

60kmとし，進行方向は図 4.13及び図 4.14の方向とした．

ω′
m = kωm. (4.1)
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図 4.14. カルバートボックスの天井面に貼り付けたマーカーと評価シート (本画像はあくまで実

験環境の説明用途であるため，撮影はモーションブラーの補償装置におけるカメラで

はなく，民生機のデジカメによって行われた)

4.4.3 現地実験結果及び考察

図 4.15 に示すように，カルバートボックスにて HSV システムを走行させ，モーション

ブラー補償の性能検証を行った．図 4.16(a)–(c)と図 4.17(a)–(c)はぞれぞれ縞模様の静止画

と時速 40km で走行中のモーションブラー補償有り・無しでの撮像画像を表している．時速

40kmで走行中に 1msで車両は 11mm進行するため，図 4.17(c)に見られるように通常では

大量のモーションブラーが生じてしまう．これに対して，図 4.17(b) では，静止画である図

4.17(a) と比べると画像の鮮鋭度に劣化が認められるものの，図 4.17(c) と比べ，著しくモー

ションブラーが改善されていることが分かる．仮に露光時間を制限して強い照明を用いてモー

ションブラーを抑える方式とした場合，モーションブラーが起きないには露光時間を 13µsと

する必要があり，今回設定したモーションブラー補償装置の 1msの露光時間において，約 10

倍から 100倍の画質改善を果たした．これは，図 4.17(a)と比べると画質に劣化が見られるた

め，改善の度合いに幅を持たせて表記した．ところで，時速 40kmでカルバートボックス（高

さ 5m）を走行しながらトンネル天井面の点検を行うことは，時速 66kmで日本の高速道路の

通常のトンネル（高さ 7m）を走行していることと等価である．これにより，本システムの対

象速度範囲の上限が，高速道路における最低速度である時速 50kmを超えることができた．

また，図 4.18(a)–(e)及び図 4.19で示すようにその他の速度でも同様にモーションブラーの

補償が行われ，補償無しで観察が難しかった縞の幅を観察できた．具体的に，時速 24km(図
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図 4.15. カルバートボックスにおける HSVシステム走行中の様子

図 4.16. モーションブラー補償例 (撮像画像に対しトリミングとコントラスト補正を施し記載)．

なお，モーションブラーは画像における上下方向に発生している．(a) 静止状態で撮影

された画像．(b) 車両の走行速度が時速 40km のときにモーションブラーを補償した

結果．(c) 車両の走行速度が時速 40km のときにモーションブラー補償機能を無しに

した結果．

4.18(a)), 時速 30km(図 4.18(b)), 時速 40km(図 4.18(c))ではそれぞれ幅 0.2mmの縞模様が

確認できた，時速 50kmでは 0.4mm(図 4.18(d))，時速 56.5kmでは 0.3mmの幅が確認でき

た (図 4.18(e))．結果として，照明照度やカメラ感度を変えることなく，露光時間を上げるこ

とで，コンマ数ミリの異常（クラック，さび等）を点検可能なシステムを確立できたといえる．

ただし，図 4.19より，速度が上がるにつれて観察可能な縞の幅が太くなり，補償精度が低下
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図 4.17. 図 4.16 のモーションブラー補償例の拡大画像 (撮像画像に対しトリミングとコントラ

スト補正を施し記載)．なお，モーションブラーは画像における上下方向に発生してい

る．(a) 静止状態で撮影された画像．(b) 車両の走行速度が時速 40km のときにモー

ションブラーを補償した結果．(c) 車両の走行速度が時速 40km のときにモーション

ブラー補償機能を無し にした結果．

していることから，ガルバノミラーの応答性改善やシステムの動作安定性の改善が今後の課題

として考えられる．

図 4.18. モーションブラー補償例 (撮像画像に対しトリミングとコントラスト補正を施し記載)．

なお，モーションブラーは画像における上下方向に発生しており，それぞれの画像で

車両の走行速度が異なる．(a) 時速 24km．(b) 時速 30km．(c) 時速 40km．(d) 時速

50km．(e) 時速 56.5km．

4.4.4 本現地実験のまとめと次の現地実験に向けた課題

本現地実験により，モーションブラー補償装置による点検の基本性能を検証することができ

た．システムとしてはプロトタイプであったものの，高速道路の最低速度にも対応可能なこと

がわかった．これにより，車両を公道で走行しつつ高速道路上のトンネルを点検可能になった

と考えられる．

ただし，実用化の際の目的でもあるように規制をかけずに点検可能なシステムとするために

は，他車の走行に影響を与えないことは重要である．時速 66km でも高速道路上で走行は可

能であるものの，他の車両速度に影響を与える可能性があることから，速度として最高速度の
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図 4.19. 各速度と判別できた縞模様の幅の関係性

100kmに対応していることは非常に重要である．そのため，実用化に向けた次の課題をシス

テムの対応速度を時速 100kmに拡張することとする．

4.5 高速道路における法定速度 (最高速度)への対応（舟原トン

ネル）

本節では HSVシステムを高速道路での最高速度である時速 100kmに対応させるため，3章

にて説明したプリエンファシス技術を用いて HSVシステムをアップデートし，岐阜県舟原ト

ンネルにて行われた現地実験及び結果について説明していく．

4.5.1 高速道路の最高時速 100kmへの対応

3章においてガルバノミラーに対して与えた正弦波波形の周波数を上げた際の性能の検証は

行ったが，実験に利用したベルトコンベヤの最高速度が時速 30km までであり，速度を上げ

た際の性能については検証を行うことができなかった．そこで高速道路で実際の車両を用いる

ことで，プリエンファシス技術並びにプリエンファシス技術を搭載した HSVシステムが時速

100kmに対応したシステムとなっているかについて検証を行った．

4.5.2 評価用シートとクラックサンプルの準備

舟原トンネルの実験では，4.4節のカルバートボックスにおける実験で用いた評価シートを

アップデートしたものに加え（図 4.20(a)参照），本現地実験では新たにひび割れのサンプル

及びひび割れのサンプルシートを用意した．図 4.20(b)のように，ひび割れが発生しているコ

ンクリートを，ひび割れ幅等の状態が変化しないように樹脂で周りを固めたものをひび割れサ

ンプルとする．これにより，評価用のシートと同様に，固定化されたひび割れ幅に対するモー

ションブラーの影響についての検証が可能となった．

また，ひび割れサンプルをカラーコピーしたものをひび割れのサンプルシートとして用意し
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た．これは，ひび割れサンプルと比べ，紙であるシートの方が圧倒的に重量が軽く，トンネル

の天井に貼り付ける際に落下を予防することが目的であった．

(a) (b)

0.25 mm

0.15 mm

1.0 mm

0.20 mm

1.0 mm

0.1 mm

図 4.20. 評価用シートとクラックサンプル（白黒で表示）．(a) 評価用シート: 最大幅 1.0mm,

最小幅 0.15mm．(b) ひび割れサンプル: 最大幅 0.25mm，最小幅 0.1mm．

4.5.3 性能検証に向けたセットアップ

現地実験環境

システムの性能を検証するため，筆者は道路上での実験を 2014年 6月に，図 4.21で示す岐

阜県飛騨市東海北陸自動車道上の舟原トンネルにて実施した．実験場所は対面走行の 2 車線

のトンネルであり，通常一般車が走行する道路であるが，本現地実験時に道路の通行止めが実

施されていたため，自由度の高い現地実験を行えることから本実験場所を選定をした．実験は

図 4.22(a)(b) のトンネル内で実施した．本トンネルは通常の高速道路のトンネルと同様に高

さ 7mであり，形状もカルバートボックスと異なり円周上となっていた．

図 4.21. 舟原トンネル外観（[63]より引用）
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図 4.22. 舟原トンネルにおける検証用パネルの様子．(a) パネルを高所作業車により設置する

様子．(b) パネル設置後，安全面や実験の進行に問題がないか筆者らが確認している

様子．

実験場所のセットアップと実験手順

今回の実験もカルバートボックスでの実験と同様，モーションブラーがどの程度補償できて

いるか検証することが実験の目的であるため，トンネル天井部よりロープによって吊り下げら

れたパネル上に貼り付けた評価用シートとひび割れサンプルシートをどの程度鮮明に読み取れ

るかを基準に検証を実施した．図 4.22(a)(b) のように本実験は天井より吊り下げたパネル上

の縞模様を読み取ることで検証を行った．この際，車両の進行方向に対してパネルが水平とな

るよう，パネルを固定するロープの長さの調節を慎重に行った．

システムへの設定値として，露光時間は 1m，駆動周波数は 333Hzとした．このとき，シス

テムはモーションブラー補償機能及びプリエンファシス技術を有りにした場合とどちらも無

しにした場合で結果の比較を行った．車両の走行速度は，本トンネルの通行止め時の速度規

制より，最高時速 50kmとした．ただし，パネルを地上 4.2mの位置に吊り下げたため，カメ

ラからパネルまでの距離は 2.2mとなり，通常のトンネルの高さ 7mに換算して，最大で時速

120kmまで検証可能なセットアップを組むことができた．

4.5.4 現地実験結果及び考察

図 4.23(a)(b)及び図 4.24(a)(b)に示すように，モーションブラー補償とプリエンファシス

技術有りでは，それぞれ無しと比べ縞模様が著しく鮮明に見えることがわかった．それぞれ

の幅の線が鮮明に映り，図 4.24(b) では，右側に図示されるプロファイルにおいて，0.2mm

のピークまで確認することができた．カルバートボックスでの実験時は時速 66km 相当で

0.2mmの線が見えたので，速度に関して約 2倍ほどの性能アップを果たすことができた．さ

らに，図 4.24(a)(b) において破線の位置のピークピーク値を求めたところ，図 4.24(a) では

68であり，図 4.24(b)では 213となった．そのため，撮像された画像の破線の位置における

コントラストは、今回筆者の手法を用いたことで単純計算で 3 倍程度のコントラスト向上が

できたと考えられる．一方で 0.15mm ではピークが現れていなかったことから，さらなる細
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かい分解能を得るためにはモーションブラーをより補償できるようにシステムをアップデート

するか，レンズをより望遠にする手法が必要となる．ただし，対象までの距離が通常のトンネ

ル走行時と比べて近い分，1ピクセルあたりの分解能はカルバートボックスでの実験時と比べ

細かいという変化はあるため，一様な評価を下すことはできない．ところで，図 4.23(a)と図

4.23(b)では縦方向の線の長さが異なって表示されているが，これは表示の縮尺を変更したわ

けではなく，モーションブラーの影響で縦方向に線が伸びて撮像された結果である．

図 4.23. 時速 120km相当で走行中に撮影した評価シートの画像．(a) モーションブラー補償及

びプリエンファシス技術無し．(b) モーションブラー補償及びプリエンファシス技術

有り．

(b)(a)

0.20 mm

1.00 mm

0.15 mm

図 4.24. 図 4.23 の時速 120km 相当で走行中に撮影した評価シートの画像を拡大表示し，プロ

ファイルを右側に図示．（解析のため画像は白黒に変換後，コントラスト補正して表

示）．破線の位置のプロファイルが右側に図示されている．(a) モーションブラー補償

及びプリエンファシス技術無し．(b) モーションブラー補償及びプリエンファシス技

術有り．

ここまで，白と黒の縞模様というコントラス的に理想的な画像を使用して検証実験を行って

きたが，本来のトンネルはコンクリートに覆われて，色のコントラストも白と黒の縞模様に比

べ低いのが実状である．そこで，ひび割れサンプルシートに対しても同様に実験を行った．結

果を下記の図 4.25(a)(b)及び図 4.26(a)–(d)に示すように，ひび割れサンプルシートに対して

も筆者のモーションブラー補償装置及びプリエンファシス技術によって鮮明な画像を撮像でき
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ることがわかった。図 4.25(b)は図 4.25(a)と比べ，詳細なテクスチャが残っており，2箇所

の白い枠はそれぞれ左が 0.1mmのひび割れ，右が 0.25mmのひび割れに対応している．両者

を拡大及びプロファイルとして表示したものが図 4.26(a)–(d)であり，プロファイルを見ると

0.1mmも 0.25mmも共にひび割れの位置でピークがあることがわかった。そのため，今回の

結果から今後ひび割れやサビ等の異常が検出されるしきい値を画素値として設定しておくこと

で，ひび割れの自動抽出等に活用可能であると考えられる．

(a)

(b)

図 4.25. ひび割れサンプルシートを対象に時速 120km 相当で走行中に撮影した画像（解析の

ため画像は白黒に変換後，コントラスト補正して表示）．(a) モーションブラー補償及

びプリエンファシス技術無し．(b) モーションブラー補償及びプリエンファシス技術

有り．

今回の実験により，本システムが時速 120km相当まで対応可能なことを検証できたことか

ら，元々対象として想定していた日本の高速道路の最高時速 100km に留まらず，速度だけ

でいえば海外の最高時速にも対応可能であることがわかった．また，今回は走行速度が時速

50kmに制約されていたが，またさらに高速で実験できる機会があれば，限界を検証すること

も本研究の先のステップとして考えられる．

4.5.5 本現地実験のまとめと次の現地実験に向けた課題

今回舟原トンネルでモーションブラー補償装置及びプリエンファシス技術を用いて現地実

験をすることにより，時速 120km相当で車両が進行中であってもモーションブラーを補償し

た画像撮像が得られることが分かった．また，その際，0.2mmの縞模様が読み取れただけで

なく，ひび割れサンプルの 0.1mmの線も読み取ることができた．この結果により，カルバー
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0.1 mm

crack

0.25 mm

crack

(a)

(c)

(b)

(d)

図 4.26. 図 4.25の時速 120km相当で走行中に撮影したひび割れサンプルシートを拡大表示し，

破線の位置のプロファイルが右側に図示されている（解析のため画像は白黒に変換後，

コントラスト補正して表示）．(a) 0．1mm 幅のひび割れ． (b) 0.25mm 幅のひび割

れのプロファイル． (c) 0.25mm幅のひび割れ．　 (d) 0.25mm幅のひび割れのプロ

ファイル．

トボックスでの実験時と比べ，速度ベースで見ると約 2 倍の性能アップを実現することがで

きた．

今回の現地実験を経て，装置の目的であるモーションブラーの補償に対する基礎的な技術検

証を行うことができたので，今後は実用化に向けて道路の規制がかかっていない環境でも対応

可能なシステムとするべく，さらなるシステムのアップデートが必要である．

4.6 公道でのシステムの利用（坂下トンネル）

4.6.1 公道での実験に向けたシステムの更新点

レンズにおけるオートフォーカスの導入

これまでの現地実験では，撮影する状況に合わせて車両停止中にレンズのフォーカスを手動

で合わせていた．しかしながら，今後実施する実験は他の車両も走行して停車できない環境

に対応させるため，事前にフォーカスを調整することができないため，オートフォーカスを

導入する必要があった．本来，実験に使用している Nikon社 Nikon AF-S NIKKOR 200mm

f/2G ED VR IIはオートフォーカスに対応した仕様であるものの，あくまで Nikon社のカメ
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ラに対応しており，筆者の使用している高速カメラ Mikrotron社 Eosens MC4083 ではオー

トフォーカス機能を使うことができない．そこで，HSVシステム用に新たにオートフォーカ

ス機能の開発を行った．

まず，機材のレイアウトを下記の図 4.27に示す．

図 4.27. オートフォーカスのシステムレイアウト

レンズの CPU 接点に対しハンダ付けを行い，USB ケーブルを介してマイクロコントロー

ラーに接続をする仕様となっている．マイクロコントローラーは PCに接続されているので，

PCからの指令に応じてレンズ内のアクチュエーターが連動して動くシステム構成とした．ま

た，Nikon社の標準搭載オートフォーカスでは，応答速度が 1秒から最大数秒程度であるため，

例えばトンネルの高さが連続的に変化する状況等では，応答速度が追いつかず，ピンぼけが生

じやすくなってしまう．そのため，対象までの距離に応じて即時的にアクチュエータが動かす

方式を新規に筆者が実装することとし，レンズ本体のアクチュエータの応答速度を引き出すシ

ステムとした．そのために，本研究では SICK社の測距センサ DT500を用い，4Hzでセンシ

ングしながら距離情報を予め用意した二次補間係数に代入し，レンズ内部のアクチュエータの

制御量へと変換し，従来よりも 4倍以上の速度でオートフォーカスを行う機能を実現した．

撮像画像における S/N比の改善

筆者のシステムで使用しているカメラは Mikrotron 社の Eosens MC4083 であるが，高速

の通信帯域を出すために，カメラのインタフェースは CoaXPressとなっている．CoaXPress

規格 [64]は最も高速なもので 6.25Gbpsまで出すことが可能で，MC4083の場合は通信線が 4

本あることから，最速で合計 25Gbps の通信が可能となる．これまでの実験ではより高速な

通信を実現するため，6.25Gbpsの通信帯域を使用していたが，実験を重ねるうちに半分の帯

域である 3.125Gbpsで撮像された画像の方が S/N比が格段に良くなることがわかった．これ

は，6.25Gbpsという高速な通信規格を実現するために，ケーブルやボード内部の配線におい

てノイズが大量に発生してしまっていることが原因として考えられる．本実験では使用帯域が

3.125Gbpsでも足りることから，通信帯域を落として実験を行うこととした．
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4.6.2 性能検証に向けたセットアップ

現地実験環境

本実験は小田原厚木道路上の神奈川件小田原市坂下トンネルにて 2015 年 3 月に実施され

た．本トンネルは猿投山トンネルや舟原トンネルと同様，高さ 7mで円周状であり，標準的な

トンネルである（図 4.28 に外観を記載）．トンネル内は片面 2 車線走行であり，最高速度は

時速 70kmと設定されている．本トンネルは開通から 45年程度が経過することから，劣化状

態が進んでおり，通常より高頻度の点検が望まれていた．そこで，今回 HSV 装置を用いて，

本トンネルを対象にトンネルの劣化状態の基礎データを取得するため，実際に現地で実験を

行った．

図 4.28. 坂下トンネルの外観（撮影時は車線規制中）

実験場所のセットアップと実験手順

システムの運用を考えると，時系列でひび割れの進行具合を比較することは重要である．そ

のためにも，ひび割れ及び撮影箇所を把握する必要がある．そこで，各ひび割れ毎に事前に

マーカー及び評価シートを貼り付けた．実際に貼り付けた様子を図 4.29に示す．

貼り付けの際には車線規制となっていたので，高所作業車を用いて天井面のひび割れ箇所

を中心に貼り付け作業を進めた．今回貼り付けを行ったことにより，図 4.29(b) のひび割れ

ID 及び位置 ID を元に，今後の撮影においてどの箇所を撮影したか，比較することが可能と

なった．

4.6.3 現地実験結果及び考察

車両走行実験は，道路の規制中ではなく，他の車両が走行している状況で坂下トンネルを車

両で走行し，覆工面の画像撮影を行った．まず，今回の現地実験のためにアップデートした

オートフォーカス機能及び CoaXPressの帯域変更の成果を見るため，舟原トンネルでのシス
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図 4.29. 坂下トンネル内部にマーカー及び評価シートを貼り付けた様子．(a) ひび割れの付近に

マーカーを 2枚貼り付けた．(b) (a)のズーム画像．

テムの状態で図 4.30 の画像を撮影した．このとき，オートフォーカス機能は付けておらず，

CoaXPress の帯域幅は 6.25Gbps となっている．画像は激しくピンぼけしており，また縦横

に固定パターンノイズ及びダイナミックノイズによる線が見られる．

図 4.30. オートフォーカス機能を使わず，CoaXPress の通信帯域を 6.25Gbps として，時速

70kmで走行中にモーションブラー補償及びプリエンファシス技術有りで撮像した画像

これに対し，図 4.31ではオートフォーカス機能を加え，CoaXPressの帯域を 3.125Gbpsに

落とした結果，鮮明な画像を取得することができた．画像中にはひび割れの様子とマーカーの

両方が入っていることから，トンネル内のどの位置のひび割れがどのように進行しているか特

定することに寄与する画像を得ることができた．この画像の場合は数字が見きれてしまってい

るが，ひび割れ IDは 06番と読み取れることから，トンネル内のひび割れを記載したマップ

と対応付けが可能となった．一方，マーカー及び評価シートの貼り付け枚数が不足していたた

め，トンネル内の全箇所のひび割れを網羅することができなかったことは今後の課題として

残った．また，図 4.31のように，評価シートの IDが完全に画角に入っていないことにより，

位置の特定に至らないケースについても対応する必要がある．

他に図 4.32に今回得られた画像 7枚を手動でイメージモザイキングして高解像度画像とし
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図 4.31. オートフォーカス機能を使い，CoaXPress の通信帯域を 3.125Gbps として，時速

70kmで走行中にモーションブラー補償及びプリエンファシス技術有りで撮像した画像

た例を示す．筆者が開発した HSVシステムは分解能の細かい画像が取得できる一方で，ズー

ム率を上げるとその分画角が狭くなってしまい，先述したようにマーカー及び評価シートの位

置とのリンク付けが難しくなることも考えられる．そのため，ここではイメージモザイキング

が今後の開発において重要となることを示す目的で，手動での結果を示した．

この画像からはチョークで書かれた 0.5という数字が読み取れることから，ひび割れの幅が

0.5mm程度であったと考えられる．

坂下トンネルでの現地実験の結果として，最後に図 4.33を示す．この画像は坂下トンネル

上りで連続して撮影された画像 4 枚を手動でイメージモザイキングしたものである．今回の

現地実験では坂下トンネル下りのみマーカーと評価シートの貼り付けを行ったが，そのような

セットアップがされていない環境でも同様にモーションブラーが補償できるか検証を行った．

その結果，図 4.33に示すように，マーカーや評価シートの貼り付けをせずとも，モーションブ

ラーの影響を受けていない画像の取得が可能なことが分かった．HSVシステムは撮像された

画像の特徴点をトラッキングすることでガルバノミラーの角速度を決定しているが，マーカー

がなくとも坂下トンネル上りの覆工表面のテクスチャーが十分な特徴量を含んでいたものと考

えられる．これにより，対象の表面状態には依存するものの，マーカーがなくともトンネル表

面の状態を HSVシステムで走行しながら点検可能なことがわかった．

また，先ほどの坂下トンネル下りの画像と同様，坂下トンネル上がりでもチョークがひび割

れをなぞるように書かれており，この場所が目視点検の際に観察対象であったと考えられる．

このことから，目視点検後，どのようにひび割れの状態が進行しているか確認するためにも，

本システムが有効であると考えられる．

今回イメージモザイキングは手動で行ったが，モーションブラー補償システムではガルバノ

ミラーの角速度を求める際にブロックマッチングを行っており，連続した画像間の移動ピクセ

ル数を求めている．この移動ピクセル数分を利用した自動イメージモザイキングシステムを構

築することで，トンネル内の全域的な画像データベースを構築することも可能と考えられる．

ブロックマッチングの精度だけで不足するときは，オフラインで探索範囲を広げたブロック

マッチングを行うこと，画像周辺の収差を考慮した画像処理を行うこと等で，データベースと
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図 4.32. 坂下トンネル下りにおいて時速 70km で走行中に撮像した画像を手動でイメージモザ

イキングした様子（撮像後コントラスト補正と色調補正を実行）

しての空間位置関係の整合性が向上すると考えられる．

4.6.4 本現地実験のまとめと今後の現地実験に向けた課題

坂下トンネルでの現地実験により，規制がかかっていない環境で走行しながら覆工表面の画

像を撮像することができた．その際，課題であったオートフォーカスの導入と画像の S/N比

向上の検討により，高画質画像をロバストに取得できる可能性が高まり，今後点検箇所に異常

が含まれるか判断する際の精度向上に寄与する結果が得られたと考えられる．

一方，今回は実験を行うにあたり，マーカーや評価シートを貼り付けたが，今後道路の交通

規制を定期的に実施することは極めて困難なだけでなく，仮に十分に貼り付ける機会を得られ
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図 4.33. 坂下トンネル上りにおいて時速 70km で走行中に撮像した画像を手動でイメージモザ

イキングした様子（撮像後コントラスト補正と色調補正を実行）

たとしても，マーカーや評価シートはスス等の影響を受けるため長期的に状態をメンテナンス

することが必要であり，マーカーや評価シートを貼り付けなくともひび割れ等の位置を管理し

ながら行う点検手法を確立することが望ましいと考えられる．そのためにモーションブラー補

償による相対座標取得の空間分解能改善や，5章で紹介する絶対位置座標精度の向上手法が寄

与できるものと考えられる．

4.7 実用化に向けた今後の課題

ここまで計 4つのトンネルで現地実験を行ってきた結果，トンネルの覆工表面を対象に，車

両走行しながらモーションブラーを補償して画像撮影を行うシステムの開発及び検証を進める

ことができた．しかしながら，今後実際に実用レベルで点検に活用するためには，まだいくつ

かの開発ステップがあるものと考えられる．

1つ目は，坂下トンネルの課題でも述べたように，マーカーや評価シートを貼らずに撮影し

た箇所を記録できる仕組みを作ることが挙げられる．そのためには具体的に，車両の自己位置

推定を逐次的に行うことが必要となる．この仕組みができれば，各画像を時系列上で比較でき

るだけでなく，同時刻に取られた各画像の位置関係も明瞭になることから，時系列で前後に撮

像した画像の比較が用意になると考えられる．

2つ目は，より包括的な点検システムとするため，二次元画像の撮像だけでなく，三次元の

奥行きのセンシングも対象としたシステムの構築が求められる．ススが多い箇所などでは二次

元画像の取得だけでは色が均一に映ってしまうことから，三次元センシング等の別のセンシン
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グ手法が必要となる．そのため，高速移動環境下に適した高精度の三次元センシング手法の開

発が別途必要となると考えられる．

4.8 実用化後の波及効果予測

本研究開発による成果は，国内外の高速道路のみならず道路・鉄道・港湾・空港などの鋼構

造物・コンクリート構造物などの健全性診断に応用展開が期待でき，センサ・モニタリングシ

ステム市場において一定の割合を占めるインフラにも適応可能と考えている．また，直接的な

経済効果だけでなく，点検のための交通規制が不要になること，高頻度に状況把握が可能なこ

とから劣化・損傷が軽度のうちに早期補修等の対応が可能となり，重大な劣化・損傷による緊

急的な通行止め，長期にわたる大規模な補修のための通行止め等を低減することが期待でき

る．本システムで高頻度，低コストに点検することにより通行止めによる国民の時間的ロスを

軽減でき，二次的な経済効果も期待できる．

本装置は一旦開発できたシステムを指定の汎用車両に搭載すれば運用可能な仕組みとなり，

開発メーカーの受注頻度が増え，使用する各インフラ会社が自社体系の中で点検に活用するこ

とができ，各々の点検頻度の基準に沿って運用することが可能である．また，高速道路上を巡

回・維持作業を行っている維持作業車両に取り付けることで，日々継続的に構造をモニタリン

グすることが可能となる．維持作業車両は 1日に何度も高速道路上を走行しており，全ての車

両に装置が搭載されていれば，1日だけでも広範囲のセンシングが可能な計算となる．また，

各維持作業車両のユニットがネットワークに接続されている条件下では，協調動作が可能とな

り，無駄のないセンシングを行うことで，効率的且つ状態変化を迅速に把握することへの寄与

が見込まれる．

4.9 本章のまとめ

本章では，これまで研究開発を進めてきたモーションブラー補償装置の応用例として，イン

フラ維持・管理における目視点検の代替手法の提案を行った．モーションブラー補償装置をイ

ンフラ維持・管理に応用するにあたり必要な仕様を検討した上で，複数回の現地実験を経て

モーションブラー補償技術の実用化に向けた検証を行った．結果，地面から天井までの高さ

7mで時速 120km相当でのブラーキャンセルの成功しただけでなく，公道で他車が走行して

いる環境下でもモーションブラーの補償をしたひび割れの画像を取得することができ，本装置

の検証を行うことができた．元々の要求仕様に対し，対応速度：時速 100km，最小抽出クラッ

ク幅：0.1mm，画像分解能：0.13mm/pixel，対応車両:普通車両として，全て達成することが

できた．筆者のシステムは，今後さらに開発が進むことで，実際に維持作業車両に搭載される

ことを始め，日常的な点検に活用されることが可能性として考えられる．

本章の結果は，本論文において高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術の問題点と

して挙げた 4点のうち，振動に対して有効であったと考えられる．本文中でも述べたように，

装置をアルミフレームの剛体で設計し，装置と車両を除振マウントによって接続したことか
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ら，振動に対して一定の効果があったものと考えられる．
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第 5章

線形運動モデルに基づく GNSS誤差
範囲減少手法

これまで高速移動環境下における二次元画像撮影手法について考察してきたが，移動に伴う

自己位置の変化によって位置情報と連動したシステムを考えたときに，自己位置情報の取得を

高精度に得ることは重要であると考えられる．提案手法に関連して，筆者はこれまで線形運動

モデルに基づく GNSS誤差範囲減少手法を開発してきた [65]．GNSSは，絶対座標フレーム

内におけるロボットの定位に有効なツールであるが，用途によっては，理想的な環境において

GNSSにより提供される位置情報であっても，精度の高い制御を行うには位置精度が足りない

場合もある．本研究において筆者は，直線運動を想定することにより GNSS測位情報の誤差

範囲を縮小する手法を提案することで，高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術の応

用範囲を拡げることを目指す．

5.1 高速移動環境下における自己位置推定の重要性

高速移動環境下において，センシング機器自身が移動している状況では，センシング機器の

自己位置が刻々と変化する．自己位置には相対位置と絶対位置があるが，このうち相対位置に

ついては 2 章以降で紹介してきたモーションブラー補償手法により，高空間分解能画像を利

用したヴィジュアルオドメトリによって高い精度で得られるものと考えられるが，絶対位置に

ついては別途取得手法を検討しなければならない．特に高速移動環境下では，トンネルといっ

たように，外部から電波が入らない環境では相対座標の重要性がより高いと考えられる一方，

取得した画像を時系列に地理的に管理していくことを考えると，対象構造物の絶対位置情報は

地殻変動等の大局的な構造物の異常を発見することに寄与する．一方で，対象とする構造物全

てにセンシング機材を設置することは，規模等にもよるが，設営工事やメンテナンスが必要と

なってくるため，高速移動環境下で移動しながらセンシングすることが望ましい．また，構造

物内の相対座標と絶対座標を関連付ける際に，構造物の入口における絶対座標を高精度に取得

することで，以前取得した画像と最新の画像を比較する際に，画像探索範囲を圧縮することに

寄与すると考えられる．こうしたことから，本章では高速移動環境下でいかにして精度の良い
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絶対位置情報を得られるかについて検討を行っていく．

5.2 自己位置推定手法の比較

ロボット工学の分野では，自己位置推定のための数多くの手法が存在する．この分野の過去

の研究の概要は，文献 [66]および [67]で議論されている．例えば，加速度センサを用いた二

重積分により座標を定位する手法や，レーザを用いて高精度 [68]および高速 [69]に定位する

手法が挙げられる．しかしながらこれらの手法は相対座標しか得られず，地球上における絶

対位置情報の取得はできないため，測位済みの絶対座標を利用せざるを得ない．これに対し，

[70]等の視覚センサに基づく自己位置推定手法では，環境中の自然特徴さえあれば，正確に自

己位置の定位をすることが可能である．しかしながら，これらの手法も，局所的な画像フレー

ム内における自己位置情報を提供できるだけであり，Lingemannらと同様に相対座標しか得

られない．先述したように相対座標も確かな絶対座標を基準とすれば絶対座標に変換可能であ

るが，測位済みの基準点の数は屋外に限られていることから，屋外を移動しながらセンシング

するシステムにおいては絶対座標の取得を行うことが原則的に必要だと考えられる．そこで，

本論文ではいかにして精度の良い絶対座標を得られるかについて検討を行っていく．

これとは対照的に，GNSSは，衛星定位による絶対座標を取得し，地球参照フレームにおけ

るグローバル座標を提供することができる．その用途としては，監視，自律運転等がある．自

律車両，農業用トラクタ，およびアスファルト舗装機械には，正しい経路が確実に辿られるよ

うに，高精度 GNSS手法が採用されつつある [71, 72]．ガリレオやみちびきといった将来の衛

星システムでは，精度はかなり高くなると考えられる．これらのシステムが運用されるまで

は，図 5.1に示す GNSSの誤差要因に対処しなければならない．

正確性を最大化するためには，遮蔽による問題を避けるため，GNSS は空が見えている場

所で使用するべきである．マルチパスの問題には，Kiharaら，Kubo，Meguroらの研究によ

る衛星選択手法 [73][74][75]により対処可能である．また，ドップラー効果には，Maoらの研

究による遅延補償アルゴリズム [76]により対処可能である．これらの手法により GNSS測位

の正確性の向上が確認されたが，それでもなお精度の高い制御を行うには正確性が十分ではな

い．また，場合によっては，機器そのものに追加的な要素が必要であったり，機器自体を前処

理のために構成する必要があったりする．マップマッチングアルゴリズムは，GNSS測位情報

を後処理するために用いられ，カーナビゲーションシステムにも用いられている．これらの手

法は，正確な地図に対しては大変有効である [77]．Wenkらは，マップマッチングアルゴリズ

ムを道路網のカーブ用に改善する手法を提案している [78]．また，Louらは，低サンプリング

レート GNSSのマップマッチングアルゴリズムへの適用手法を提案している [79]．しかしな

がら，マップマッチングアルゴリズムは地図に依存するため，地図が不正確な場合，測定の正

確性は劣化する．しかも，これらのアルゴリズムではしばしば最短経路アルゴリズムが用いら

れ，誤った道路を選択する可能性がある．

したがって，筆者の目的は，地図情報を用いずに，後処理によって生の測定情報の正確性を

改善することである．筆者の手法は，運動方向を想定することに基づいている．多くの用途
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オクルージョン マルチパス

マップマッチングの
位置合わせミス

ドップラー効果

図 5.1. GNSSの誤差要因

で，GNSS受信機は車両に搭載され，ほとんどの車両は，直接道路上またはレール上を前方に

進むと想定できる．慣性の法則によれば，車両の重量により運動は直線的になりがちである．

特に高速運動の場合は，車両の方向を変えるには大きな加速度を必要とするため，直線運動は

維持される傾向にある．本研究では筆者は直線性と正確性（システムは静的）の関係に注目す

るが，今後の研究ではこれに加えて，速度，GNSS品質，円形運動，ノイズ量，他の手法との

適合性といった要素も研究しようとしている．本稿では，直線運動下における GNSS測位の

正確性を検討する．

5.3 GNSS誤差範囲減少手法

5.3.1 モデルに基づく計算

モデルに基づく計算は，推定の正確性を向上させ計算コストを減少させるために，多くの研

究で採用されてきた [80][81]．Zhangらは，車両の三次元形状モデルを用いて車両姿勢・位置

を推定している [82]．この手法は，相対的な座標フレームにおける定位には有効である．しか

し，マップマッチング手法と同様に，精度の高いマッピングには，事前に正確な絶対座標が取

得されることを必要とする．これに対し，筆者は運動モデルを用いて GNSSの誤差範囲を減

少させ，位置情報の精度を向上させる．　



5.3 GNSS 誤差範囲減少手法 87

5.3.2 GNSS用直線運動モデル

車両の運動方向が直線的であると想定すれば，GNSSアンテナの運動経路を直線としてモデ

ル化できる．この直線の式を求める，すなわち式 5.1中のパラメータ aおよび bを求めるため

に，筆者は最小二乗法（LMS）による線形回帰を行う．LMSは粗なアルゴリズムであり，ノ

イズには強くはない．しかしながら，計算コストが低いため，リアルタイム用途では本手法は

有効であると考えられる．この式において筆者は，緯度を従属変数として，経度を独立変数と

して定義しているが，任意に設定可能である．

y = ax+ b (5.1)

5.3.3 GNSS誤差範囲

5.2節で言及した理由に加えて，GNSSの正確性に限界がある理由としては，衛星内部のク

ロックの不正確性がある．誤差には水平成分と垂直成分があり，これらの成分は互いに独立で

ある．これを図 5.2に示すとともに，式 5.2－ 5.4に表す．

londetected < loncorrect| ± lonerror range| (5.2)

latdetected < latcorrect| ± laterror range| (5.3)

hdetected < hcorrect| ± herror range| (5.4)

次に，直線運動を想定することにより楕円体（lonerror range, laterror range, herror range と

表される）の直径を最小化する手法について紹介する．

5.3.4 直線に射影された楕円体

5.3.2節では，運動は平面運動であると定義したため，楕円体を二次元では円として表現す

ることができる．図 5.3に示す平面上の直線運動のモデルを利用することで，二次元から一次

元へ幾何の射影が行われる．その射影によって測定誤差は補正されることとなる．図 5.4に図

5.3の詳細を示す．

これを実現するために，筆者は該直線と該円の交点を用いる．測定誤差範囲 r は，dに射影

される．円の中心は，補正前の GNSS 測定値の経度及び緯度に対応する．h を式 5.5 に定義

し，dを式 5.6にピタゴラスの定理と r および hを用いて定義している．

h =
|axlon − ylat + b|√

a2 + 1
(5.5)

d =
√
r2 − h2 (5.6)

比 p（式 5.7）は，測定誤差の縮小の程度を示すものであり，提案手法の性能の指標となる．
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図 5.2. 誤差範囲を示す楕円体
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図 5.3. 一次元への射影による正確性向上の概念

p =
d

r
(5.7)
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図 5.4. r から dへの誤差範囲補正

5.4 実験による評価

5.4.1 実験の流れ

実験の目的は，生の測定値を後処理した結果として正確性が向上していることを確認するこ

とである．この目的のために，筆者は次のアプローチを採った．

1. スライダ上の直線運動における座標の取得

2. LMSを用いた線形回帰による直線の式の係数の計算

3. 元の座標の直線への射影

4. 補正座標の誤差範囲の評価

5.4.2 実験装置

筆者の戦略を実証するために，高精度 GNSS装置 Topcon社 GB-3および RTK-GPS法を

用いた．Topcon 社 GB-3 および RTK-GPS 法を用いることにより，理想的な状況において

は，RTK-GPSモードで，水平方向 ±10mm+1ppmおよび垂直方向 ±15mm+1ppmの誤差

で絶対位置を取得することが可能である．実測値を次節 5.4.3に記載する．

さらに，測定用のメモリを付けたスライダを用意し，図 5.6の詳細とともに図 5.5に示すよ

うに，GNSSアンテナをスライダに搭載した．静止位置で取得するために，ネジを用いてアン

テナをスライダに固定することもできる．移動中の位置情報を取得するためには，ネジを緩め

てスライダを直線的かつスムーズに手動にて動かした．アンテナの方向は固定し，測定誤差を

除去するためにスライダごと重い定盤上に搭載した．さらに，システム全体を重いテーブルリ

フトに載せた．リフトのテーブル高さは，0.3mから 1.5mの間で任意に設定可能である．マ

ルチパス問題による誤差を減らすため，高さを約 1.0mに設定した．さらに，データ記録・分

析用機器として PCを用いた．
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GNSSアンテナ

GNSSレシーバー

スライダ

定盤

PC

バッテリー

図 5.5. GNSS装置，ハードウェア，PC，バッテリを備えた実験装置

定規

移動方向

図 5.6. 移動方向を示すアンテナ拡大図

実験装置は，4階建て建物である東京大学工学部 6号館の屋上に設置した（緯度：139.761142，

経度：35.714122）．いくつかの高い建物が周囲に存在するものの，約 10個の衛星を常時検知

できることを確認できた．
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(a) 位置：40cm (b) 位置：50cm

(d) 位置：70cm(c) 位置：60cm

各サンプル
重心

各サンプル
重心

各サンプル
重心

各サンプル
重心

図 5.7. 10秒間の静的 GNSS測定値分布．最大で，(b)位置:50cmにおいて幅 26.4mmおよび

高さ 21.7mm．

表 5.1. GNSS位置の静的検出サイズ

位置 [cm] 幅 [mm] 高さ [mm]

(a) 40 10.2 11.1

(b) 50 21.7 26.4

(c) 60 10.2 12.5

(d) 70 13.4 17.6

平均 16.9 13.4

最大 26.4 21.7

5.4.3 誤差範囲取得のための予備実験の結果

予備実験として，本研究手法を利用せずに GB-3および RTK-GPS法の誤差範囲を確認し

た．アンテナを 4か所で測定し，それぞれの位置で 10秒の間に 100の座標を取得した．4つ
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図 5.8. 各点の空間的関係（原点は (a)40cmの中心）

表 5.2. クラスタの各中心点間の距離 [mm]を示す混同行列

(a)40 (b)50 (c)60 (d)70

(a) 40 - 73.2 187.7 280.9

(b) 50 73.2 - 115.3 208.2

(c) 60 187.7 115.3 - 93.4

(d) 70 280.9 208.2 93.4 -

の設置位置は，位置間の間隔が 10ｃｍになるように選んだ．位置はスライダのテープによる

測定に基づいて設定した．位置を安定させるため，スライダ上の定盤が物理的に存在する位置

に設定した．この結果を図 5.7及び表 5.1に示す．元の座標単位が度であったため，測定値を

ミリメートル単位に変換している．

この結果，最大幅は 26.4mm，最大高さは 21.7mm となり，公式の仕様にかなり近い値に

なった．しかしながら，図 5.7によれば，(b)の誤差範囲が他よりかなり大きいことが分かる．

したがって，これに加えて，アンテナ位置による精度の差異を確認した．図 5.8に，各取得座

標の空間的関係を示す．

また，各クラスタの中心座標間の距離を表 5.2に示す．表内の値は 100mmの n倍になるは

ずである．しかしながら，距離 (a)-(b) についての誤差は 26.8mm(100 − 73.2 = 26.8) であ

る．誤差 lonerror range と誤差 laterror range が同じ場合，lonerror range と laterror range を

± 26.8mmと定義する．この値は GNSS位置の静的検出サイズよりも大きいので，誤差範囲

については位置による依存性が支配的であることが分かった．
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約 100cm

生データ
静止状態
(ノイズは手動で除去)

経度

緯
度

図 5.9. 10秒間サンプリングして得た生データ

表 5.3. 直線パラメータ

試行 a b

(a) 1st -3.64 544.4

(b) 2nd -3.97 590.6

(c) 3rd -4.23 626.2

(d) 4th 0.14 15.6

5.4.4 実験結果

図 5.9 に，10秒間の直線運動をサンプリングした生データを示す．データを処理する前に，

運動前および後のスライダから取得した測定値を除外した．5.4.2節に記載した通り，スライ

ダ上の運動は直線的であるが，局所的にみると必ずしも直線とはなっていない．よって，線形

回帰を適用し，測定値に最適の直線を求めた．

図 5.10 に，生データサンプルおよび線形回帰により導出した直線を表し，表 5.3は，各直

線のパラメータを表している．図 5.10(a)-(c)の値は，同様にして取得した．ただし (d)では，

意図的に方向を変えて，運動の方向の依存性を調べた．しかしながら，確認できる通り，他と

比較して差は認められなかった．

直線のパラメータを取得後，式 5.1，式 5.5，式 5.6を用いて誤差範囲を縮小することができ

た．まず，元の座標を直線に射影した．射影後，元の座標から直線までの距離 hを求めること

ができた．図 5.11にこれらの距離を示す．hの最大値は 26.8mm以内であるため，この結果

により，5.4.3節の予備実験の結果の妥当性を確認できた．

さらに，式により計算された他のパラメータを表 5.4に示す．結果として，試行 (c)の状況

では，pmax = 0.85を得た．これは，局所的な誤差範囲が最大で 15％縮小されたことを示す．

この場合，lonerror range および laterror range は，22.4mmになった．しかしながら，サンプ
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経度経度

経度 経度

緯
度

緯
度

緯
度

緯
度

(a) 1回目 (b) 2回目

(c) 3回目 (d) 4回目

図 5.10. 直線運動の線形回帰の結果

表 5.4. 誤差範囲パラメータ

試行 hmax have dmax dave pmax pave

(a) 1st 11.0 3.0 24.4 26.6 0.91 0.99

(b) 2nd 8.4 1.8 25.4 26.7 0.94 0.99

(c) 3rd 14.7 3.9 22.4 26.5 0.85 0.99

(d) 4th 13.3 3.2 23.2 26.6 0.87 0.99

平均 11.9 3.0 23.9 26.6 0.89 0.99

ルへのノイズの影響はわずかだったため，全体としては 3回目の試行では誤差範囲は 1 %し

か縮小しなかった．他の試行でも誤差は縮小され，筆者の手法の有効性が実証された．平均し

て，誤差範囲の改善は大きいとは言えないが，直線への射影以前に線形回帰により最適化され

ていることを考えると，処理全体として精度が向上したと考えられる．
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図 5.11. エラー距離

5.5 自己位置推定精度向上に向けた課題

5.5.1 誤差分布

5.4.4節で提案手法の有効性を示したが，この手法にはさらなる可能性がある． r が dと同

等である場合，誤差範囲は 0 になる（誤差範囲が 100 % 減少する）．しかしながら，図 5.10

に示すように，誤差縮小処理をする以前にすでにサンプル点の分布は線形に見えてしまってい

た．実験は理想的な環境で行われ，更に，実験の持続時間は 10秒であったため，比較的ノイズ

を含まれないデータとなったと考えられる．しかしながら，予備実験は数分間つづけられたた

め，予備実験では測定時間が長いことによりより多くのノイズの影響を受けた可能性がある．

この手法は，よりノイズの多い環境ではさらに有効であると考えられる．測定データ点が仕様

の誤差分布に従う場合は，平均して最大 50 %誤差範囲を縮小できた．これを式 5.8に示す．∫ r

0
p∆d

r
= 0.5 (5.8)

本研究では，ガウス状分布の場合のサンプリングデータを分析することができた．全体の平

均 pave は 0.99であったが，これは LMSを用いた線形回帰が大変有効に機能したことも示し

ている．

ノイズの多い環境では，線形回帰の代わりに用いる手法を検討する必要がある．ＬＳＭは異

常値に関してはノイズに弱いアルゴリズムである．そのため，事前にノイズを除去することで

精度が向上すると考えられる（図 5.12参照）．例えば，LMSと RANSACの組み合わせは，繰
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進行方向

計算に含む点

しきい値
計算に含まない点

図 5.12. 基本的なノイズ除去戦略

り返し分布の仮説を生成してほとんどのサンプルにより支持される仮説を発見することにより

最適パラメータ設定を求める強固な線形回帰法として知られている [83]．ただしこの場合は，

計算コストも考慮する必要がある．

5.5.2 直線パラメータの正しさ

表 5.3(a)-(c)に，パラメータが似ていることを示しているが，期待されるものとは異なる．

サンプルデータはすべてノイズの影響を受ける．すなわち，パラメータの値は実験により異な

ると予想される．実環境では，各アプリケーションは異なる仕様セットを有するため，より高

い一貫性を必要とする場合は，以下の 2つの解決策を用いて手法を改善することができる．

1つは，サンプル数を増やすことである．筆者の実験では，10秒間に 100点をサンプリング

したが，サンプリング点 nが増加すれば誤差は
√
nにつれて減少することが知られている．も

う 1つは，運動速度を上げることである．筆者の実験では，アンテナは 10cm/sで移動した．

誤差範囲と比較して，このスピードは正確なパラメータを取得するには低すぎた．しかしなが

ら，高速運動はドップラー効果の影響を受けるため，この場合は適当なパラメータを求めるに

は追加策を取る必要がある．

5.6 本章のまとめ

本章では，受信機や座標取得手法を変更することなく GNSS測定値の誤差範囲を縮小する

手法を提案した．提案手法では，1次元の運動モデルを利用して，データを後処理することに

より座標データを補正した．運動モデルを 1 次元とした場合，誤差範囲は直線と測定誤差を

示す楕円体との交点間の距離にまで縮小され，測定値は最小二乗線形回帰法を用いて生成され

た直線に射影された．実験により，元データと比較して，局所的な誤差範囲は最大で 15 %減

少することを実証した．本章では直線運動モデルを扱ったが，提案手法は，曲線，円，角等で

表現できる運動をモデル化することにも有効である．モデルが複雑になった場合は，別のセン

サデータを融合させる必要がある．また，高精度測定のために高精度 GNSSを用いたが，1.0
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メートルから 10 メートル級の誤差範囲を有する通常の GNSS にも提案手法は有効である．

データにノイズが多く含まれることが予想されるため，5.5.1節で言及した通り，ノイズに頑

健な手法を用いることが望ましい．特に，提案手法は，地図がない環境において舗装や農業へ

の応用に有効である．これらの応用では，車両の運動が多くの場合直線的だと考えられるため

である．しかしながら，提案手法は，一般的に誤差を縮小する効果を有するため，マップマッ

チング適用前の前処理をすることで，マップマッチングの精度向上にも寄与しうる．今回の実

験は建物の屋上でスライダーを手動で動かして行ったが，今後フィールドで車両に GNSSを

搭載して技術の検証を行うことで，実用性についても検証可能と考えられる．

本章の結果は，本論文において高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術の問題点と

して挙げた 4点のうち，自己位置情報の変化に対して有効であると考えられる．特に高速で移

動しているときには速度変化が少なく，また直線的に移動するものと考えられるため，本章で

紹介した手法は高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術においてその他のセンシング

データとの位置情報の連動に対し寄与し得る結果を得ることができたと考えられる．本論文に

おいて事例として紹介してきたトンネルにおける点検では，トンネルの入口の絶対座標を高精

度に得ることに利用可能であり，これにより構造物自身の絶対座標取得やトンネル入口の車両

の自己位置精度向上による画像探索範囲の圧縮等への応用が考えられる．
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第 6章

誘電エラストマーを用いた光線位置
制御に基づく三次元計測手法

これまで高速移動環境下における二次元の画像情報と位置情報のセンシングについて検討し

てきたが，対象の形状や対象までの距離変化を把握するため，二次元と同様に，高速移動環境

下における三次元情報のセンシングも重要と考えられる．筆者はこれまで誘電エラストマーを

用いた光線位置制御手法を開発 [84, 85]してきたこともあり，本章では高精度で且つ振動に強

い固体の適応的光学デバイスについて説明し，三次元センシングへの応用例について考察して

いく．

6.1 背景

6.1.1 高速移動環境下における三次元センシングの重要性

高速移動環境下では二次元センシングだけでなく，三次元のセンシングも非常に重要であ

る．インフラにとって直接的な被害は見た目（色情報）が変化することではなく，例えば，崩

壊・崩落といったように構造そのものが規定の状態から逸脱することに端を発することが多い

と考えられる．そのため，構造物を固定するネジや構造そのものの路面や車両からの距離を正

確に計測することで，ネジの緩みや構造の崩落等を察知することが可能であると考えられる．

こうしたある種の異常箇所は高速道路の場合，従来打音検査等によって構造上の異常が生み出

す異音を熟練の作業員が聴き分けることによって発見されてきたが，この手法では作業員のス

キルに依存することや二次元センシング同様道路の規制が困難であるため，自動化されたシス

テムに代替されることが望ましい状況にあった．そのため，二次元センシング同様，走行中の

車両から高精度に三次元センシング可能な手法が必要と考えられる．

6.1.2 高速移動環境下におけるレーザー照射位置制御の問題点

レーザー及びレーザーの照射位置制御技術は，我々の身近に使われている技術の一つであ

り，デジタル生活を支えているといえる．昨今ではレーザーそのものや照射位置制御技術の向
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上により，材料加工や三次元プリンター，三次元センシング等の用途によって高精度な仕上が

りが要求されるアプリケーションにおいてもレーザーが活用されている．今後は従来と比べ短

波長側の紫外線を照射可能なレーザー素子が開発されていることから [87]，これによりレーザ

光線の照射位置における半径及び最小単位が縮小可能となり，さらに微細なレーザーの活用方

法が模索されると考えられる．

なかでも三次元計測には，これまで高精度で且つ高速にセンシング結果が得られるため数多

くのレーザーを利用した手法が提案されてきており，応用の可能性も広がってきていると考え

られる．応用例として高速移動環境下におけるレーザー測距を考えたとき，ある相対速度で移

動するシステムから対象のセンシングを行うことで，一次元の連続的なセンシングを行うこと

が可能であるが，対象の 1次元情報だけでは局所的な形状しか取得できない．これに対し，セ

ンシング対象を一次元から二次元に拡張することで，周囲の情報を得ることも可能となるた

め，レーザー光を連続的に動かしてセンシングを行う目的で，レーザー光の照射位置制御手法

の研究や開発が行われてきた [88, 47, 93]．ここで，仮に三次元計測自体が高精度であったと

しても，レーザー光の照射位置制御手法の精度によって全体の精度が低下してしまうため，精

度を向上させるためには高精度の照射位置制御方式を採用する必要がある．しかしながら，照

射位置制御デバイスの精度は制御方式により大きく異なるのが現状である．

顕著な例として，例えば液体を利用した適応的な光学デバイス [86]は，特に高速移動環境下

において不向きだと考えられる．センシング機器が移動を行うとき，照射位置制御デバイスも

連動して移動するが，この際に地面から受ける振動を中心とした外部の力を受けて，液体表面

の形状が大きく変わってしまう．そのため，定量的な結果を得ることが著しく困難である．こ

うしたことから，液体を利用した光学デバイスを高速移動環境下で用いることは不向きである

と考えられる．

次に，対象までの距離についても検討する必要がある．2章でも説明したように，高速移動

環境下では対象とセンシング系の距離が比較的長い状況が想定される．そのため，距離が長く

なっても精度が維持できる照射位置制御デバイスが必要になる．ここで一般的な照射位置制御

デバイスの精度について考察すると，まず従来のレーザー光線の照射位置制御手法はコストや

精度の面で問題があった．最も普及している制御手法として，図 6.1のようなギアの組み合わ

さった機械的な運動に基づく位置制御手法 [88] が挙げられるが，ギアはバックラッシュ等を

起こすだけでなく，高精度になればなるほどコストが嵩むため，現実的には精度に限界があっ

た．他に，図 6.2のようなガルバノミラーを利用した手法 [47]も提案されてきており，ガルバ

ノミラーはギアを利用した機械機構と比べ単純な構成であるため高精度を出すことが可能であ

るが，依然として機械機構であり，また，角度制御による位置制御となってしまうため，対象

までの距離が長くなると精度が落ちる問題点があった．これに対し，図 6.3のような KTN結

晶へ電圧をかけることにより光軸を制御する手法 [93]も挙げられるが，機械的な機構は一切含

まないもののこちらもガルバノミラー同様角度に基づく制御となってしまうため，精度は距離

に依存してしまっていた．以上のことから，機械機構ではなく，且つ図 6.4のように角度制御

に基づかないレーザー位置制御手法が実現することで，従来より性能を向上させられると考え

られる．
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図 6.1. 機械式の光軸位置制御装置に使われ

るギアのイメージ図（[94]より引用）

図 6.2. ガルバノミラーによる光軸制御

（[95]より引用）

図 6.3. KTN Solid-State Laser Beam Deflection Technology（[96]より引用）

図 6.4. 角度に基づかないレーザー位置制御手法のイメージ図

そこで，本章では誘電エラストマーアクチュエータ（DEA）を用いた新しいレーザ位置制

御手法を提案し，最後に実際に三次元計測器でスキャンした結果を示す．DEAは，電気的エ

ネルギーを利用して形状変化を引き起こすことが可能な素材であり [89]，DEAの厚みを制御

することにより，レーザビームの出射方向を精度よく操作する手法を提案する．誘電エラスト

マーのたわみは電圧印加により発生するため，システム内では機械的運動が発生しない．さら

に，角度ではなく位置に基づいて方向が決定されるため，本用途は長距離でも有効である．

実験では，印加電圧を 0.0kVから 5.0kVへ増加するにつれてレーザー照射位置が変化する

ことを確認した．応用例として，レーザー測距計の照射位置制御を行ったところ，対象の形状
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に基づいた距離データを確認した．

6.2 DEAの厚み制御によるレーザー照射位置制御手法の原理

6.2.1 スネルの法則

図 6.5のように，屈折率の異なる媒体の境界面を境に，光線の光軸は曲がることが知られて

いるが，曲がる際の曲がり方は式 6.1のスネルの法則に則っている．この際，iは光線の入射

角を表し，i′ は光線の出射角を表している．また，N は媒体の屈折率を表しており，もう片方

の媒体はこの場合空気であると仮定している．

sin i = N sin i′ (6.1)

図 6.5. スネルの法則に基づき，異なる屈折率の媒体境界面を境に光軸が曲がる様子

6.2.2 透明な膜の厚さ制御による光軸位置変化

光線が透明な膜状の素材をある角度を持って通過する際，入射方向と出射方向の間には平行

な変位が発生する．このときの変位 δ は図 6.6に示され，図中では膜の厚さが変化すると，こ

の変位が δ0 から δ1 へと変化することを表している．

また，入射光線の変位は次式により求められる．

δ = d sin i　

(
1− 1

N

cos i

cos i′

)
(6.2)

ここで，iおよび i
′
は式 6.1同様，それぞれ入射光線の角度および屈折光線の角度である．

N は膜状素材の屈折率，d は膜状素材の厚みを表している．式 6.2 より，膜状の素材の厚さ

d を変化させることで，光軸の移動量に該当する δ を変化させられることが可能なことが分

かった．
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図 6.6. （左側）ある透明な膜状素材を入射光線が通過する際のずれ変位．（右側）膜状素材の厚

さが変化すると，変位 δ を制御可能．

6.2.3 高電圧印加により厚さの変化する素材：誘電エラストマー

ここで，透明な膜状でなんらかの手法で厚さを制御可能な素材として，誘電エラストマーに

筆者は注目した．誘電エラストマーは電圧を印加することで厚さが変化する性質を持つことか

ら誘電エラストマーアクチュエータ（DEA）として知られており，膜が DEA材料により作成

されている場合，その厚みは電圧印加により制御可能になり，結果的に電気機械的圧力 peq に

より圧縮されることによって厚さ dが変化する仕組みとなっている．電気機械的圧力 peq は，

次式により定義される．

peq = ϵ0ϵr
U2

d2
d (6.3)

ここで，ϵ0 は真空誘電率，ϵr は DEA材料の比誘電率，U は印加電圧である．活性化領域

は圧縮されるが周囲領域に拡大されるため，屈折率は変化しないと考えられる．式内で電圧 U

は自乗で計算されるため，かける電圧に応じて二次関数的に値が変化していくとが想定され

る．さらに，DEAは 10kHzでの駆動も確認されており [90]，高速に制御を行うことも可能と

考えられる．

上記の性質を有することから，近年 DEAは光学分野への応用用途でも注目されており，手

ぶれ補正等での活用手法が提案されている [91, 92]．しかしながら，本論文で応用を目指して

いる光軸の制御に直接的に用いた例は筆者の調べた限り存在していない．この DEAにを用い

ることで，図 6.6に示す通り，システムがオフの場合，光線変位量は δ0 であり，電圧をオンに

すると，DEA材料は電気機械力を受け厚みが変化し，変位量が δ1 に変化する．このとき，オ

ン・オフ間のずれ変位は，絶対値 |δ1 − δ0|として計算できる．電気機械力は印加電圧を変化
させることにより操作可能なため，DEA材料の厚みを動的に制御でき，これにより光線の出

射方向が制御可能となる．
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6.3 予備実験：誘電エラストマーの透過率測定

レーザー光線の光軸位置制御をするにあたり，基本システムとして膜をレーザー光が通過す

ることを想定しているため，膜自体の透過率が高くなくてはならない．というのも，膜を通し

た段階でレーザーの光量がたとえば 10分の 1になってしまうようでは，エネルギー効率的に

9割は無駄になってしまうだけでなく，その 9割が想定外の方向に反射する可能性が生じてし

まう．特に光量が強力である場合は，反射光によってレーザー加工対象ではなく加工装置周辺

の物や人体へのダメージも想定されることから，高い透過率は必須といえる．そこで，本章で

使用する誘電エラストマーである 3M 社 VHB アクリルテープに対し，紫外可視分光光度計

UV-3600Plus及び積分球付属装置 ISR-603を利用した透過スペクトル測定を行った．

測定条件は下記の表 6.1に示す通りであり，波長は 220nmの紫外から 2600nmの赤外に渡

り測定を行った．

表 6.1. 測定条件

条件 パラメーター

測定波長範囲 [nm] 220 – 2600

スリット幅 [nm] 32

サンプリングピッチ [nm] 1.0

結果として，図 6.7の測定結果が得られた．この結果により，380nmから 780nmの可視光

領域ではいずれも 90% を超える透過率であることがわかり，不可視光領域でも約 300nm 以

上約 2300nm以下の領域では少なくとも 40%程度の透過率があることがわかった．これによ

り，VHBアクリルテープを透過させたレーザー光の損失は理想的な条件で 10%程度であるこ

とが分かり，今後，使用目的に合わせた波長の選定と，波長毎の透過率及び反射光の影響につ

いて考慮したシステム設計が可能になると考えられる．

6.4 基礎実験：DEAの厚み制御によるレーザー照射位置制御

実験

6.4.1 実験の目的と流れ

DEAに対し電圧を印加した際に厚さが変化することはこれまで記述してきたように既知で

あるが，この厚みの変化を利用して光軸制御を行った際に，実際に光軸が動くか否かについ

て，これより実験で検証していく．

実験では DEAに対し 0.0kVから 5.0kVまでの異なる電圧をかけ，UV光，可視光，IR光

の 3種類のレーザーに対しそれぞれレーザー照射位置制御が可能かどうかについて調べた．ま

た，DEA 膜は複数膜重ねることで変位量が多くなる可能性があることから，1 枚の場合と 2
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図 6.7. アクリルフィルム VHBの分光スペクトル特性

枚の場合の変位量を調べていく．

レーザー照射位置の変位量はレーザーと正対した位置に置いたカメラによって記録する．具

体的に，DEAを通過したレーザー光が紙に照射され，紙に照射されたレーザーの位置をカメ

ラで記録していく．電圧を加える前後の照射位置変化を変位量として解析した．

6.4.2 実験のセットアップ

図 6.8 に，実験装置のレイアウトを示す．レーザーは図中左側に設置し，表 6.2 のように

UV光，可視光，IR光の計 3種類を使用した．DEAは，光軸制御の際の変位量が最大化され

るよう，主光軸に対して 45度の角度に 2枚配置した．カメラは図中右側に設置し，レンズは

マイクロレンズを使用した．マイクロレンズを使用したことで，微細な変位量の変化も記録す

ることが目的である．また，DEA を通過した先には ND フィルタと紙を設置した．これは，

NDフィルタを置くことでカメラに対して強すぎるレーザーの明るさをカットすることが目的

であった．

DEA は厚さ 1.0mm の誘電エラストマー（3M VHB 4910，屈折率 1.47）を 200% に伸展

させ，環状リングに固定して作成した（図 6.9及び図 6.10）．さらに，2枚の導電性透明ゲル

（積水化成品工業株式会社, テクノゲル G-CR）を電極として DEAの両側から貼り付け，さら

に導電性透明ゲルと金属性テープを接合し，最後に両サイドの金属性テープを高電圧電源の正
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表 6.2. 実験に使用したレーザー

型番 波長

Edmund Optics, Miniature LDM Laser Diode 可視光（633 nm）

Kikoh Technology, MLXG-D13-850-50 IR光（850nm）

Edmund Optics, Violet Laser Module 真円 UV光（405nm）

図 6.8. 実験装置のレイアウト

極・グラウンドにそれぞれ接続した．

6.4.3 画像処理の手順

次に，結果の一例として印加電圧が 0kVと 7.1kVの際のレーザー照射位置変化の様子を図

6.11 に示す．図から読み取れるように，電圧が加えられた際にレーザーの照射位置が変化し

ていることがわかる．実際に実験で使用した電圧は 5.0kVであり，位置変化が 7.1kVに比べ

て少ないため，ここでは変化を明瞭に示すために本結果を示した．以降の実験で電圧を 5.0kV

に制限したことは，高電圧による DEAの放電及び破損を防ぎ，実験データを確実に取得する

ためであった．

こうしてカメラで撮像された画像に対し，二値化処理を行い，重心座標を計測することで

0kVの際のレーザー照射位置と比べた重心座標の変位量を計測した．なお，重心座標から得ら

れる変位量の結果はピクセル単位であるが，実際に紙面上で移動した距離に換算し，mmもし

くは µm単位で計測するため，定規の写真を撮影した．図 6.12のように，画像で 1103ピクセ
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図 6.9. DEAの模式図

図 6.10. 製作した DEA

ルが 3mmに換算されるということがわかったので，以降この変換式に基づき計算していく．

6.4.4 実験結果及び考察

各波長のレーザーが紙に投影された様子を撮像した結果は図 6.13(a)–(c)となる．各波長で

照射されたレーザーの形状やサイズが大きく異なるのは，同一の形状やサイズで波長のみ異な

るレーザーを入手することができなかったためである．しかしながら，こうした形状やサイズ

のバラ付きに対して，本手法が適応可能かどうか検証するという意味ではセットアップの意義

があったと考えられる．

電圧を 0.0kVから 5.0kVまで印加した際の各波長毎，各 DEA枚数の変位量を図 6.14に示

す．この結果により，各波長のレーザー共にかけた電の値に応じて変位量が増すことがわかっ

た．また，DEAの枚数が 1枚のときと比べ，2枚のときの方が変位量が増すこともわかった．
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図 6.11. 印加電圧オン及びオフ時に撮像された画像

図 6.12. カメラから定規を撮像した様子

変位量が各波長で異なる点については，今回の画像処理方式が単純に二値化後の重心位置探索

としてしまったため，画像中のノイズやスペックルノイズ，また各レーザーの照射形状・大き

さによって影響を受けたものと考えられる．しかしながら，いずれの結果もマイクロメーター

のオーダーで電圧に応じて変化が見られたことから，従来の制御方式と異なり，与える電圧の

値に応じて連続的に変位量が変化したといえる．また，変化の様子がかける電圧に応じて二次

関数的に値が変化したことから，式 6.3の理論通りの結果となったといえる．変化の様子を今

後より詳細に解析することで，従来の制御方式では得られなかった微細なレーザー照射位置制
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図 6.13. 電圧をかけていない状態で，各波長のレーザー照射位置をカメラで撮像した様子．(a)

UV光．(b) 可視光．(c) IR光．

御ができると考えられる．
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(b) 可視光レーザー
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図 6.14. 各波長のレーザー毎に DEA の枚数を 1 枚と 2 枚で変えたときの変位量の様子．(a)

UV光．(b) 可視光．(c) IR光．

6.5 応用実験：DEAを利用した三次元センシングのスキャニ

ング

ここまで扱ってきた DEAによる光軸制御技術に基づき，レーザーによる三次元センシング

デバイスのスキャニングに対し，本手法を応用していく．

6.5.1 実験の背景及び目的

三次元センシング方式の中で，例えば TOF方式はよく知られている方式であり，最近では

Microsoft Kinect[97]といった民生機で二次元上に対象の距離がセンシングできることから，

ジェスチャー入力デバイスとしても応用されつつある．しかしながら，TOF方式はレーザー

光が照射されてから受光されるまでの時間を計測する方式に基づくため，センシング機器自体

の時間分解能に大きく依存した方式であり，ミリメーター程度の精度が一般的である．次に

FSF 方式について紹介する [98]．この方式では 500m といった非常に長距離に対象が置かれ

た状況でも，距離をコンマ数ミリメーターの精度でセンシングできることが特徴であるが，装
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置が非常に高額で大きくなってしまうことから，用途が限られる．最後に光切断法では三角測

量に基づき対象までのレーザー光と受光素子の傾きが開いていればいるほどセンシング精度が

上がるが，その分オクルージョンに弱くなるという特徴を有する．ただし，予めカメラとレー

ザーの位置が固定されている状態でキャリブレーションが行われている条件では，繰り返し精

度 2µmといった非常に高精度な製品も存在している．そこで，本章ではキャリブレーション

済みの三角測量手法を採用して精度とコストが両立されている Keyence社の LK-G500（繰り

返し精度 2µm）を用い，対象の三次元距離センシングの可能性について検討していくことと

する．

6.5.2 実験のセットアップ

先ほどの光軸制御実験と同様，照射されるレーザー光の光軸を DEAに電圧をかけることに

より制御していく．このとき，光軸の先には実際に位置に応じて奥行きが変化する対象を設置

し，計測することとした．図 6.15に，実験装置のレイアウトを示す．三次元スキャナによっ

て照射されたレーザーが斜めに設置された計測対象にあたり，その光が返ってくることで奥行

き距離が計測される．電圧は 0.0kVから 5.0kVまでかけた．なお，レーザー光は照射から三

次元スキャナによる受光まで 2回 DEAを通過することとなるが，DEAの厚さが一様に変化

していれば通過による測定値の誤差は生じない．ここで，本研究では DEAの厚さは一様に変

化すると想定しているため，このようなセットアップとした．

図 6.15. 実験装置のレイアウト
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6.5.3 実験結果及び考察

電圧を 0.0kVから 5.0kVまで印加した際の奥行き距離の変化を図 6.16に示す．下りのカー

ブは再現性を見るために 5.0kVから 0.0kVまで電圧を変化させた結果による．また，合計 4

回試行したが，結果どのグラフも電圧値に応じて距離が変化していることがわかった．ただ

し，1回目の 3.5kVでは大きく値が落ち込んでいることから，このときにノイズが発生したも

のと考えられる．この結果により，DEAを用いた光軸制御手法と三次元センシングを組み合

わせて，振動の影響を受けない微細三次元スキャニングが可能であると考えられる．

また，各試行をよく見てみると，上下合わせて約 20µm程度の分散がある状態でセンシング

結果が得られたことがわかった．実験では最大で 120µm程度の距離変化が得られ，いずれも

マイクロメーターオーダーの対象までの距離変化を取得できることから，非常に高精度な手法

であるともいえる．

今回の実験ではスキャニング速度についての検証は行わなかったが，Keplingerらによって

高速で制御可能なことが確認されていることから [90]，高速且つ高精度な三次元スキャニング

手法を確立することも可能と考えられる．
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図 6.16. 印加電圧に対する奥行き距離の変化

6.6 本章のまとめ

本章では，DEAによる光軸制御手法及び三次元スキャニング手法を提案した．結果として，

光軸制御及び三次元スキャニングに対して一定の効果があることがわかったことから，今後

様々な応用に用いられると考えられる．システムでは機械的な運動はなく，角度ではなく位置
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に基づいて方向が決定されるため，本用途は長距離に有効である．また，今回の実験は実験室

内で静的な環境下で実施したが，今後高速移動環境下で技術の検証を行うことで，実用性につ

いても検証可能と考えられる．

本章の結果は，本論文において高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術の問題点と

して挙げた 4点のうち，振動に対して有効であったと考えられる．本文中でも述べたように，

装置を液体ではなく固体で構成したため，動的にスキャニング可能な高精度光学デバイスを構

築することができた．これにより，振動の影響を受けにくい光学デバイスとなったといえる．

実際に三次元計測もスキャニングしながら実施できたことにより，今後対象の三次元的な特徴

を取得することで，例えば点検の場面では形状の変化等を察知するために応用することが可能

と考えられる．
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第 7章

結論

本論文では，光軸を対象との相対速度に応じて高速で制御することで，時間軸の密度を積分

し，センシング精度の大幅向上と制御ができることをモーションブラー補償装置を用いて示

し，また自己位置推定技術，高精度光軸制御による三次元計測手法を組み合わせることによ

り，「高速移動環境下におけるアクティブビジョン技術」の必要性及び有効性を主張した．こ

れにより，従来のアクティブビジョン技術を拡張し，高速移動体側から撮影するアクティブセ

ンシングを行った点が新しく，これは従来のトラッキングと対になる概念であると共に，高速

画像処理の 1つの分野を切り開いたといえる．

また，高速移動環境下における問題点として挙げたモーションブラー，サンプリングレート

不足，自己位置情報の変化，振動に対し，各章もしくは章をまたがって横断的に解決のアプ

ローチを提案し，実際に本論文を通じて問題点の解決に寄与可能であると示してきた．

以下，本章以前に議論・検討を行った内容を章ごとにまとめる．

第 1 章
高速移動環境下におけるセンシングの意義，問題点，センシングシステムの例などについて

述べた．また，動的なセンシング技術としてアクティブビジョン技術を応用することが，従来

の高速移動環境下におけるセンシング性能を凌駕する新たなビジョンシステムの実現に繋がる

ことを確認した．以降の章で開発を行うモーションブラー補償装置は，光学的に視線方向を制

御するという性質上，高速移動環境下におけるモーションブラーの補償を実現するだけではな

く，自己位置制御技術，三次元センシングに向けた光軸制御技術と合わせた総合的なセンシン

グシステムとしても期待される．従来高速移動環境下ではモーションブラー，サンプリング

レートの不足，自己位置の変化，振動といった要因により，センシング精度を犠牲にして高速

移動環境を実現していたのに対し，本システムは高い移動効率とセンシング精度を両立する枠

組みを主張した．

第 2 章
センサーを追加せずにリアルタイムでモーションブラーを補償するために，モーションブ

ラー補償を用いて高速カメラで連続画像を撮影するシステムを開発し，その有効性について他

の手法と比較し述べた．モーションブラー補償は，ガルバノミラーの回転往復運動により実現
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でき，リアルタイム動作を実現するために，背景トラッキングの概念を提案した．その結果，

従来のアプローチと比較して，筆者のシステムではこの高周波数帯域においてモーションブ

ラーが改善されることを実証した．筆者のシステムは，様々な分野（例えば，ベルトコンベア

のラインでの欠陥部品の検索，道路状態の検査，高精度画像検索等）に応用できることもサン

プルの画像を通して確認した．

第 3 章
一般的にガルバノミラーを利用した光学システムの高速な視線制御はガルバノミラーの応答

性の不足により，システム全体の速度に限界があった．同様に，筆者がこれまで提案してきた

モーションブラー補償装置においても 100Hz周期でのシステム実行が限界であり，さらにリ

アルタイム性が要求されるアプリケーションに対して応答性を改善する必要があった．これに

対し，プリエンファシス技術を利用して PID制御における波形追従精度が高精度である周波

数領域を拡張し，高精度な正弦波の追従が可能であることを主張し，また，実験的に実証を

行った．具体的に，まず入出力信号比が 0dBとなるようにプリエンファシス係数をあらかじ

め求め，システム利用時の入力信号にそれらのプリエンファシス係数を乗算する手法とした．

実験により，周波数は 100Hzから 500Hzまで範囲を拡張してガルバノミラーを使用可能とな

り，特に 400Hzと 500Hzにおいては約 3dBほど減衰が改善した．また，プリエンファシス技

術をモーションブラー補償装置に適用した結果，高周波でのガルバノミラー駆動でモーション

ブラーが著しく改善されることが分かった．2章までの 100Hzに対し，333Hzで実現できた

ため，少なくとも 3.3倍の応答性改善が果たされたといえる．

第 4 章
これまで研究開発を進めてきたモーションブラー補償装置の応用例として，インフラ維持・

管理における目視点検の代替手法の提案を行った．モーションブラー補償装置をインフラ維

持・管理に応用するにあたり必要な仕様を検討した上で，複数回の現地実験を経てモーション

ブラー補償技術の実用化に向けた検証を行った．結果，地面から天井までの高さ 7m で時速

120km相当でのブラーキャンセルの成功しただけでなく，公道で他車が走行している環境下

でもモーションブラーの補償をしたひび割れの画像を取得することができ，本装置の検証を行

うことができた．筆者のシステムは，今後さらに開発が進むことで，実際に維持作業車両に搭

載されることを始め，日常的な点検に活用されることが可能性として考えられる．

第 5 章
受信機や座標取得手法を変更することなく GNSS測定値の誤差範囲を縮小する手法を提案

した．提案手法では，1次元運動を想定して，データを後処理することにより補正した．運動

を 1 次元に制約した場合，誤差範囲は直線と測定誤差を示す楕円体との交点間の距離にまで

縮小された．生の測定値は，最小二乗線形回帰法を用いて生成された直線に投影された．した

がって誤差範囲は，直線と測定誤差を示す楕円体との交点間の距離にまで縮小された．実験に

より，生データと比較して，局所的な誤差範囲は最大で 15 %減少することを実証した．

第 6 章
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本章では，DEAによる光軸制御手法及び三次元スキャニング手法を提案した．結果として，

いずれもマイクロメーターのオーダーで光軸を制御できることから，非常に高分解能の光軸制

御技術を提案することができたといえる．今後様々な応用が期待される．システムでは機械的

な運動はなく，角度ではなく位置に基づいて光軸が決定されるため，本用途は長距離に有効で

あると考えられる．

また，全体を通して「高速道路における点検技術の高度化に関する研究」における表 1.1の

要求仕様及び機能要件を達成することができたため，今後本成果がインフラの安全に対し寄与

すると考えられる．
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